
（1）任意に自主点検を行ったものは市に提出する必要はありませんが、次回の参考となるよう各施設において
　保管してください。

（2）市の運営指導のために作成した場合は、この自主点検表及び指定する他の提出書類を、市への提出分だけ
　でなく施設の控え分も作成し、運営指導の際の指導事項を記録し、実施後５年間は保管するようにしてく
　ださい。

（3）自主点検に当たっては、複数の職員で検討するなどして、もれなく点検してください。

（4）自主点検表の点検の仕方は、「いる・いない」（「いない」の方が妥当な場合は「いない・いる」のいず
　れかを選択していただくようになっています。また、自分の施設では行っていないサービスに対する項
　目については、記入する必要はありません。

3　根拠法令・参考資料の名称

自主点検表記入要領

1　自主点検表の対象

　 この点検表は障害者支援施設の事業を行っている社会福祉法人を対象としています。

2　記入方法

　(1) 「点検結果」欄の該当する回答を選択してください。また、「記入欄及び点検のポイント」
　　欄において、必要事項を記入し、点検内容を確認してください。

　(2) 記入欄が不足する場合や、本様式での記入が困難な場合は、適宜、様式等を追加してください。

　 この点検表に記載されている根拠法令・参考資料の略称は次のページのとおりです。

令和６年度　（２０２４年度）版　

指定障害者支援施設　自主点検表

施設名：

所在地：
施設名、所在地

法人名

記入者 職名：

連絡先
（記入者に連絡できる

番号等）

月

自主点検表の作成について

　適切な生活介護、短期入所、施設入所支援（以下、この点検表において「サービス」という。）を提
供するためには、法人・施設が自主的に施設の体制（人員・設備・運営）やサービスについて、法令の
基準や、国・県・市の通知等に適合しているか、その他の不適当な点がないか、常に確認し、必要な改
善措置を講じ、サービスの向上に努めることが大切です。
　そこで、市では、指定障害者支援施設について、法令、関係通知及び国が示した障害者支援施設等指
導監査指針のうちの主眼事項・点検ポイントを基に、自主点検表を作成しました。
　各法人・施設におかれては、法令等の遵守とさらなるサービスの向上の取組に、この自主点検表を活
用し、定期的な点検を実施してください。

令和 年

氏名：

日記入年月日

電話：

ＦＡＸ：

Ｅメール：



人員基準条例（通所）
川口市指定障害福祉サービスの事業所等の人員、設備及び運営に関する基
準を定める条例（平成29年12月26日条例第63号）

文中の略称 名称

厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成18年厚生労働省告示第539号）

〈548〉 厚生労働大臣が定めるもの（平成18年厚生労働省告示第548号）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の
算定に関する基準　（平成18年厚生労働省告示第523号）
（報酬告示及び報酬告示別表）告示別表

〈538〉

この自主点検表の根拠法令の略称

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律
（平成17年法律第123号）（障害者総合支援法）

法

指定居宅介護等の提供に当たるものとして厚生労働大臣が定めるもの
（平成18年厚生労働省告示第538号）

告示

Ｑ＆Ａ 障害福祉サービス等に関するＱ＆Ａ（厚生労働省ホームページに掲載）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の額の
算定に関する基準等の制定に伴う実施上の留意事項について
（平成18年10月31日　障発第1031001号）（報酬告示の留意事項通知）

留意事項通知

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準について
（平成19年障発第0126001号厚生労働省社会・援護局障害福祉部長通知）
（指定基準の解釈通知）

解釈通知

〈539〉

人員基準条例（入所）
川口市指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める
条例（平成29年12月26日条例第64号）

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指
定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準（平18年厚生労働
省令第172号）（指定基準）

省令

労基法 労働基準法（昭和22年法律第49号）



・一般原則として、利用者の人権の擁護、虐待等の防止等
のため、責任者を設置する等必要な体制の整備を行うとと
もに、その従業者に対し研修を実施する等の措置を講ずる
よう努めなければならないとされています。
・研修機関による研修や事業所内の研修への参加の機会を
計画的に確保してください。
・事業所内研修は、できるだけ計画的・定期的に実施して
ください。また、内容を記録することや、参加者の感想・
意見を取るなどしてください。

事故防止 ： 令和 年 月

その他

➡　前年度研修の概要について記載してください。

≪　（研修内容）　　　：　　　（実施時期）　≫

虐待防止 ： 令和 年 月

第46条

いる・いない

いる・いない

➡　運営のための会議について記載してください。

参加者（構成員）：

会議名：

いる・いない ➡　前年度の実施状況：

計 回実施回数：

会議不参加者への周知方法：

○開催回数、内容、進め方、記録等が適当か留意してくだ
さい。
○各種の会議の記録を整備し、全職員に周知してくださ
い。
○開催年月日、出席者、議題、発言要旨、結果等を記録し
てください。
○会議結果は、施設運営や利用者の処遇に活かしてくださ
い。

会議録の有無： あり・なし

開催回数（年）： 回

記　　録： あり・なし

自主点検項目
根拠法令等

【確認資料】
点検結果

１

（１）運営会議

　施設運営のための会議を開
催していますか。

　また、参加できなかった職
員に対して、会議の内容を周
知していますか。

（２）研修機会の確保　＊

　職員に対して研修の機会を
確保し、計画的に実施してい
ますか。

人員基準条例（入
所）

記入欄及び点検のポイント

　事業一般



自主点検項目
根拠法令等

【確認資料】
点検結果 記入欄及び点検のポイント

場所への掲示

□ ⑨支援上の悩み等を従業者が相談できる体制の整備

□ ⑩利用者等に対する苦情解決制度等の活用の周知

□ ⑪その他 （ ）

□ ⑧「権利侵害防止の掲示物」の従業者の見やすい

）

□ ②虐待防止委員会での検討結果の従業者への周知徹底

□ ③虐待防止や人権意識を高めるための従業者への研修

□ ④職員が障害特性に応じた支援が出来るような知識や

技術を獲得するための従業者への研修

□ ⑤虐待防止のチェックリストを活用した従業者による

（

定期的な自己点検（セルフチェック）

□ ⑥「倫理綱領」「行動指針」等の制定と従業者への

周知

□ ⑦「虐待防止マニュアル」の作成と従業者への周知

いる・いない
第58条の2

●取り組んでいるものにチェックを入れてください。

□ ①虐待防止委員会の設置（テレビ電話等の活用可能）

※委員会の議事内容を記載してください。
（例：研修計画策定）

虐待防止担当者：
人員基準条例（入
所）

≪参照≫
・「埼玉県虐待禁止条例」（平成29年埼玉県条例第26号）
　　→　虐待の早期発見、施設設置者による従業者に対する虐待防止等研修の実施 等
・「川口市児童、高齢者及び障害者に対する虐待の防止等に関する条例」
　（平成25年川口市条例第34号）
・「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」
　（平成23年法律第79号）
・｢障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」
　（令和6年7月 厚生労働省　社会・援護局　障害保健福祉部）
・「障害者（児）施設における虐待の防止について」
　（平成17年10月20日厚生労働省　社会・援護局　障害保健福祉部長通知）

　次の基準を満たしていない場合は、減算の対象とな
ります。
１　虐待防止委員会の開催及びその結果の従業者
　への周知
２　従業者に対する研修の実施
３　上記１・２を実施するための担当者の設置

　➡　６０（７）「虐待防止措置未実施減算」参照

　利用者の人権の擁護、虐待
の防止等のため、担当者を設
置する等必要な体制を整備
し、その従業者に対し研修を
実施する等の措置を講じてい
ますか。

（３）虐待防止　＊



自主点検項目
根拠法令等

【確認資料】
点検結果 記入欄及び点検のポイント

第89条、第90条

第46条

労基法

ア　就業規則は、従業者代表
の意見を聴くとともに、理事
会の審議を経て作成し、作
成・変更ごとに所轄労働基準
監督署に届け出ていますか。

・出生時育児休業（産後パパ育休）の創設

○常時１０人以上の労働者を使用している事業場では、労
働基準法第８９条の規定に基づいて、就業規則を作成する
必要があります。特に、始業及び終業の時刻、休憩時間、
休日、休暇、育児時間、育児休業、介護休業、産休、退職
手続、定年等は重要ですので労働関係法令等との整合につ
いて再確認をしてください。
  なお、就業規則は改正のつど労働基準監督署に届け出る
必要があります。

・育児休業の分割取得

上記のほか、①雇用環境の整備などに関する措置を講
ずる義務、②育児休業制度の従業員への周知義務、③
育児休業の取得意向の確認義務が設けられました。

□ 令和３年３月１日改正

・子の看護休暇、介護休暇の１時間単位取得

・看護休暇を取得できる従業員の対象拡大

□ それ以前の改正

➡　直近の就業規則の届出日

年 月 日

➡　改正内容

□ 令和４年４月１日　育児・介護休業法施行規則の改正

・有期雇用の従業員の育児休業の取得要件の緩和

２

　人事管理

（１）　勤務体制の確保

いる・いない

年 月 日

➡　直近の変更の理事会議決日

年 月 日

➡　作成又は変更の日

労働基準監督署の受
付印のある就業規則

➡　従業者代表の意見書

あり・なし

いる・いない 育児・介護休業法

男女雇用機会均等法

イ　関係法令の改正に伴い就
業規則等を改正しています
か。＊

労基法

高齢者雇用安定法

➡　改正済の項目をチェックしてください。

・子の看護休暇、介護休暇の半日単位取得

・マタハラ、パタハラなどの防止措置　　など

ウ　就業規則等は、職員に周
知されていますか。＊

いる・いない 労基法第106条➡　就業規則及び労使協定書等について、職員にどのよう
に周知していますか。

周知方法：

人員基準条例（入
所）



自主点検項目
根拠法令等

【確認資料】
点検結果 記入欄及び点検のポイント

エ　常勤職員を雇用する際に
雇用契約書、採用辞令、雇い
入れ通知書等の文書により労
働条件を明示して交付してい
ますか。＊

有期雇用労働者に対する「更新上限の有無と内容」の
明示

□ 有期雇用労働者に対する「無期転換申込機会」の明示

□ 有期雇用労働者に対する「無期転換後の労働条件」の
明示

オ　非常勤職員等は適切に雇
用していますか。

いる・いない

○職務の内容が通常の労働者と同一の短時間・有期雇用労
働者であって、事業主との雇用関係が終了するまでの全期
間において、その職務の内容及び配置が通常の労働者の変
更の範囲と同一の範囲で変更されると見込まれるものにつ
いては、短時間・有期雇用労働者であることを理由とし
て、賃金の決定、その他の待遇について、差別的取り扱い
をしてはなりません。

第10条

□ ⑥ 退職に関する事項（解雇の事由を含む。）

【令和６年４月１日から新しく追加された明示事項】

□ 全ての労働者に対する「雇い入れ時の就業場所・業務
内容とその変更範囲」の明示

□

○常勤の労働者との均衡を考慮しつつ、その雇用する短時
間・有期雇用労働者の職務の内容、成果、意欲、能力又は
経験等を勘案し、その賃金を決定するように努める必要が
あります。

○短時間・有期雇用労働者の給与等、その他の待遇と通常
の労働者の待遇を相違させる場合は、その待遇の相違は、
職務の内容、配置の変更の範囲、その他の事情を考慮し
て、不合理と認められるものであってはなりません。

○有期労働契約が５年を超えて反復更新された場合は、労
働者の申込みにより、無期労働契約に転換しなければなら
ません。

労働契約法第18条

短時間労働者及び有
期雇用労働者の雇用
管理の改善等に関す
る法律

第8条、第9条、

➡　非常勤又は短時間勤務のことをいい、嘱託医を除きま
す。

□

労働者を二組以上に分けて就業させる場合に
おける就業時転換に関する事項

①　労働契約の期間に関する事項

② 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準

③ 就業場所及び従事すべき業務に関する事項

⑤ 賃金の決定、計算及び支払方法、賃金の締切り及
び支払の時期に関する事項

□ 所定労働時間を超える労働の有無

□ 休憩時間 □ 休日 □ 休暇

□

□

□

④ □ 始業及び終業の時刻

いる・いない 労基法第15条

労基法施行規則

第5条

➡　雇用の際は、常勤・非常勤を問わず労働条件を書面に
より明示することが義務づけられています。

【書面を交付して明示しなければならい労働条件】

（就業規則に記載があるものは、それを提示して説明、交
付すれば、雇用条件通知書等に具体的に記入しなくても
可。）



自主点検項目
根拠法令等

【確認資料】
点検結果 記入欄及び点検のポイント

□ ⑩

所定労働時間を超える労働の有無

⑨

※「３１日以上雇用される見込みがあること」とは
　３１日以上雇用が継続しないことが明確である場合を除
き、この要件に該当します。このため、例えば、次の場合
には、雇用契約期間が３１日未満であっても、原則とし
て、３１日以上の雇用が見込まれるものとして雇用保険が
適用されることとなります。
　・雇用契約に更新する場合がある旨の規定があり、
　　３１日未満での雇止めの明示がないとき
　・雇用契約に更新規定はないが、同様の雇用契約に
　　より雇用された労働者が３１日以上雇用された
　　実績があるとき

ク　６５歳以上の従業者につ
いて、雇用保険被保険者資格
取得届を提出していますか。

いる・いない ○雇用保険の適用拡大（平成２９年１月１日以降）

・６５歳以上の労働者についても「高年齢被保険者」とし
て雇用保険の対象となります。

・令和２年度から６５歳以上の労働者の雇用保険料を徴収
することとなっています。

雇用保険法

第4条

キ　一定の要件に該当する非
常勤職員等については社会保
険等（健康保険、厚生年金保
険、雇用保険）に加入してい
ますか。

いる・いない 厚生年金保険法

第9条、第10条、

第12条

雇用保険法

第4条、第6条

○パート労働者の健康保険及び厚生年金保険資格要件
　１週間の所定労働時間及び１月間の所定労働日数が通常
の勤務者の概ね３／４以上である者。
※平成２９年４月１日以降は１週当たりの労働時間が２０
時間を超えている職員も対象とすることができます。（労
使合意が必要。）

○パート職員等の雇用保険加入基準（平成２２年４月１日
以降）
　１週の労働時間が２０時間以上で３１日以上雇用される
見込みのある者（年収９０万円以上の条件は撤廃され年収
９０万円以下でも加入可能。）

【令和６年４月１日から新しく追加された明示事項】

□ 全ての労働者に対する「雇い入れ時の就業場所・業務
内容とその変更範囲」の明示

□ 有期雇用労働者に対する「更新上限の有無と内容」の
明示

□ 有期雇用労働者に対する「無期転換申込機会」の明示

□

□

有期雇用労働者に対する「無期転換後の労働条件」の
明示

⑦ 昇給の有無

相談窓口

□ ⑥ 退職に関する事項（解雇の事由を含む。）

労基法第15条

労基法施行規則

第5条

短時間労働者及び有
期雇用労働者の雇用
管理の改善等に関す
る法律

第6条第1項

短時間労働者及び有
期雇用労働者の雇用
管理の改善等に関す
る法律施行規則

第2条
□ 休憩時間 □ 休日 □ 休暇

労働者を二組以上に分けて就業させる場合に
おける就業時転換に関する事項

□ ⑤ 賃金の決定、計算及び支払方法、賃金の締切り及
び支払の時期に関する事項

□ 期間の定めのある労働契約を更新する場合の基準

□ ③ 就業場所及び従事すべき業務に関する事項

④ □ 始業及び終業の時刻

□

カ　非常勤職員を雇用する際
に雇用契約書、採用辞令、雇
い入れ通知書等の文書により
労働条件を明示して交付して
いますか。＊

いる・いない ➡　雇用の際は、常勤・非常勤を問わず労働条件を書面に
より明示することが義務づけられています。

【書面を交付して明示しなければならい労働条件】

（就業規則に記載があるものは、それを提示して説明、交
付すれば、雇用条件通知書等に具体的に記入しなくても
可。）

□ ⑧ 退職手当の有無

□ 賞与の有無

□ 労働契約の期間に関する事項①　

②



自主点検項目
根拠法令等

【確認資料】
点検結果 記入欄及び点検のポイント

（２）　従業者等の秘密保持
＊

➡　就業規則：（休憩時間）

把握の方法：

その他

□ １年単位の変形労働時間制

起算日： 日

※労働時間の把握の方法は、タイムカードによる記録等の
客観的な方法や使用者による現認が原則となります。

○使用者は、労働時間の状況の記録を作成し３年間保存し
なければなりません。

労働時間の適正な把
握のために使用者が
講ずべき措置に関す
るガイドライン（平
成29年1月20日基発
0120第3号）

労働安全衛生法

第66条の8の3

エ　始業・終業時刻を適正に
記録していますか。

いる・いない
○勤務時間は、業務の引継・申し送り等に要する時間も考
慮して設定してください。

○２０１９年４月から、労働時間の把握が義務化されまし
た。

労基法第32条➡　１週当たりの労働時間及び休日数を記入してください。

時間 休日数：週労働時間： 日

○１年単位の変形労働時間制には「１日１０時間、週５２
時間以内」の制限があります。夜勤等で暦日をまたいだ勤
務も始業時間の属する日の１日の労働時間として取り扱い
ます。

労基法第34条ウ　休憩時間を就業規則にお
いて適正に定めていますか。

いる・いない 分／日

○労働時間が６時間を超える場合においては少なくとも４
５分、８時間を超える場合においては少なくとも１時間の
休憩時間を労働時間の途中に与えなければなりません。

（ ）

労基法第32条の2

労基法第32条の4

○１月単位の変形労働時間制を採用する場合は就業規則の
定め又は労使協定が必要です。

○１年単位の変形労働時間制を採用する場合は労使協定と
労働基準監督署への届出が必要です。

【協定書】

届出日： 月 日令和 年

□

月

□ １年単位の変形労働時間制に係る労使協定の労働基準
監督署への届出

イ　変形労働時間制を採用し
ていますか。

いる・いない
➡　「いる」場合、□にチェックし、必要事項を
　　記入してください。

□ １か月単位の変形労働時間制（４週間を含む）

起算日： 毎月 日

（３）　勤務時間　＊

いる・いない

　従業者及び管理者（退職後
を含む）が正当な理由なく、
業務上知り得た秘密（個人情
報や利用者等の秘密）を外部
に漏らさないよう、必要な措
置を講じていますか。

ア　労働時間が週４０時間以
内となっていますか。

いる・いない ○職員が退職後に個人情報や利用者等の秘密を外部に漏ら
さないよう、就業規則で誓約書を徴する定めをしている等
で、職員に対し秘密保持に関する義務を定めていることが
必要になります。

人員基準条例（入
所）

第53条



自主点検項目
根拠法令等

【確認資料】
点検結果 記入欄及び点検のポイント

・１夜勤あたり換算労働時間：

分

（ 時間 分 ）

時間 分

・休憩時間：
時 分 ～ 時

分・夜勤時間：

（ 時間 分 ）

時 ～ 時

人 ）

➡　夜間勤務時間（拘束時間）等

分

オ　夜間勤務者は、配置基準
に基づく必要な人員を配置し
ていますか。

いる・いない ➡　利用定員（短期入所を含む）： 人

人➡　夜間勤務者数：

（ 夜勤： 人 ・ 宿直：

○午後１０時から翌日５時までの間の勤務を深夜労働とい
います。

労基法第37条

カ　宿直者を配置しています
か。

いる・いな
い・非該当

➡　「いる」場合、管理宿直形態にチェックし概要を記載
して下さい。

□ 職員宿直 □ 賃金雇用職員 □ 業務委託

・事務職員勤務時間：

時 分 ～ 時 分

・実際管理宿直時間：

時 分 ～ 時 分

キ　宿直勤務について、所轄
労働基準監督署の許可を受け
ていますか。

いる・いな
い・非該当

➡　「いる」場合、宿直許可条件等を記載して下さい。 社会福祉施設におけ
る防火安全対策の強
化について（昭和62
年9月18日社施第107
号）

・許可年月日

年 月 日

・許可時間

時 分 ～ 時 分

・許可手当額

円／回

・許可回数

回／週・月

○労働基準監督署の許可を受けた場合、深夜労働の適用を
受けない宿直勤務を選択することができます。

○この場合、宿直手当は賃金の1日平均額の３分の１を下
らないものでなければなりません。



自主点検項目
根拠法令等

【確認資料】
点検結果 記入欄及び点検のポイント

（４）　労使協定　＊

ア　第３６条に関する労使協
定（時間外・休日労働）を締
結し、所轄労働基準監督署に
届け出ていますか。

いる・いない

労基法第36条

昭和63年1月1日労働
基準局長通達第1号

➡　直近の協定

・協定成立年月日

令和 年 月 日

【協定書、労働基準
監督署の受付印のあ
る届出書】
※直近のもの

・届出年月日

令和 年 月 日

・協定期間

令和 年 月 日

令和 年 月 日

～

○給食費、親睦会費、共済会掛金、財形貯蓄等の法定外控
除を行うためには、労使協定が必要です。

○協定の有効期間は１年が一般的ですが、自動更新の規定
を定めることも可能です。

※２４条協定については、労働基準監督署への提出は不要
です。

（５）　時間外労働の管理　＊

いる・いない ○時間外命令簿を整備、管理してください。 【時間外命令簿】

【タイムカード】

いる・いない
イ　時間外労働の割増率は適
正ですか。

ア　時間外手当を適正に支給
していますか。

➡　支給している割増率を記載してください。

・時間外労働

○３６条協定は、所轄労働基準監督署への届出が効力発
生要件とされています。

そのため、届出を協定期間の開始日よりも早い期日に
届け出てください。

イ　第２４条に基づく協定
（給与からの法定外控除）を
締結していますか。
　また、締結している場合
は、控除項目を漏れなく協定
していますか。

いる・いない 労基法第24条

【協定書】

・協定成立年月日

年 月 日

・協定内容（控除しているもの）

％

％

％

％

％

・深夜時間外

・深夜労働（※）

・休日時間外

・休日深夜時間外

※深夜労働時間：午後１０時～翌日午前５時

（

（

（

（

（

）

）

）

）

）

○労働基準法の最低基準は以下のとおりです。

①　

②

③

④

⑤

時間外（２５％以上）

深夜時間外（５０％以上）

深夜労働（２５％以上）

法定休日時間外（３５％以上）

法定休日深夜時間外（６０％以上）



自主点検項目
根拠法令等

【確認資料】
点検結果 記入欄及び点検のポイント

（６）　給与規程の作成・運用
　　　状況

ア　給与規程は、従業者代表
の意見を聴くとともに、理事
会等の審議を経て作成し、制
定・変更ごとに所轄労働基準
監督署長に届け出ています
か。

いる・いない 労基法

第89条、第90条

○給与規程は、就業規則の一部を成しています。ひとつの
事業場で常時１０人以上の労働者を使用する場合は、就業
規則（給与に関する規定）を定め、所轄労働基準監督署に
届け出る必要があります。

➡　直近の変更の理事会議決日

年 月 日

➡　作成又は変更の日

年 月 日

➡　直近の就業規則の届出日

年 月 日

➡　従業者代表の意見書

あり・なし

➡　改正内容

あり・なし

労働基準監督署の受
付印のある就業規則

イ　給与は、給与規程に基づ
き適正に支給していますか。
＊

いる・いない ・給料表：

・給与格付（基準）表：

・初任給格付（基準）表：

・前歴換算（基準）表：

あり・なし

あり・なし

あり・なし

あり・なし

○従業者の勤務実態と出勤簿、給与台帳、源泉徴収票、退
職金積立加入者名簿等関係帳簿は一致することが必要で
す。

【給与（賃金）規
程】

【給与（賃金）台
帳】

）

○支給する諸手当は、給与規程に明確（支給対象、金額
等）に定められていることが必要です。

エ　退職手当を支給していま
すか。　＊

いる・いない

・通　　勤　　手　　当　：

・扶　　養　　手　　当　：

・住　　居　　手　　当　：

・夜　　勤　　手　　当　：

・管　理　職　手　当　　：

・特 殊 業 務 手 当　 　：

・期末、勤勉手当（賞与）：

・そ　の　他　手　当　　：

（

イ　諸手当は、給与規程に基
づき、適正に支出しています
か。＊

いる・いない ➡　支給手当の内容

あり・なし

あり・なし

あり・なし

あり・なし

あり・なし

あり・なし



自主点検項目
根拠法令等

【確認資料】
点検結果 記入欄及び点検のポイント

ア　年次有給休暇を適正に付
与していますか。

いる・いない 労基法第39条

イ　年次有給休暇管理簿を作
成していますか。

いる・いない 労基法施行規則

第24条の7

○労働者ごとに年次有給休暇簿を作成し、３年間保存しな
ければなりません。

※管理者は毎月確認していますか。

□ 対象職員すべてが年５日以上年次有給休暇を取得して
いる。

➡　「いない」場合の理由を記載してください。

※非常勤職員についても作成していますか。

ウ　年次有給休暇の繰越を適
正に行っていますか。

いる・いない ○年次有給休暇は、労基法第１１５条の規定により、２年
の請求権が認められるため１年以内に取らなかった年次有
給休暇は繰越す必要があります。

➡　年次有給休暇の繰越について、繰越日数の確認と職員
への周知方法を記載して下さい。

エ　取得時季を指定して年次
有給休暇を年５日以上取得さ
せていますか。

いる・いない ○法定の年次有給休暇付与日数が１０日以上の全ての労働
者（管理監督者を含む）に、年次有休休暇を最低でも年５
日取得させることが義務化されました。

➡　「いる」場合、該当項目にチェックしてください。

□ 年次有給休暇取得のため、労働者の意思を尊重して時
季指定を行っている。

（７）　休暇　＊

労基法第115条

労基法第39条

週以外の期間で労働日数を定めた場合

週所定
労働時間

週所定
労働日数

1年間の所定労働日数 6か月
1年

6か月
2年

6か月
3年

6か月
4年

6か月
5年

6か月
6年

6か月以上

30時間以上

５日以上 ２１７日以上

４日 169～216日 7日 8日 9日 10日 12日 13日 15日

30時間未満 ３日 121～168日 5日 6日 6日 8日 9日 10日 11日

２日 73～120日 3日 4日 4日 5日 6日 6日 7日

１日 48～72日 1日 2日 2日 2日 3日 3日 3日

18日 20日

短時間労働者の所定労働時間・日数 雇入れの日から起算した継続期間の
区分に応ずる年次有給休暇の日数

週所定労働時間が決まっている場合

10日 11日 12日 14日 16日



自主点検項目
根拠法令等
【確認資料】

点検結果 記入欄及び点検のポイント

イ　所轄労働基準監督署に届
け出ていますか。

➡　届出日

令和 年 月 日

（８）　従業者の健康管理　＊

Ａ：従業者数が常時５０人以上
の施設

（５０人未満の施設はＢへ） 注：「常時５０人以上」には非常勤職員も含まれます。

ア　衛生管理者及び産業医を
選任していますか。

いる・いない ➡　「いる」場合

・衛生管理者
職名：

氏名：

➡　前年度の開催状況（月１回以上）

・開催回数： 回

・会議録　： あり・なし

○衛生委員の構成について
　奇数の人数での構成がよいとされています。イとウは同
数としてください。

ア　議長となる委員１人（法人が、統括安全衛生委員
　　（いない場合は事業場の最高責任者又はこれに準
　　ずるもの）を指名）
イ　ア以外に法人が指名する委員（衛生管理者及び産
　　業医を含める。）
ウ　労働組合又は労働者代表が推薦した委員

エ　産業医は出席しています
か。

いる・いない 労働安全衛生規則

第15条

○産業医は月に１回以上（衛生管理者による巡視の結果等
の情報提供を毎月受けている場合は２月に１回以上）作業
場等を巡視する必要があります。

・産業医 氏名：

労働安全衛生法

第18条

労働安全衛生規則

第7条、第11条、

第12条、第13条

○常時５０人以上の職員を使用する事業場においては、衛
生管理者及び産業医の選任が必要です。
　また、衛生管理者は、衛生委員会を開催するなど、衛生
に係る技術的事項を管理します。

衛生管理者資格要件
１　衛生工学衛生管理者免許
２　第一種衛生管理者免許
３　第二種衛生管理者免許
４　医師または歯科医師
５　労働衛生コンサルタント
６　その他厚生労働大臣が定める者

いる・いない 労働安全衛生規則

第52条

ウ　衛生委員会を開催してい
ますか。

いる・いない 労働安全衛生法

第18条

オ　ストレスチェックを実施
していますか。

いる・いない 労働安全衛生法

第66条の10

労働安全衛生規則

第52条の9

➡　ストレスチェック実施年月日（直近の実施日）

○年１回以上の医師又は保健師等による従業者に対するス
トレスチェックの実施が必要です。

令和 年 月 日

労働安全衛生規則

労働安全衛生規則

第22条、第23条

いる・いない ➡　報告日

令和 年 月 日

カ　ストレスチェックと面談
指導結果について所轄労働基
準監督署に報告しています
か。

第52条の21



自主点検項目
根拠法令等
【確認資料】

点検結果 記入欄及び点検のポイント

キ　従業者の雇用時の健康診
断を実施していますか。

いる・いない 労働安全衛生規則

第43条

名前年度採用者：

今年度採用者： 名

○従業者の雇入時の健康診断は、入職前３カ月以内又は入
職後１か月以内に実施してください。

ク　従業者の定期健康診断を
１年に１回以上実施していま
すか。

➡　健康診断実施状況を記載して下さい。いる・いない

令和 年 月 日

【健康診断書】

ケ　夜間勤務者は健康診断を
６か月に１回以上実施してい
ますか。

いる・いない ➡　健康診断実施状況を記載して下さい。

令和 年 月 日

令和 年 月 日

コ　定期健康診断の結果を所
轄労働基準監督署に報告して
いますか。

いる・いない ➡　「いる」場合の報告日

令和 年 月 日

□

該当する資格要件にチェックしてください

労働基準局長が定める講習修了者

□ 安全衛生に関する実務経験者

□ その他 （ ）

【資格要件】
①大学又は高専卒業後に１年以上安全衛生の実務（衛生推
進者にあっては衛生の実務。以下同じ）に従事した者
②高等学校又は中等教育学校卒業後に３年以上安全衛生の
実務に従事した者
③５年以上安全衛生の実務に従事した者
④労働基準局長が定める講習を修了した者
（安全衛生推進者養成講習・衛生推進者養成講習）
⑤労働基準局長が上記①から④と同等以上の能力を有する
と認めるもの（安全管理者及び衛生管理者・労働安全コン
サルタント・労働衛生コンサルタントの資格を有する者
等）

労働安全衛生規則

第52条

サ　非常勤職員等について
も、定期健康診断をもれなく
実施していますか。

いる・いない ○短時間労働者の健康診断は、同種の業務に従事する通常
の労働者の週間の所定労働時間数の４分の３以上の者が対
象ですが、２分の１以上である者に対しても一般健康診断
を実施することが望ましいとされています。

短時間労働者の雇用管理の
改善等に関する法律の一部
を改正する法律の施行につ
いて（平成19.10.1基発第
1001016号他厚生労働省労
働基準局長他通知）

Ｂ：従業者数が常時１０人以上
５０人未満の施設

ア　衛生推進者を選任してい
ますか。

いる・いない

注：「常時１０人以上」には非常勤職員も含まれます。

➡　「いる」場合

・衛生推進者
職名：

氏名：

労働安全衛生法

第12条の2

イ　従業者の雇用時の健康診
断を実施していますか。

いる・いない 前年度採用者： 名 労働安全衛生規則

第43条
今年度採用者： 名

○従業者の雇入時の健康診断は、入職前３カ月以内又は入
職後１か月以内に実施してください。

ウ　従業者の定期健康診断を
１年に１回以上実施していま
すか。

いる・いない ➡　健康診断実施状況を記載して下さい。 【健康診断書】

令和 年 月 日



自主点検項目
根拠法令等
【確認資料】

点検結果 記入欄及び点検のポイント

日

オ　非常勤職員等について
も、定期健康診断をもれなく
実施していますか。

いる・いない ○短時間労働者の健康診断は、同種の業務に従事する通常
の労働者の週間の所定労働時間数の４分の３以上の者が対
象ですが、２分の１以上である者に対しても一般健康診断
を実施することが望ましいとされています。

３

　施設管理

（１）整備の状況　＊

ア　施設、設備、居室等は、
開設許可後に増改築や用途変
更を行っていますか。

いる・いない
➡　「いる」場合、直近の増改築又は用途変更の概要を記
入してください。

年 月 日実施時期：

エ　夜間勤務者は健康診断を
６か月に１回以上実施してい
ますか。

いる・いない ➡　健康診断の実施状況を記載して下さい。

令和 年 月 日

令和 年 月

増改築のの内容：

イ　施設の用途を変更した場
合、市に届出をしています
か。

いる・いな
い・変更なし

➡　「いる」場合、直近の届出時期を記入してください。

届出時期： 年 月 日

○増改築又は用途変更を行う場合には、必ず、市（障害福
祉課）に相談してください。

人員基準条例（入
所）

第46条

短時間労働者の雇用管理の
改善等に関する法律の一部
を改正する法律の施行につ
いて（平成19.10.1基発第
1001016号他厚生労働省労
働基準局長他通知）

（９）適切な職場環境の維持
（ハラスメント対策）　＊

＜ハラスメント対策として取組例＞

・事業者としての基本方針の決定
・基本方針の職員、利用者及び家族等への周知
・マニュアル等の作成、共有
・報告、相談しやすい窓口の設置

　適切なサービスの提供を確
保する観点から、職場におい
て行われる性的な言動又は優
越的な関係を背景とした言動
であって業務上必要かつ相当
な範囲を超えたものにより従
業者の就業環境が害されるこ
とを阻止するための方針の明
確化等の必要な措置を講じて
いますか。

いる・いない
省令第42条第4項

　令和４年４月１日から職場におけるハラスメント防止対
策が強化され、パワーハラスメント防止措置が事業主の義
務となりました。

労働施策総合推進法

第30条の2第1項、

第2項、第30条の3
○職場におけるパワーハラスメントの防止のために講ずべ
き措置 第2項、第3項

・事業主の方針等の明確化及びその周知・啓発
・相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
・職場におけるパワーハラスメントに係る事後の迅速かつ
適切な対応
・その他、併せて講ずべき措置

〇事業主に相談等をした労働者に対する不利益取扱いの禁
止



自主点検項目
根拠法令等
【確認資料】

点検結果 記入欄及び点検のポイント

・面積は定員１人あたり３．３㎡以上。
・訓練・作業に必要な機械器具等を備えてください。

・居室の定員は４人以下。
・利用者１人当たりの床面積（収納設備を除く）
　９．９㎡以上。
・地階には設けられません。
・寝台又はこれに代わる設備を備えてください。
・１以上の出入り口は避難上有効な空き地、廊下
　又は広間に直接面して設けてください。
・必要に応じて利用者の身の回り品を保管する
　ことができる設備を備えてください。
・ブザー又はこれに代わる設備を設けてください。

・食事の提供に支障がない広さを有し、必要な
　備品を備えてください。

・利用者の特性に応じたものとしてください。

・居室のある階ごとに設けてください。
・利用者の特性に応じたものとしてください。

・談話の漏えいを防ぐための間仕切りを設けて
　ください。

・１．５ｍ以上、中廊下幅１．８ｍ以上。
・廊下の一部の幅を拡張することにより、利用者、
　従業者等の円滑な往来に支障がないようにして
　ください。

・寝台又はこれに代わる設備を備えてください。

・居室の定員は４人以下。
・利用者１人当たりの床面積（収納設備を除く）
　８㎡以上。
・地階には設けられません。
・寝台又はこれに代わる設備を備えてください。
・ブザー又はこれに代わる設備を設けてください。

・食事の提供に支障がない広さを有し、必要な
　備品を備えてください。

・利用者の特性に応じたものとしてください。

・居室のある階ごとに設けてください。
・利用者の特性に応じたものとしてください。

・支援に支障がない場合は相談室と兼用可能です。

・治療に必要な機械器具等を備えてください。
・必要な設備・機械器具を備える場合は静養室と
　兼用可能です。

□ ⑦ 廊下幅

□ ⑧ 静養室

□ ⑨ 多目的室

（生活介護を行う場合）

□ ⑩ 医務室

【短期入所】

□ ① 居室

省令第6条

□ ③ 食堂

□ ④ 浴室

いる・いない

□ ⑤ 洗面所・便所

□ ⑥ 相談室

（２）設備　＊

ア　施設には、右の各項目及
びその他の運営に必要な設備
を設けていますか。
　また、サービスごとに専用
となっていますか。（支援に
支障がない場合は、この限り
ではない。）

サービスごとに専用となっているものに、チェックして
ください。

【障害者支援施設】

□ ①　訓練・作業室

□ ② 居室

□ ② 食堂

□ ③ 浴室

□ ④ 洗面所・便所

第101条

第8条

第82条

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（通
所）

人員基準条例（通
所）



自主点検項目
根拠法令等
【確認資料】

点検結果 記入欄及び点検のポイント

（３）衛生管理等

ア　利用者の使用する設備及
び飲料水について、衛生的な
管理に努め、又は衛生上必要
な措置を講じていますか。
＊
　また、健康管理等に必要と
なる機械器具等の管理を適正
に行っていますか。　＊

いる・いない

いる・いない

いる・いない
イ　医薬品、衛生材料、治療
器具等の管理を適切に行って
いますか。

ウ　預かり薬は、誤薬等の事
故防止を考慮し、安全が図ら
れる箇所・方法にて管理して
いますか。

　また、利用者から預かり依
頼書等により、同意を得た上
で、受領日、受領数量、使用
日、使用数量等の記録を作成
し管理していますか。

いる・いな
い・非該当

いる・いな
い・非該当

　配薬（与薬）マニュアルは
ありますか。

ある・ない・
非該当

名

・ポータブルトイレ

・車椅子 台 利用者

台 利用者 名

名

イ　便所・廊下は、利用者が
安全・快適に生活できるだけ
の広さがあり、施設の構造や
設備が、利用者の特性に応じ
たものとなっていますか。

いる・いない ・便所、廊下、ベット間、ドアの幅、食堂のイス、テーブ
ルの間の広さは十分にありますか。
・ベランダへの出入口、玄関、廊下等は安全で障害に配慮
していますか。
・車椅子、歩行補助杖等の使用に際して利便性が配慮され
ていますか。
・危険のない建築構造、滑りにくい床材、ゆるやかなス
ロープや階段、手すりの設置等の配慮はありますか。
・出入口等のスロープの傾斜度は安全ですか。

いる・いない
ウ　施設・設備の管理に当
たっては、日照、採光、換気
等利用者の保健衛生に配慮し
ていますか。

・便所、訓練・作業室等の清掃は日常的にきちんと行われ
ていますか。
・施設内の消毒や害虫駆除は適切に行われていますか。
・委託の場合は、衛生管理マニュアル、仕様書は整備され
ていますか。
・便所、訓練・作業室等の室温、湿度を適正に保っていま
すか。
・建物の明るさは十分ですか、日光の入らない場所への配
慮は適切ですか。

・施設内の臭気の除去は適切な方法で行われていますか。
（例）換気装置、清潔の工夫努力、脱臭剤や脱臭装置の使
用　等

あり・なし➡　臭気対策

いる・いない
エ　利用者の障害の種類や程
度等に応じて必要となる車椅
子や歩行器等は、確保されて
いますか。

➡　備品の保有状況

・歩行器 台 利用者

第49条

人員基準条例（入
所）



自主点検項目
根拠法令等
【確認資料】

点検結果 記入欄及び点検のポイント

令和

令和

イ　入浴設備の衛生管理は適
切に行われていますか。

いる・いな
い・非該当

➡　別紙３（入浴設備の衛生管理）を作成し、自主点検表
と一緒に提出してください。

レジオネラ症を予防
するために必要な措
置に関する技術上の
指針（平成15年7月
25日告示第264号

埼玉県公衆浴場法施
行条例及び旅館業法
施行条例

平成15年7月25日社
援基第0725001号社
会福祉施設等におけ
るレジオネラ症防止
対策の徹底について

高齢者介護施設にお
ける感染対策マニュ
アル（平成25年3
月）

水道法第34条ほか

　ある場合、受水槽の清掃を
行っていますか。

いる・いない ➡　直近の受水槽等の清掃日

年 月 日

（４）給水設備、入浴設備及び
昇降機設備の管理　＊

ア　給水設備がありますか。
ある・ない

訓練（シミュレーション）の実施（年２回以上）
上記の取組は、令和６年４月１日から義務化されてい
ます。

指針の整備

➡　受水槽の容量

㎥ ㎥・全容量： ・有効容量：

平成15年厚生労働省
告示第262号

○受水槽の有効容量が１０㎥以下のものは、小規模貯水槽
水道として、市町村の条例・要領による規制・指導の対象
となる場合があります。

➡　直近の受水槽等の法定等検査日

年

○受水槽の有効容量が１０㎥を超えるものは、簡易専用水
道として、管理する必要があります。

○簡易専用水道の設置者は、保守点検業者による保守点
検、清掃とは別に厚生労働大臣の登録を受けた者による法
定検査が必要です、検査依頼の際は、必ず登録を受けた者
かどうか確認してください。

月

エ　感染症又は食中毒の発生
防止、まん延防止に必要な措
置を講じていますか。　＊

いる・いない

➡　実際に取り組んでいるものにチェックしてください。

□ 感染症対策委員会の開催（おおむね３か月に１回以
上）

□

日

※感染症対策委員会は、テレビ電話装置等の活用が可能で
す。

＜解釈通知　第四の3⒇＞
○感染症又は食中毒の発生及びまん延を防止するため
の措置等について、必要に応じて保健所の助言、指導
を求めるとともに、常に密接な連携を保つこと。
○特にインフルエンザ対策、腸管出血性大腸菌感染症
対策、レジオネラ症対策等については、その発生及び
まん延を防止するための措置について、別途通知等が
発出されているので、これに基づき、適切な措置を講
じること。
○空調設備等により事業所内の適温の確保に努めるこ
と。

感染症対策委員会の結果の従業者への周知徹底

□

□ 研修の実施（年２回以上、新規採用時には必ず実施）

□



自主点検項目
根拠法令等
【確認資料】

点検結果 記入欄及び点検のポイント

令和

令和

令和

令和

令和

➡　施設で想定される災害を記載して下さい。

ウ　非常災害対策計画には、
必要な項目が盛り込まれてい
ますか。

いる・いない ➡　盛り込まれている項目にチェックしてください。

□ 施設の立地条件（地形等）

□ 災害に関する情報の入手方法（「避難準備情報」等の
情報の入手方法の確認等）

□ 災害時の連絡先及び通信手段の確認（自治体、家族、
職員等）

□ 避難場所（市が設置する避難場所、施設内の安全ス
ペース（地震と水害では避難場所が変わることもあ
り））

□ 避難を開始する時期、判断基準（「避難準備情報（警
戒レベル３）発令時」）等

□
避難経路（避難場所までのルート（複数）所要時間
等）

□ 避難方法（利用者ごとの避難方法（徒歩等））

□ 災害時の人員体制、指揮系統（災害時の参集方法、役
割分担、避難に必要な職員数等）

□ 食料及び防災資機材等の備蓄（一覧表化）

イ　想定される災害に応じた
非常災害対策計画を策定して
いますか。

いる・いない

➡　訓練実施報告日：

年 月 日

➡「いる」と回答した場合、以下の日付を記載して下さ
い。

○施設の立地条件に応じ、風水害（浸水等）、地震、土砂
災害（がけ崩れ、地すべり等）に対応した非常災害対策計
画を策定してください。

○洪水ハザードマップを確認し、必要に応じて浸水等風水
害時の対応ができる体制を整備してください。

○「土砂災害警戒区域」、「地すべり危険個所」等土砂災
害が懸念される区域に当たっている場合は、連絡・避難体
制について市と十分な調整を行ってください。

（５）非常災害、危険防止対策
＊

ア　水防法又は土砂災害防止
法における要配慮者利用施設
に該当していますか。

いる・いない

➡　避難確保計画作成日：

年 月 日

➡　計画の市への報告日：

年 月

年 月 日

➡　計画に基づく訓練実施日：

日

水防法第15条の3

土砂災害警戒区域等
における土砂災害防
止対策の推進に関す
る法律第8条の2

ウ　昇降機設備について、専
門業者による定期的な点検を
受けていますか。

いる・いな
い・非該当

○昇降機には、小荷物専用昇降機等も含まれます。

➡　点検日：

年 月 日

➡　直近の届出日：

年 月 日

○「昇降機の適切な維持管理に関する指針」に基づき適切
な維持管理に努めてください。

日

平成28年2月19日国
住指第3984号通知

令和

令和 年 月

第48条

人員基準条例（入
所）



自主点検項目
根拠法令等
【確認資料】

点検結果 記入欄及び点検のポイント

消防法施行令

第3条

平12老企43第4の24

いる・いない ➡　直近の届（変更）日

年 月 日

消防法第8条

○防火管理者は、消防計画を作成し消防署へ届け出てくだ
さい。

○防火管理者は、職場における防火管理業務全般について
強い権限が与えられています。

ケ　消防法施行規則第３条に
規定する「消防計画」を作成
し消防署に届出しています
か。

ク　防火管理者を選任し、所
轄の消防署に届け出ています
か。また、異動等で防火管理
者が欠けた場合は、直ちに選
任し、届け出ていますか。

月 日

常備薬 ： 日分

カ　災害時の物資の備蓄に努
めていますか。

いる・いない

□ ③

日分飲料水 ：

○自衛消防組織、地域消防組織との協力体制や近隣住民と
の協力体制等を確保することが重要です。そのためには、
日頃から地域との交流を図り、施設や入所者の実態を理解
してもらう取組みが重要です。

➡　管理担当者職・氏名

職名：

氏名：

キ　非常時の際の地域の協力
協定の締結又は協力体制の確
保に努めていますか。

いる・いない ➡　取り組んでいるものにチェックしてください。

□

地域行事へ参加する等協力関係を醸成

➡　備蓄している物資にチェックしてください。

□ ①　非常用食料 日分：

□

避難情報に関するガ
イドライン　内閣府
（防災担当）（令和
3年5月）

エ　非常災害対策計画等を従
業者に周知していますか。

いる・いない ➡　周知方法

○避難場所の確保、避難方法等マニュアルなどで周知徹底
してください。

オ　非常時における連絡・避
難体制を確保していますか。

いる・いない ○災害の種類や状況に応じて、例えば、風水害の場合、
「高齢者等避難（警戒レベル３）」、「避難指示（警戒レ
ベル４）」等の緊急度合に応じた複数の避難先を確保して
ください。

②

□ ④ 介護用品（おむつ等） ： 日分

□ ⑤ 照明器具

□ ⑥ 熱源

□ ⑦ 移送用具（担架、ストレッチャー）

地域と協力協定を締結

□ 防災訓練参加等による協力体制を確保

□

□ その他

いる・いない ➡　防火管理者

職名：

氏名：

➡　防火管理者の届出年月日

年



自主点検項目
根拠法令等
【確認資料】

点検結果 記入欄及び点検のポイント

いる・いない
　また、参加できなかった従
業者に情報を共有しています
か。

・避難訓練： 回 ・消火訓練： 回

・通報訓練： 回

（うち夜間（想定）実施回数： 回）

➡　実施計画・報告の消防署への届出回数（昨年度）

○実施記録は、訓練の都度整備するとともに従業者に周知
することが大切です。特に、夜勤専門の従業者がいる場合
は、夜間又は夜間想定の訓練の際に可能な限り参加させ、
他の従業者との役割分担を明確にする必要があります。

○入所施設は、年１回以上は、夜間又は夜間を想定した訓
練を実施してください。

○通報訓練は、消防計画に定めた回数を実施してくださ
い。

日

第3条第10号

令和

令和

令和

➡　直近２回の点検年月日及び届出年月日を記載して下さ
い。

年

あり・なし異常：

【消防署の受付印の
ある消防用設備点検
結果】※直近のもの

月 日点検日①：

いる・いない

点検日②： 年 月

あり・なし

届出日： 年 月 日

○消防用設備は、専門業者の点検が年２回必要です。
　また、総合点検時に消防署への届出が必要です。（届出
書の控を保存してください。）

○点検後の結果については、施設長まで供覧することが必
要です。特に要補修箇所等がある場合には、速やかに必要
な補修等を行ってください。

コ　カーテン、じゅうたん等
は、防炎性能を有するものを
使用していますか。

いる・いない ○老人福祉施設、児童福祉施設、障害者施設などでは、消
防法第８条の３で一定の防炎性能を有する物品（カーテ
ン、じゅうたん等）の使用が義務付けられています。

消防法施行規則

いる・いない

消防法第8条の3

消防法施行令

別表第1

サ　スプリンクラーヘッド直
下又は周囲には空間を確保し
ていますか。

　このほか、布団、毛布等の寝具類も防炎性能を有するも
の使用するよう努めてください。なお、寝衣類について
も、できるだけ防炎性能を有するものを使用することが望
ましいとされています。

○避難訓練と消火訓練は、消防署に訓練実施計画を届出の
上、それぞれ年２回以上実施してください。

いる・いな
い・非該当

○標準型ヘッドの場合、直下４５ｃｍ、水平３０ｃｍ以上
空間を確保してください。

異常：

○エレクトリックパイプシャフト（ＥＰＳ）、使用してい
ない浴室など、スプリンクラーの設備がない空間に書類や
備品等を保管するなど倉庫代わりに使用しないでくださ
い。

消防法施行規則

第13条の2、第13条
の3

（６）避難、消火訓練の実施
＊

ア　避難、消火訓練適切に実
施していますか。

➡　避難、消火訓練の実施回数（前年度の訓練内訳）

イ　訓練の実施記録は、訓練
時の利用者の様子や従業者の
反省点などを含めて記録して
いますか。

（７）消防用設備の点検等　＊

ア　消防用設備については、
専門業者による定期的な点検
を行い、届出していますか。

いる・いない

第48条

回

人員基準条例（入
所）



自主点検項目
根拠法令等
【確認資料】

点検結果 記入欄及び点検のポイント

令和

令和

令和

○宿直者や夜間勤務者が夜間等における災害発生時に的確
に対応できるよう、受信機等は適切な場所に設置してくだ
さい。

令和

業務継続計画発動基準、対応体制等

□ 他施設及び地域との連携

令和

　また、消防機関へ通報する
火災報知設備は、自動火災報
知設備と連動して起動してい
ますか。

　また、業務継続計画には、
必要な項目が盛り込まれてい
ますか。

イ　非常通報装置（ホットラ
イン）、自動火災報知設備、
警報設備等の受信機等を宿直
室など適切な場所に設置して
いますか。

【非常災害に係る業務継続計画】

第三の2(39)

年 月 日

いる・いない ○研修は、感染症に及び災害に係る業務継続計画の具体的
な内容を職員間で共有するとともに、平常時の対応の必要
性や、緊急時の対応に係る理解の励行を行うものにしてく
ださい。

いる・いない

緊急時の対応

いる・いない

解釈通知

➡　業務継続計画に盛り込まれている項目にチェックして
ください。

□ 感染拡大防止体制の確立

保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情
報共有等

消防法施行規則

第25条

➡　「いる」と回答した場合、設備等の設置場所を記載し
てください。

設置場所：

○自力避難が困難な者が入所する社会福祉施設に設置する
消防機関へ通報する火災通報設備は、自動火災報知設備の
感知器の作動と連動して起動しなければなりません。

４

　業務管理

（１）業務継続計画　＊

ア　感染症や非常災害発生時
にサービスを継続的に実施す
るため、及び非常時の体制で
早期の業務の再開を図るため
業務継続計画を策定していま
すか。

いる・いない

➡　業務継続計画作成日

年 月 日

○業務継続計画は、定期的に見直しを行い、必要に応じて
変更してください。

※災害の業務継続に係る訓練は、非常災害対策に係る訓練
と一体的に実施することも差し支えありません。

※感染症の業務継続に係る訓練は、感染症の予防及びまん
延の防止のための訓練と一体的に実施することも差し支え
ありません。

イ　従業者に対し、業務継続
計画について周知するととも
に、必要な研修を定期的に実
施していますか。

○研修は、定期的（年２回以上）に開催するとともに、新
規採用時には別に研修を実施してください。

研修開催日： 年 月 日

第46条の2

第33条の2準用

ウ　従業者に対し、業務継続
計画に基づき、迅速に行動で
きるよう訓練を定期的に実施
していますか。

いる・いない ○訓練（シミュレーション）は、感染症及び災害が発生し
た場合において迅速に行動できるよう、業務継続計画に基
づき、施設内の役割分担の確認、感染症や災害が発生した
場合に実践するケアの演習等を実施してください。

○訓練は、定期的（年２回以上）実施してください。

訓練実施日： 年 月 日

年 月 日

□ 平時の対応

建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフライン
が停止した場合の対策、必需品の備蓄等）

□

【感染症に係る業務継続計画】

体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備
蓄品の確保等

□ 初動体制

□ 平時からの備え

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（通
所）



自主点検項目
根拠法令等

【確認資料】
点検結果 記入欄及び点検のポイント

第37条準用

⑦ 介護給付費・訓練等給付費の請求に関する事項

⑧ 協力医療機関の名称、診療科名、契約内容　　等

　市障害福祉課施設係

③ 設置者の定款、寄付行為等及びその登記事項証明書又
は条例等（当該指定に係る事業に関するものに限
る。）

（４）利益供与等の禁止

ア　相談支援事業者、他の障
害福祉サービス事業者等又は
その従業者に対し、利用者又
は家族に当該施設を紹介する
ことの対償として、金品その
他の財産上の利益を供与して
いませんか。

いる・いない

第55条

第38条準用

イ　相談支援事業者、他の障
害福祉サービス事業者等又は
その従業者から、利用者又は
家族に当該施設を紹介するこ
との対償として、金品その他
の財産上の利益を収受してい
ませんか。

いる・いない

○「重要事項」とは、運営規程の概要、従業者の勤務体
制、協力医療機関、協力歯科医療機関、その他利用申込者
のサービスの選択に資すると認められる事項等です。
○利用者の特性などで掲示が難しい場合、入口の近い場所
等に「閲覧用ファイル」として運営規程、重要事項説明
書、パンフレット等を備え付け、閲覧に供するなどしてく
ださい。

第54条

イ　指定申請書や各種届出の
副本を整理し、保管していま
すか。

いる・いない

（３）情報の提供等　＊

ア　利用希望者が適切かつ円
滑に利用できるよう、当該施
設が実施する事業内容の情報
提供に努めていますか。

いる・いない

④ 施設の平面図及び設備の概要

①　サービスの提供の記録
②　施設障害福祉サービス計画
③　支給決定障害者に関する市町村への通知に係る記録
④　身体的拘束等の記録
⑤　苦情の内容等の記録
⑥　事故の状況及び事故に際して採った処置についての
　　記録

① 施設の名称及び所在地

② 設置者の名称、主たる事務所所在地、代表者氏名・住
所等

（６）変更の届出等

ア　右の事項等に変更があっ
たときは、１０日以内に市長
に届出をしていますか。

【届出先】

いる・いない

法　第46条変更内容のうち、主なもの

イ　当該施設について広告を
する場合、その内容が虚偽又
は誇大なものとなっていませ
んか。

⑤ 施設の管理者及びサービス管理責任者の氏名及び住所

⑥ 運営規程

いる・いない

例：従業者名簿、設備・備品台帳、帳簿等会計の書類　等

いる・いない

　従業者、設備、備品及び会
計に関する記録を整備してい
ますか。

　また、利用者に対するサー
ビスの提供に関する記録を整
備し、サービスを提供した日
から５年間保存してします
か。

（５）記録の整備　＊

第51条

基準条例（入所）

第60条

いる・いない　重要事項は、施設又は事業
所の見やすい場所に掲示して
いますか。

（２）掲示　＊

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（通
所）

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（通
所）



自主点検項目
根拠法令等

【確認資料】
点検結果 記入欄及び点検のポイント

100以上

業務管理体制の内容

法令遵守責任者の選任 法令遵守責任者の選任 法令遵守責任者の選任

法蓮遵守規程の整備 法蓮遵守規程の整備

業務執行状況監査の定期
実施

職名：

氏名：

届出書に記載すべき事項

・事業者の名称又は氏名
・主たる事業所の所在地
・代表者氏名等
・法令遵守責任者氏名等

・左の事項
・法令遵守規程の整備

・左の事項
・業務執行状況監査の方
法の概要

　給付費の請求等のチェック、内部通報や事故報告への対
応、研修の実施等法蓮遵守等の業務管理体制を整えてくだ
さい。

➡　届出先

※事業所等の数によって届出の内容が異なります。
　事業所等の数は、次の指定事業所等の数を合算します。
・障害福祉サービス事業所
　（サービス種別ごとに一事業所と数える）
・障害者支援施設
・児童福祉法に基づく障害児通所支援事業所・障害児
　入所施設
・一般相談支援事業所
・指定医療機関

事業所等の数 20未満 20～99

（７）業務管理体制の届出

　法令遵守の業務管理体制整
備届出書を提出しています
か。

いる・いない ➡　届出年月日： 法　第51条の2

年 月 日

➡　法令遵守責任者職・氏名



　基本方針

（１）各サービスごとに、基本
方針が守られていますか。

（４）利用者の地域生活への移
行に関する意向を把握し、定期
的に確認するとともに、関係機
関との連携を図りつつ、利用者
の希望に沿って地域生活への移
行に向けた措置を講じています
か。

いる・いない
【地域生活への移行に向けた措置】
　利用者の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつ
つ、利用者の地域生活への移行に関する意向を把握し、当
該意向を定期的に確認するとともに、法第７７条第３項各
号に掲げる事業を行う者又は一般相談支援事業若しくは特
定相談支援事業を行う者との連携を図りつつ、利用者の希
望に沿って地域生活への移行に向けた措置を講じなければ
ならない。

（５）利用者の施設以外におけ
る障害福祉サービス等の利用状
況等を把握するとともに、利用
に関する意向を定期的に確認
し、一般相談支援事業を行う者
等と連携を図りつつ、必要な援
助を行っていますか。

いる・いない
【施設以外におけるサービス利用に係る援助】
　利用者の当該指定障害者支援施設以外における指定障害
福祉サービス等の利用状況等を把握するとともに、利用者
の自己決定の尊重及び意思決定の支援に配慮しつつ、利用
者の当該指定障害者支援施設以外における指定障害福祉
サービス等の利用に関する意向を定期的に確認し、一般相
談支援事業又は特定相談支援事業を行う者との連携を図り
つつ、必要な援助を行わなければならない。

いる・いない

　利用者の身体その他の状況及びその置かれている環境に
応じて入浴、排せつ及び食事の介護その他の必要な支援を
適切かつ効果的に行っていますか。

自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

６

５

（１）サービスの提供に係る一
般原則が守られていますか。

いる・いない
【一般原則】
　利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえ
た計画（個別支援計画）を作成し、これに基づき利用者に
対して施設障害福祉サービスを提供するともに、その効果
について継続的な評価を実施することその他の措置を講ず
ることにより利用者に対して適切かつ効果的に施設障害福
祉サービスを提供しなければならない。

（２）利用者の意思及び人格を
尊重して、常に当該利用者の立
場に立った施設障害福祉サービ
スの提供に努めていますか。

いる・いない

　一般原則　＊

（３）利用者の人権の擁護、虐
待防止等のため、必要な体制の
整備を行うとともに、その従業
者に対し、研修を実施する等の
措置を講じていしますか。

いる・いない

　利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことがで
きるよう、入浴、排せつ及び食事の介護、創作的活動又は
生産活動の機会の提供その他便宜を適切かつ効果的に行っ
ていますか。

いる・いない

第3条

第78条

第98条

ア　生活介護

イ　短期入所

人員基準条例（通
所）

人員基準条例（通
所）

➡　詳細は「１（４）虐待防止」を参照。

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

ア　利用者の出欠・所在確
認、所在不明の場合の対応に
ついて、具体的な手順を示す
マニュアル等を作成していま
すか。

イ　利用者の出欠・所在確認
を定時及び適時に行っていま
すか。

ウ　送迎時の乗車確認・降車
確認を行っていますか。
※送迎ありの場合のみ

エ　送迎職員と施設職員の情
報共有はできていますか。
※送迎ありの場合のみ

オ　利用者の所在不明（欠席
の連絡がないのに通所してい
ない場合を含む。）が判明し
た場合の対応は決まっていま
すか。

カ　利用者の出欠・所在確認
及び所在不明の情報を施設長
（管理者）に報告することに
なっていますか。

いる・いない

　利用者の安全を確保するた
め、事故の防止に関する措置を
講ずるよう努めていますか。

いる・いない

いる・いない

社会福祉施設等にお
ける利用者の安全確
保の徹底について
（平29.7.18埼玉県
福祉部福祉監査課長
通知）

社会福祉施設等にお
ける防犯に係る安全
の確保について（平
28.9.15厚生労働省
通知）

（２）　防犯に係る安全確保

　防犯に係る安全対策とし
て、利用者の安全を確保する
ための点検項目を定めていま
すか。

① 防犯体制を整備し職員全員に周知徹底しているか。□

□

□

いる・いない

７

　事故防止等の措置　◎

（１）　利用者の出欠、所在確認

具体的な確認・記録方法を記入：
（例）午前○時、昼食に確認　　等

具体的な確認・記録方法を記入：
（例）乗車名簿によるチェック、複数職員で確認　等

いる・いない

いる・いない

いる・いない

□

□

□

□

□

点　検　項　目

いる・いない

② 来訪者の受付窓口を設置し、受付簿の記入、来訪
者証の交付等を行っているか。

③ 門扉や玄関の鍵締め、防犯カメラの設置など不審
侵入者の予防対策を講じているか。

④ 職員体制が手薄になりがちな夜間やイベント開催
時などの安全対策に留意しているか。

⑤ 金庫の暗証番号の変更等を適時行っているか。

⑥ 送迎車など車両の盗難対策を講じているか。

⑦ 警察の防犯講習会の活用等により防犯講習や防犯
訓練を実施しているか。

⑧ その他、施設の状況に応じた防犯対策を講じてい
るか。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

前年度
利用者

定　員

本年度
利用者

定　員

③サービス種別：

前年度
利用者

①サービス種別：

定　員

本年度
利用者

定　員

11月 12月 1月 2月

前年度
利用者

定　員

本年度
利用者

定　員

＜留意事項通知　第二の１(5)＞
○　報酬算定上満たすべき従業者の員数又は加算等若しくは減算の算定要件を算定する際の利用者数は、当該年度の
　前年度の平均を用いる（ただし、新規開設又は再開の場合は推定数による）。
○　この場合、利用者数の平均は、前年度の全利用者の延べ数を当該前年度の開所日数で除した数とする。
　（小数点第２位以下を切り上げる。）

８

　利用者の状況
　サービス種別ごとに、記入月前月までの各月の１日当た
り平均利用者数（人）を記入してください。

月 時点 ）生活介護 （ 令和 年

3月4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

時点 ）

4月 5月 6月 7月 8月

短期入所 （ 令和 年

3月12月 1月 2月

②サービス種別：

9月 10月 11月

月

4月 5月 6月 7月 8月 3月9月 10月 11月 12月 1月 2月

施設入所支援 （ 令和 年 月 時点 ）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

いる・いない 併設型事業所：利用定員及び居室の定員を超える
　　　　　　　こととなる利用者数

※ただし、災害、虐待その他やむを得ない事情がある場合
は、この限りでない。

※ただし、災害等その他のやむ
を得ない事情がある場合はこの
限りではありません。

【定員の遵守要件の緩和】
　サービスの種類ごとに、それぞれの利用定員を超えた利
用者の受入は、原則として禁止されています。
　ただし、適正なサービス提供が確保され、地域の社会資
源の状況等から新規利用者を受け入れざるを得ない等、や
むを得ない事情がある場合に限り、受入れが可能です。

（次の①、②を超えた利用者の受け入れは報酬の減算）
①　過去３月間の利用者数
　定員×１２５／１００（定員１１人以下の場合は定員＋
３）を超える場合
②　１日の利用者数が次のいずれかに該当する場合
ア　定員５０人以下：定員×１５０／１００を超える場合
イ　定員５１人以上：７５＋（定員－５０）×１２５／１
００を超える場合

いる・いない

第47条

（１）短期入所以外
　利用定員及び居室の定員を超
えてサービスの提供を行ってい
ませんか。

第108条

第70条準用

９

　定員の遵守

（２）短期入所
　右に掲げる利用者数以上の利
用者に対して同時にサービスの
提供を行っていませんか。

省令

第43条

人員基準条例（通
所）

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（通
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

＜用語の説明＞
・常　勤：労働契約において、事業者等が（就業規則等で）定める常勤従業者の勤務時間と同じ勤務時間の者。職名等
　　　　（正社員、アルバイト等）を問わない。
　　　　　①　母性健康管理措置又は育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられている者に
　　　　　　ついては、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場合は、週３０時間以上の勤務で
　　　　　　「常勤」として扱うことを認める。
　　　　　②　人員基準や報酬算定において「常勤」での配置が求められる職員が、産前産後休業や育児・介護休業等を
　　　　　　取得した場合に、同等の資質を有する複数の非常勤職員を常勤換算することで、人員基準を満たすことを
　　　　　　認める。
　　　　　③　②の場合において、常勤職員の割合を要件とする福祉専門職員配置等加算等の加算について、産前産後休
　　　　　　業や育児・介護休業等を取得した当該職員についても常勤職員の割合に含めることを認める。
・非常勤：常勤の者の勤務時間に満たない者
・専　従：当該施設のみに勤務する者
・兼　務：専従ではない職員（例：管理者とサービス管理責任者の兼務、同じ法人の他事業所の従業者との兼務）
・常勤換算方法：「１週間の延べ勤務時間数」÷「常勤の１週間の勤務すべき時間数（小数点第２位切捨て）
※１週間の勤務すべき時間数が３２時間を下回る場合は３２時間を基本とする。
※母性健康管理措置又は育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置が講じられている場合、週３０時間以上
の勤務で常勤換算での計算上も１（常勤）と扱うことを認める。

施設入所支援

常勤換算

非常勤

常勤

常勤換算

短期入所

常勤

非常勤

常勤

常勤換算

非常勤

サービス種別 勤務
生活支援員 看護職員 理学療法士 作業療法士 言語聴覚士 その他の職員

専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務 専従 兼務

生活介護

兼務
※　必要に応じて、職名等を追加、変更してく
ださい。常勤

非常勤

１０

　従業員の状況　＊

　従業員数について、人員基準
が守られていますか。

いる・いない 　施設長（管理者）及びサービス種別ごとの従業者の状況
を、記入してください。

告示第二の1（5）

通則

※報酬算定上満たすべき従業者の員数又は加算若しくは減
算の算定要件を算定する際の利用者数は、当該年度の前年
度の平均を用います（ただし、新規開設又は再開の場合は
推定数によります）。
　この場合、利用者数の平均は、前年度の全利用者の延べ
数を当該前年度の開所日数で除した数とします（小数点第
２位以下を切り上げ）。

勤務
管理者

サービス
管理責任者 医師

（ 令和 年 月 時点 ）

専従 兼務 専従



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

イ　看護職員及び生活支援員
は、生活介護の単位ごとにそ
れぞれ１以上配置しています
か。

いる・いない
※　看護職員は１以上のの配置が必要ですが、常勤換算１
人以上の配置ではありません。ただし、利用者への適切な
サービス提供体制が確保されよう留意してください。

ウ　生活支援員のうち１人以上
は常勤となっていますか。

いる・いない

エ　理学療法士、作業療法士
又は言語聴覚士の数は、利用
者に対して日常生活を営むの
に必要な機能の減退を防止す
るための訓練を行う場合は、
当該訓練を行うために必要な
数となっていますか。

いる・いない ※　理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の確保が困難
な場合は、機能訓練指導員として、日常生活を営むのに必
要な機能の減退を防止するための訓練を行う能力を有する
看護師、柔道整復師、あんまマッサージ指圧師を置くこと
ができます。
※　また、利用者の日常生活やレクリエーション、行事を
通じて行う機能訓練は、生活支援員が兼務して行っても差
し支えありません。

オ　医師は、利用者に対して
日常生活上の健康管理及び療
養上の指導を行うために必要
な数を配置していますか。

いる・いない
※　必要な数の配置とは、嘱託医を確保することをもっ
て、これを満たすものとして取扱って差し支えありませ
ん。

平均障害
支援区分

必要人員
（a/b）

　なお、生活介護を行う障害者支援施設については、
平均障害支援区分の算出に当たり、区分３（５０歳以
上は区分２）以下の者及び経過措置利用者は除きま
す。
　この場合、生活支援員、看護職員、理学療法士、作
業療法士又は言語聴覚士の総数は、上表の人員に加
え、区分３（５０歳以上は区分２）以下の利用者数及
び経過措置利用者数を１０で除した数以上としてくだ
さい。

１１

　従業員の員数　＊

（１）生活介護を行う場合

ア　看護職員、理学療法士、
作業療法士又は言語聴覚士及
び生活支援員の総数は、常勤
換算方法で、右の平均障害支
援区分に応じた数となってい
ますか。

いる・いない ①　平均障害支援区分４未満
　　→　利用者数を６で除した数以上
②　平均障害支援区分４以上５未満
　　→　利用者数を５で除した数以上
③　平均障害支援区分５以上
　　→　利用者数を３で除した数以上

省令

第4条

第4条

前年度の平均
利用者数
（a）

除する数
（b）

（6・5・3）

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

イ　管理業務に支障がない場合は、他の事業所又は施設
　等の管理者又はサービス管理責任者若しくは従業者

【短期入所】

　管理者は、従業者及び業務
の管理その他の管理を一元的
に行っていますか。
　また、従業者に運営に関す
る条例の規定を遵守させるた
めに必要な指揮命令を行って
いますか。

　管理者は、原則として常勤かつ専従ですが、管理業務に
支障がないときは、ア又はイのとおり他の職務との兼務が
できます。

ア　当該事業所の従業者

イ　同一敷地内等の範囲にある他の事業所又は施設等
　の管理者又はサービス管理責任者若しくは従業者

第44条

いる・いない 【短期入所以外】

　管理者は、原則として常勤かつ専従ですが、管理業務に
支障がないときは、ア又はイのとおり他の職務との兼務が
できます。
　この場合、管理者がサービス管理責任者を兼務しない場
合に限り、当該勤務時間を従業者の勤務時間に算定できま
す。

ア　当該事業所のサービス管理責任者又は従業者

①利用者数が６０人以上　→　１人以上
②利用者数が６１人以上
　→　４０又は端数を増す毎に＋１人以上
③生活介護以外の昼間実施サービスの利用者に対して
　のみ提供する場合
　→　①又は②おにかかわらず、宿直勤務を行う生活
　　支援員１人以上

（２）施設入所支援を行う場合

　生活支援員は、施設入所支
援の単位ごとに、右の人数と
なっていますか。

いる・いない

（３）短期入所を行う場合
いる・いないア　当該施設の利用者の数及

び併設又は空床利用型事業所
の利用者数の合計数を当該施
設の利用者数とみなした場合
において、当該施設として必
要とされる数以上の従業者を
配置していますか。

解釈通知

第六の2

第99条

いる・いな
い・該当なし

イ　併設型又は空床型の福祉
型短期入所において、医療的
ケアが必要な障害児者を受け
入れる場合、常勤の看護職員
を１人以上配置しています
か。

１２

　管理者の業務　＊

第4条

省令

第4条

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（通
所）

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

月年

内容：

※平成３０年度までに受講した従前の「サービス管理責任者研修」は、「旧サービス管理責任者研修」として修了日を記入し
てください。

　○相談支援従事者初任者研修（講義部分） 修了日： 年 月 日

※研修未受講である場合

日

　○サービス管理責任者更新研修 修了日： 年 月 日

内容：

研修
受講
状況

　○旧サービス管理責任者研修 修了日： 年 月 日

　○サービス管理責任者基礎研修 修了日： 年 月 日

　○サービス管理責任者実践研修 修了日：

実務
経験

業務期間 通算： 年 月間

従事日数 通算： 日

業務内容
職名：

氏名 常勤・非常勤
就任日： 年 月

月 日

　○サービス管理責任者更新研修 修了日： 年 月 日

届出日： 年 月 日

日

研修
受講
状況

　○旧サービス管理責任者研修 修了日： 年 月 日

　○サービス管理責任者基礎研修 修了日： 年 月 日

　○サービス管理責任者実践研修 修了日： 年

　○相談支援従事者初任者研修（講義部分） 修了日： 年 月 日

※研修未受講である場合

届出日： 年 月 日

実務
経験

業務期間 通算： 年 月間

従事日数 通算： 日

業務内容
職名：

氏名 常勤・非常勤
就任日： 年 月

・配置された事由：

・猶予措置終了日： 年 月 日

　○相談支援従事者初任者研修（講義部分） 修了日： 年 月 日

※研修未受講である場合

日

　○サービス管理責任者更新研修 修了日： 年 月 日研修
受講
状況

　○旧サービス管理責任者研修 修了日： 年 月 日

　○サービス管理責任者基礎研修 修了日： 年 月 日

　○サービス管理責任者実践研修 修了日：

１３ 　現在配置しているサービス管理責任者について、市（障
害福祉課）に届け出ている内容を記入してください。　サービス管理責任者　＊

氏名 常勤・非常勤
就任日： 年 月

従事日数 通算： 日

業務内容
職名：

内容：

日年 月

日

届出日： 年 月 日

実務
経験

業務期間 通算： 年 月間



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

いる・いない

（生活介護）
ア　利用者の数が６０以下　１以上
イ　利用者の数が６１以上　１に利用者の数が
　６０を超えて４０又はその端数を増すごとに
　１を加えて得た数以上 省令第4条

解釈通知
※施設入所支援におけるサービス管理責任者は。昼間実施
サービスを行う場合に配置されるサービス管理責任者が兼
ねるものとする。

第三の1

第4条

いる・いない

＜解釈通知第三の1(1)エ＞
○従業者は、原則として専従でなければならず、職種間の
兼務は認められるものではない。
○サービス管理責任者についても、施設障害福祉サービス
計画の作成及び提供した生活介護の客観的な評価等の重要
な役割を担う者であるので、これらの業務の客観性を担保
する観点から、原則として、サービス管理責任者と直接
サービスの提供を行う生活支援員等とは異なる者でなけれ
ばならない。
○ただし、利用者に対するサービス提供に支障がない場合
は、サービス管理責任者が指定障害者支援施設等の他の職
務に従事することができるものとする。（この場合、原則
として、兼務を行う他の職務に係る常勤換算上、当該サー
ビス管理責任者の当該他の職務に係る勤務時間数を算入す
ることはできない。）
○１人のサービス管理責任者は、最大６０人までの施設障
害福祉サービス計画の作成等業務を行うことができること
としていることから、この範囲で、宿泊型自立訓練、自立
生活援助、共同生活援助に置くべきサービス管理責任者又
は大規模な障害福祉サービス事業所等において、専従かつ
常勤のサービス管理責任者１人に加えて配置すべきサービ
ス管理責任者を兼務することは差し支えない。

いる・いない

（１）サービス管理責任者の配
置

　サービス管理責任者は、右
に掲げる利用者の数の区分に
応じ、それぞれア又はイに定
める数を置いていますか。

　サービス管理責任者は、専
ら当該施設の職務に従事する
者となっていますか。
※利用者の支援に支障がない
場合はこの限りではない。

（２）サービス管理責任者の専
従

　サービス管理責任者のう
ち、１人以上は常勤となって
いますか。

（３）常勤のサービス管理責任
者

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

（二）次の期間を通算した期間が８年以上である者
　○　直接支援業務
　　　上記（一）イの事業・施設の従業者で、社会福祉
　　主事任用資格等でない者が、直接支援の業務に従事
　　した期間

（三）上記（一）及び（二）の期間を通算した期間が
　　３年以上、かつ国家資格等※の資格者がその資格に
　　係る業務に従事した期間が通算して３年以上である者
　　※医師、保健師、看護師、准看護師、社会福祉士、
　　　介護福祉士、理学療法士、作業療法士、栄養士、
　　　精神保健福祉士　等

二　次の（一）及び（二）の要件に該当する者であって、
（二）に定めるサービス管理責任者実践研修を修了した翌
年度以降の５年度ごとに、サービス管理責任者更新研修を
修了したもの
（（二）に定める実践研修の修了日から５年を経過する日
の属する年度の末日までの間は、更新研修修了者とみな
す。）

告示第1号イ（2）

（一）サービス管理責任者基礎研修（実務経験が２年以内
である者又は実務経験者に対して行われる研修）を修了
し、次のア又はイのいずれかの要件を満たすもの
　ア　相談支援従業者初任者研修（講義部分）修了者
　イ　旧障害者ケアマネジメント研修修了者

（二）次のア、イ又はウのいずれかの要件を満たしている
　　者で、サービス管理責任者実践研修を修了したもの
　　ア　基礎研修修了者となった日以後、実践研修開始
　　　前５年間に通算して２年以上、相談支援業務又は
　　　直接支援業務に従事した者
　　イ　基礎研修受講開始日において実務経験者である
　　　者であって、基礎研修修了者となった日以後、実
　　　践研修開始日前５年間に通算して６月以上、省令
　　　第２３条第２項から第５項に規定する業務に従事
　　　したもの
　　ウ　平成３１年４月１日において、旧告示に規定す
　　　るサービス管理責任者研修を修了し、同日以後に
　　　相談支援従事者初任者研修（講義部分）修了者と
　　　なったもの

H18 厚労省告示

第544号

（一）次のア及びイの期間を通算した期間が５年以上
　　ア　相談支援業務
　　　次の事業・施設の従業者が、相談支援の業務に
　　従事した期間
　（1）一般相談支援事業、特定相談支援事業、障害児
　　　相談支援事業、地域生活支援事業、身体・知的
　　　障害者相談支援事業、居宅介護支援事業、介護予
　　　防支援事業
　（2）児童相談所、身体・知的障害者更生相談所、
　　　精神障害者社会復帰施設、福祉事務所、
　　　発達障害者支援センター
　（3）障害者支援施設、障害児入所施設、老人福祉
　　　施設、精神保健福祉センター、救護施設及び更
　　　生施設、介護老人保健施設、介護医療院、
　　　地域包括支援センター
　（4）障害者職業センター、障害者就業・生活支援
　　　センター
　（5）特別支援学校
　（6）病院・診療所（社会福祉主事任用資格者等に
　　限る。）　　　　　　　　　　　　　　　　等
　イ　直接支援業務
　　　次の事業・施設の従業者で社旗福祉主事任用資
　　格者、保育士、児童指導員任用資格者等が、直接
　　支援の業務に従事した期間
　（1）障害者支援施設。障害児入所施設、老人福祉
　　　施設、介護老人保健施設、介護医療院、療養
　　　病床関係病室
　（2）障害福祉サービス事業、障害児通所支援事業、
　　　老人居宅介護等事業
　（3）病院・診療所、薬局、訪問看護事業所
　（4）特例子会社　（5）特別支援学校　等

告示第1号イ（1）

（４）サービス管理責任者の要
件

　サービス管理責任者は、右
の一及び二に定める要件を満
たしていますか。

いる・いない

一　次の（一）から（三）のいずれかの業務の実務
　経験者であること
（構造改革特区：令和３年３月３１日をもって廃止）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

【研修受講に係る経過措置】　告示第1号ロ、ハ、へ
①旧サービス管理責任者研修修了者
　　平成３１年３月３１日において旧要件を満たす者について
は、
　令和６年３月３１日までの間はサービス管理責任者として現に
　従事しているものとみなす。
②基礎研修修了者で実務要件を満たしている者
　　実務経験者が平成３１年４月１日以後令和４年３月３１日
　までに基礎研修修了者となった場合は、実践研修を修了して
　いなくても、基礎研修修了日から３年を経過するまでの間は、
　当該実務経験者をサービス管理責任者とみなす。
③やむを得ない事由によりサービス管理責任者が欠けた場合
　　やむを得ない事由によりサービス管理責任者が欠けた事業
　所にあっては、当該事由が発生した日から１年間は、実務経
　験者であるもの（みなしサービス管理責任者）について、
　研修要件を満たしているものとみなす。
　　ただし、当該みなしサービス管理責任者が基礎研修修了者
　（当該事由の発生した日後に基礎研修修了者となった者を除
　く。）であって、当該事由の発生した日以前から引き続き当
　該事業所に配置されているものである場合にあっては、当該
　事由の発生した日から当該みなしサービス管理責任者が実践
　研修修了者となるまでの間（当該事由の発生した日から起算
　して２年間に限る。）、当該みなしサービス管理責任者につ
　いて、研修要件をみなしているものとみなす。

【配置時の取扱いの緩和等】　告示第1号ホ
常勤のサービス管理責任者が配置されている場合
○　基礎研修修了者も個別支援計画原案の作成可
○　基礎研修修了者を２人目のサービス管理責任者として配置可

☞　やむを得ない事由を判断するのは、市（障害福祉課）です。
猶予措置を適用する際は、必ず市（障害福祉課）に相談してくだ
さい。

【実践研修の受講に必要な実務経験について】
≪参照≫「サービス管理責任者等に関する告示の改正について」
（R5.6.30　こども家庭庁支援局障害児支援課　厚生労働省社会・
援護局障害保健福祉部障害福祉課　事務連絡）
　○　サービス管理責任者の研修体系については、令和元年度
　　より、基礎研修修了後に実践研修を受講するために必要な
　　実務経験（ＯＪＴ）を「２年以上」としておりますが、
　　新たに、基礎研修受講開始時において既に実務経験者であ
　　る者が、実践研修を受講するための実務経験（ＯＪＴ）と
　　して障害福祉サービスに係る個別支援計画の作成の一連の
　　業務に従事し、その旨を指定権者（市）に届け出ている場
　　合は、例外的に「６月以上」とします。

【更新研修未修了】　告示第1号ニ
○　期日までに更新研修修了者とならなかった実践研修修了者
　又は旧サービス管理責任者研修修了者は、実践研修を改めて
　修了した日に実践研修修了者となったものとする。

②利用者の心身の状況、その置かれている環境等に照ら
し、利用者が自立した日常生活を営むことができるよう定
期的に検討するとともに、自立した日常生活を営むことが
できると認められる利用者に対し、必要な援助を行うこ
と。

③他の従業者に対する技術的指導及び助言を行うこと。

ア　個別支援計画の作成のほ
か、右に掲げる業務を行って
いますか。

（５）サービス管理責任者の責
務（短期入所以外）

いる・いないイ　利用者の自己決定の尊重
を原則とした上で、利用者が
自ら意思を決定することに困
難を抱える場合には、適切に
利用者への意思決定の支援が
行えるよう努めていますか。

・サービス管理責任者は、利用者に対してのみならず、従
業者に対しても、利用者への意思決定支援の実施の観点か
ら必要な助言指導を行うことが求められています。

第27条

①利用申込者の利用に際し、利用中の他の障害福祉サービ
ス事業所等への照会等により、心身の状況及び他の障害福
祉サービスの利用状況等を把握すること。

いる・いない

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

いる・いない

（２）サービスの提供

　事業所ごとに、当該事業所
の従業者によってサービスを
提供していますか。
※利用者の支援に直接影響及
ぼさない業務を除く。

いる・いない

　サービス管理責任者を除く従業者も、原則として専従で
すが、時間を分けて複数の事業所に勤務することも可能で
す。この場合、それぞれの事業所における当該従業者の常
勤換算は、それぞれの事業所に勤務した時間を算定しま
す。

１６

　勤務体制の確保等

（１）従業者の勤務体制

　利用者に対して適切なサー
ビスが提供できるよう、サー
ビスの種類ごとに従業者の勤
務体制を定めていますか。

いる・いない

１５

　従業者は専ら当該事業所に
従事していますか。
※利用者の支援に支障がない
場合はこの限りではない。

②　運営に関する基準

ア　利用申込みの調整、職員への技術指導等が一体的
　である。

イ　職員の勤務体制や勤務内容等が一元的に管理され
　ている。また、随時、互いの事業所間で相互支援が
　行える体制にある。

ウ　苦情処理や損害賠償等に一体的対応ができる体制
　にある。

エ　同一の運営規程が定められている。

１４

　従たる事業所を設置する
　場合の特例　＊

　施設において「従たる事業
所」を設置している場合、主
たる事業所及び従たる事業所
においてそれぞれ常勤かつ専
従の従業者（サービス管理責
任者を除く）が１人以上確保
されていますか。

いる・いな
い・非該当

オ　人事・給与・福利厚生等の職員管理、会計管理が
　一元的に行われている。

【従たる事業所の設置条件】

①　人員及び設備の基準

ア　主たる事業所及び従たる事業所の利用者の合計数に
　応じた従業者が確保されている。

イ　従たる事業所の利用定員が次のとおりであること。
　・生活介護、機能訓練、生活訓練、就労移行支援
　　　　　　　　　　　　　　　：６人以上
　・就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）：１０人以上

ウ　主と従の事業所が３０分以内で移動可能な距離であ
る。

　従業者の職務の専従　＊
　（短期入所以外）

第7条

省令第5条の2

第4条

省令第4条

第46条

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

⑫虐待防止のための措置に関する事項
　・虐待防止に関する担当者の選定
　・成年後見制度の利用支援
　・苦情解決体制の整備
　・従業者に対する啓発のための研修の実施
　・虐待防止委員会の設置とその検討結果の職員への周知

社会福祉法施行規則

第16条第2項

⑬前各号に掲げるもののほか、運営に関する重要事項
（苦情解決体制、事故発生時の対応等）

１８

いる・いない

１７

　運営規程　＊

　施設運営についての重要事
項に関する運営規程を定めて
いますか。

　また、運営規程の内容は、
施設の実態、重要事項説明書
等と整合がとれていますか。

いる・いない

いる・いない

【運営規程】

①施設等の目的及び運営の方針

②提供する施設障害福祉サービスの種類

③従業者の種類、員数及び職務の内容

④昼間実施サービスに係る営業日及び営業時間

⑤提供する施設障害福祉サービスの種類ごとの利用定員

⑥提供する施設障害福祉サービスの種類ごとの内容並びに
支給決定障害者から受領する費用の種類及びその額

⑪提供する施設障害福祉サービスの種類ごとに主たる対象
とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類

　内容及び手続きの
　説明及び同意　＊

（２）利用契約

第45条

第10条

省令第7条

重要事項説明書

同意書

＜解釈通知第三の３⑴＞
　利用者との間で契約が成立したときは、利用者の障
害の特性に応じた適切な配慮をもって、社会福祉法第
７７条第１項の規定に基づき、
①当該事業の経営者の名称及び主たる事務所の所在地
②当該事業の経営者が提供するサービスの内容
③当該サービスの提供につき利用者が支払うべき額に
関する事項
④サービスの提供開始日
⑤サービスに係る苦情を受け付けるための窓口
を記載した書面を交付すること。

※利用契約書は２部作成し、１部を利用者に交付し、１部
は事業所が保管してください。
※利用契約書の契約当事者は事業所（管理者）ではなく事
業者（法人・法人代表者）です。利用契約書には、法人代
表者の職名・氏名を記載し代表者印を押印してください。
（契約権限を内規・委任状等により委任している場合を除
く。）
※契約期間は自動更新規定を設けることが可能です。

⑨緊急時における対応方法

⑩非常災害対策

　社会福祉法第７７条の規定
（利用契約の成立時の書面交
付）に基づき書面の交付を行
う場合は、利用者の障害の特
性に応じた適切な配慮をして
いますか。

いる・いない

（１）重要事項の説明

⑦昼間実施サービスに係る通常の事業の実施地域

⑧サービスの利用に当たっての留意事項

　利用の申込みがあったとき
は、障害の特性に配慮しつ
つ、利用申込者に対し運営規
程の概要、従業者の勤務体
制、その他の利用申込者の
サービスの選択に資すると認
められる重要事項を記した文
書（重要事項説明書）を交付
して説明を行い、サービスの
提供の開始について当該利用
者の同意を得ていますか。

＜解釈通知第三の３⑴＞
　あらかじめ、利用申込者に対し、施設を選択するた
めに必要な次の重要事項を懇切丁寧に説明し、サービ
ス提供を受けることについての同意を得なければなら
ない。
　・運営規程の概要　　　・従業者の勤務体制
　・事故発生時の対応　　・苦情解決の体制　　等

※利用者の同意は書面によって確認することが望ましいと
されています。
　重要事項説明書は、２部作成し、説明書の職氏名を記載
し、利用申込者又は家族が説明を受け同意し、１部は利用
者に交付し、１部は事業所で保管してください。

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

１９

第11条

＜解釈通知第三の３⑵＞
　事業者は、契約が成立した時は、受給者証に次の必
要な事項を記載すること。
　・設置者及びその施設の名称　・サービスの内容
　・契約支給量（月当たりのサービスの提供量）
　・契約日　　等

省令第8条

※事業所は、契約の際、または契約支給量等を変更し
た場合は、サービス種類ごとに、サービス内容、契約
支給量、契約日等を漏れなく受給者証に記載して下さ
い。
※記載した後に受給者証のコピーを保管し、常に受給
資格、記載内容を確認できるようにしてください。

（３）市町村への報告

　サービスの利用に係る契約
をしたときは、受給者証記載
事項その他の必要な事項を市
町村に対し遅滞なく報告して
いますか。

いる・いない

　契約支給量の総量は、当該
支給決定障害者の支給量を超
えていませんか。

いる・いない

　受給者証記載事項に変更が
あった場合に（１）から
（３）に準じて取り行ってい
ますか。

第15条

省令第12条

２１

（１）受給者証への必要事項の
記載

　サービスを提供するとき
は、サービスの内容、契約支
給量その他の必要な事項（受
給者証記載事項）を支給決定
障害者の受給者証に記載して
いますか。

いる・いない

　秘密保持等　＊
（個人情報提供同意書）

　他の事業者等に対して、利
用者又はその家族に関する情
報を提供する際は、あらかじ
め文書により当該利用者又は
その家族の同意を得ています
か。

いる・いない

（４）記載事項の変更

いる・いない

＜解釈通知第三の３(46)＞
　施設以外のサービスを利用する等の理由により当該
施設以外の他の障害福祉サービス事業所等に対して情
報の提供を行う場合には、あらかじめ文書により利用
者から同意を得る必要がある。

第53条

　契約支給量の報告等　＊
　（短期入所以外）

※個人情報保護方針等の説明にとどまらず、「個人情報提
供同意書」等により書面で同意を得てください。また、
ホームページへの写真掲載等は、個別の同意が必要です。

２０

　受給者証の確認　＊

　サービスの提供に当たり、
受給者証による支給決定の有
無、支給決定有効期間、支給
量等を確かめていますか。

いる・いない

（２）契約支給量

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

第14条

２４

　連絡調整に対する協力

　サービスの利用について、
市町村又は相談支援事業者が
行う連絡調整にできる限り協
力していますか。

いる・いない

第13条

２５

　サービス提供困難時の対応

第102条

（１）開始及び終了　＊

ア　介護を行う者の疾病その
他の理由により居宅において
介護を受けることが一時的に
困難となった利用者を対象に
サービスを提供しています
か。

いる・いない

イ　他の指定障害福祉サービ
ス事業者その他の保健医療・
福祉サービス提供者との密接
な連携により、短期入所提供
後も、提供前と同様に利用者
が継続的に保健医療サービス
又は福祉サービスを利用でき
るよう必要な援助に努めてい
ますか。

いる・いない

（２）入退所記録の記載等

２２

ウ　入院治療が必要な場合　等

　３０日を超えて連続して利
用させていませんか。

いる・いない

第12条

２３

　提供拒否の禁止

　正当な理由がなくサービス
の提供を拒んでいませんか。

いる・いない ＜正当な理由＞

ア　現員からは利用申込みに応じきれない場合

イ　運営規程に主たる対象とする障害の種類を定めて
　おり、該当者以外からの利用申込みがあった場合、
　その他適切なサービスの提供が困難な場合

ア　通常の事業の実施地域等
を勘案し、適切なサービスの
提供が困難な場合には、利用
申込者に対し、他の指定障害
者支援施設・事業所等を紹介
する等の必要な措置を講じて
いますか。

いる・いない

第103条

いる・いない ※受給者証記載事項
・事業所名
・入退所年月日　等

ア　入所又は退所の際、受給
者証記載事項を利用者の受給
者証に記載し、その受給者証
の写しを保管していますか。

いる・いない
イ　サービスの提供により、
短期入所の総量が支給量に達
した場合は、受給者証の短期
入所の提供に係る部分の写し
を市町村に提出しています
か。

（３）利用日数の管理

　短期入所

人員基準条例（通
所）

人員基準条例（通
所）

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

いる・いない

第18条

　サービスの提供に当たり、
地域及び家庭との結び付きを
重視した運営を行い、市町
村、他の指定障害福祉サービ
ス事業者等その他の保健医
療・福祉サービス提供者との
密接な連携に努めています
か。

（２）サービスの終了に当たっ
ての連携

２７

　心身の状況等の把握　＊

　サービスの提供に当たり、
利用者の心身の状況、その置
かれている環境、他の保健医
療サービス又は福祉サービス
利用状況等の把握に努めてい
ますか。

いる・いない

第17条

２８

　指定障害福祉サービス事業者
等との連携等　＊

（１）サービスの提供に当たっ
ての連携

２６

（１）支給決定を受けていない
場合の申請

　介護給付費又は訓練等給付費
の支給の申請に係る援助

いる・いな
い・非該当

第16条

（２）支給期間の終了に伴う更
新の申請

　支給期間の終了に伴う介護
給付費等の申請について、利
用者が引き続き利用を希望す
る場合は、支給決定に通常要
する期間を考慮し、申請の勧
奨等、必要な援助を行ってい
ますか。

いる・いない

いる・いない
　サービスの提供の終了に際
し、利用者又はその家族に対
し適切な援助を行うととも
に、保健医療・福祉サービス
提供者との密接な連携に努め
ていますか。

　支給決定を受けていない者
から利用申込みがあった場合
速やかに介護給付費等の支給
申請が行われるように必要な
援助を行っていますか。

イ　利用申込者が入院治療を
必要とする場合、その他利用
申込者に対し自ら適切な便宜
を提供することが困難である
場合は、適切な病院又は診療
所の紹介その他の措置を速や
かに講じていますか。

いる・いない

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

①　施設障害福祉サービス計画に基づき、利用者の心身の
状況等に応じて支援を適切に行うとともに、サービスの提
供が漫然かつ画一的なものとならないよう配慮しています
か。

②　利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことが
できるよう、次の基本原則に十分留意しつつ、利用者の意
思決定の支援に配慮していますか。

ア　本人への支援は自己決定の尊重に基づき行う。

イ　職員等の価値観では不合理と思われる決定でも、他
者への権利を侵害しなければ、その選択を尊重するよう
に努める姿勢が求められる。

ウ　本人の自己決定や意思確認が困難な場合は、本人を
よく知る関係者が集まって様々な情報を把握し、根拠を
明確にしながら意思及び選好を推定する。また、利用者
が経験に基づいた意思決定ができるよう体験の機会の確
保に留意するとともに、意思決定支援の根拠となる記録
の作成に努めること。

イ　アセスメントに当たって
は、利用者が自ら意思決定す
ることが困難な場合は、適切
に意思決定の支援行うため、
利用者の意思及び選好並びに
判断能力等について丁寧に把
握していますか。

　支援内容の検討に際し、地域移行等意向確認担当者が把
握した利用者の地域生活への移行に関する意向等を踏まえ
てください。

ア　サービス管理責任者は、
施設障害福祉サービス計画の
作成に当たりアセスメントを
行い、利用者が自立した日常
生活を営むことができるよう
適切な支援内容の検討をして
いますか。

施設障害福祉サービ
ス計画

アセスメント記録

いる・いない

　管理者は、サービス管理責
任者にサービスに係る施設障
害福祉サービス計画の作成に
関する業務を担当させていま
すか。

いる・いない

第26条

※　施設障害福祉サービス計画には、その計画の作成を担
当したサービス管理責任者の氏名を記載してください。

（２）アセスメント

（１）作成に係る業務

③　従業者は、サービスの提供に当たっては、懇切丁寧を
旨とし、利用者又は家族に対し、支援上必要な事項（施設
障害福祉サービス計画の目標及び内容のほか、行事及び日
課等）について、理解しやすいように説明を行っています
か。また、本人の意思に反する異性介助がなされないよ
う、サービス管理責任者等が本人の意向を把握するととも
に、本人の意向を踏まえたサービス提供体制の確保に努め
ていますか。

※本人の意向は、サービス提供記録や面談記録等に記録す
るとともに、サービス提供体制の確保について人員体制の
確保等の観点から十分に対応することが難しい場合は、そ
の旨を利用者に対して丁寧に説明を行い、理解を得るよう
に努めること。

④　自らサービスの質の評価を行うことはもとより、第三
者による外部評価の導入を図るよう努め、常にサービスの
改善を図っていますか。

３０

　施設障害福祉サービス計画の
作成等　＊

省令第23条

解釈通知

第三の3⒃

いる・いない 　アセスメントでは、利用者の有する能力、その置かれて
いる環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて、利用
者の希望する生活や課題等の把握を行ってください。

２９

　施設障害福祉サービスの取扱
方針

　サービスの取扱方針は右に
掲げるところとなっています
か。

いる・いない

第25条

省令第22条

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

※個別支援計画未作成減算に該当する場合、所定単位数の
３０％が減算となります。
　また、減算が適用された月から３か月以上連続して当該
状態が解消されない場合、減算が適用された３か月目から
当該状態が解消されるに至った月の前月までの間につき、
所定単位数の５０％が減算されます。

ア　サービス管理責任者は、
施設障害福祉サービス計画の
原案について、利用者又は家
族に説明し、文書により利用
者の同意を得ていますか。

いる・いない

イ　サービス管理責任者は、
施設障害福祉サービス計画を
作成した際に、計画を利用者
及び計画相談支援を行う者に
交付していますか。

いる・いない

（６）計画の見直し

　サービス管理責任者は、施
設障害福祉サービス計画の作
成後、計画の実施状況の把握
（モニタリング、利用者につ
いての継続的なアセスメント
を含む。）を行うとともに少
なくとも６月に１回以上計画
を見直していますか。

いる・いない

会議録

・会議には原則として利用者を同席させてください。

・必要に応じて医師等のアドバイスを得てください。

・施設障害福祉サービス計画作成に係る会議は、ＩＣＴの
活用（テレビ電話装置等の利用）が可能です。

（５）同意、交付

職種等
参加者

回　開催

週間で開催

（４）会議の開催

　サービス管理責任者は、施
設障害福祉サービス計画作成
に係る会議を開催し、計画の
原案について意見を求めてい
ますか。

いる・いない

＜施設障害福祉サービス計画作成に係る
検討会議の内容＞

会議名

年・月・週

開催回数

入所後約

ウ　アセスメントに当たって
は、利用者に面接を行ってい
ますか。
　また、サービス管理責任者
は、面接の趣旨を利用者に対
し十分に説明し、理解を得て
いますか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

＜施設障害福祉サービス計画に記載する内容＞

・利用者及び家族の生活に関する意向

・総合的な支援の方針

・生活全般の質を向上させるための課題

・サービスの目標及びその達成時期

・サービスを提供する上での留意事項　　等

（３）原案の作成

　この場合において、他の保
健医療サービス又は福祉サー
ビス等との連携も含めて、計
画の原案に位置付けるよう努
めていますか。

　サービス管理責任者は、ア
セスメント及び支援内容の検
討結果に基づき、右の内容を
記載した施設障害福祉サービ
ス計画の原案を作成していま
すか。

入所前 に開催



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

　身体的拘束の内容、時間等
について、施設障害福祉サー
ビス計画に記載しています
か。

　従業者に対し、身体的拘束
等の適正化のための研修を定
期的（年１回以上）に実施し
ていますか。

いる・いない ・令和４年度から義務化されました。

（６）計画への記載

いる・いない ・身体的拘束を実施している件数：

・同意書受理件数：

件

件

・虐待防止の取組で身体的拘束等の適正化について取り扱
う場合には、身体的拘束等の適正化に取り組んでいるもの
とみなされます。

・ＩＣＴの活用（テレビ電話装置等の活用）が可能です。

（４）指針の整備

　身体的拘束等の適正化のた
めの指針を整備しています
か。

いる・いない ・令和４年度から義務化されました。

（５）研修の実施

（２）記録

　やむを得ず行う場合には、
その態様、時間、その際の利
用者の心身の状況、緊急やむ
を得ない理由その他必要な事
項を記録していますか。

いる・いない 同意書

身体拘束を実施した
際の記録　等

　やむを得ず行う身体的拘束等、本人の行動制限について
は、組織として慎重に検討し、施設障害福祉サービス計画
にも記載して本人・家族に十分説明し、同意を得て行うも
のとし、本人の態様や措置の内容を記録してください。

「障害者福祉施設等
における障害者虐待
の防止と対応の手引
き」（平成30年6
月、厚労省通知よ
り）

（３）委員会の開催

　身体的拘束等の適正化のた
めの対策を検討する委員会を
定期的（年１回以上）に開催
するとともに、その結果につ
いて、従業者に周知徹底を
図っていますか。

いる・いない身体的拘束適正化検討委員会の開催回数 年 回

・令和４年度から義務化されました。

（８）計画の変更

　施設障害福祉サービス計画
に変更があった場合、（２）
から（５）に準じて取り扱っ
ていますか。

いる・いない

３１

　身体的拘束等の禁止　＊

（１）身体的拘束

　サービスの提供に当たり、
利用者又は他の利用者の生命
又は身体を保護するため緊急
やむを得ない場合を除き、身
体的拘束その他利用者の行動
を制限する行為を行っていま
せんか。

いる・いない ＜例示＞

・椅子にベルトで縛る　　・ベッド柵　　・居室に隔離

・つなぎ服　・落ち着かせるための向精神薬の過剰服薬
第52条

（７）モニタリング

　サービス管理責任者は、モ
ニタリングに当たっては、利
用者及び家族等と連絡を継続
的に行うとともに、特段の事
情がない限り定期的に利用者
に面接していますか。また、
定期的なモニタリングの結果
を記録していますか。

いる・いない モニタリング記録

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

ア　地域移行等意向確認等の時期

イ　地域移行等意向確認担当者の選任方法

ウ　地域移行等意向確認等の実施方法及び実施体制

エ　地域における障害福祉サービスの体験的な
　利用に係る支援その他の地域生活への移行に
　向けた支援の内容

オ　地域の連携期間

※地域移行等意向確認担当者の選任については、２年間の
経過措置が設けられており、令和８年３月３１日までは努
力義務とされています。

ア　地域移行等意向確認等に
関する指針を定めるととも
に、地域移行等意向確認担当
者を選任していますか。

　地域移行等意向確認担当者の
選任等

いる・いない

第27条の3

省令第24条の3

解釈通知

第三の3⒇

・「地域移行等意向確認等」は、利用者の地域生活への移
行に関する意向の把握、利用者の施設以外における障害福
祉サービス等の利用状況等の把握及び利用に関する意向の
定期的な確認をいいます。

・この確認等は、地域喉頭意向確認担当者が中心となっ
て、少なくとも６月に１回以上行うのが望ましい。

・地域移行等意向確認担当者は、サービス管理責任者、又
は地域における相談支援体制や障害福祉サービス提供体制
について知識を有する者を選任することが望ましい。

・地域移行等意向確認等に関する指針は、以下の内容を定
めることが望ましい。

※地域連携推進会議の設置等については、１年間の経過措
置が設けられており、令和７年３月３１日までは努力義務
とされています。

イ　地域連携推進会議の開催
のほか、おおむね１年に１回
以上、同会議の構成員が施設
を見学する機会を設けていま
すか。

いる・いない
※居室の見学については、当該居室の利用者の了承を得た
上でなければ、行ってはなりません。

いる・いない ・報告等の記録は、５年間保存しなければなりません。
ウ　上記アの報告、要望、助
言等についての記録を作成す
るとともに、当該記録を公表
していますか。

３３

いる・いない
ア　サービスの提供に当たっ
ては、地域連携推進会議を開
催し、おおむね１年に１回以
上、事業の運営に係る状況を
報告するとともに、必要な要
望、助言等を聴く機会を設け
ていますか。

・地域連携推進会議は、利用者及びその家族、地域住民の
代表者、福祉や経営について知見を有する者並びに市町村
の担当者等により構成される協議会です。

・構成員に対し、提供しているサービス内容等を明らかに
し、地域との連携により、効果的な事業運営、サービスの
透明性及び質の確保、利用者の権利擁護等を目的として設
置するものです。

・ＩＣＴの活用（テレビ電話装置等の利用）が可能です。

３２

　地域との連携等

（１）地域との交流

　サービスの提供に当たって
は、地域住民又はその自発的
な活動等との連携及び協力を
行う等の地域との交流を図っ
ていますか。

いる・いない

第27条の2

　地域に開かれた事業として行われるよう、施設は地域の
住民やボランティア団体等との連携及び協力を行う等の地
域との交流を図らなければなりません。

省令第24条の2

解釈通知

第三の3⒆
（２）地域連携推進会議

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

（２）提供した旨の確認

　サービス提供の記録に際し
利用者からサービスを提供し
た旨の確認を受けています
か。

いる・いない

省令第17条

※サービス提供実績記録表など（報酬請求の入力の際に照
合する書類等）に、利用者の確認を受けてください。

イ　利用者が、施設以外にお
いて、他の指定障害福祉サー
ビスの利用を希望する場合に
は、他の指定障害福祉サービ
ス事業者等との利用調整等必
要な支援を行っていますか。

いる・いな
い・非該当

３５

　サービス提供の記録　＊

（１）提供の記録

　サービスの種類ごとに、
サービスを提供した際に、必
要な事項をその都度記録して
いますか。

いる・いない

第20条

記録すべき事項

・提供日、具体的な内容、その他必要な事項（利用者負担
額等の伝達事項）

＜例外＞

・施設入所支援を受ける者に対して、施設サービスを提供
する場合で記録を適切に行うことができる場合は、後日一
括して記録することも差し支えありません。

３４

　相談等

ア　常に利用者の心身の状
況、その置かれている環境等
の的確な把握に努め、利用者
又は家族に対し、適切に相談
に応じるとともに、必要な助
言等を行っていますか。

いる・いない

第28条

省令第25条

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）

いる・いない
イ　地域移行等意向確認担当
者は、上記アの指針に基づ
き、地域移行等意向確認等を
実施し、アセスメントの際に
地域移行等意向確認等におい
て把握又は確認した内容を
サービス管理責任者に報告す
るとともに、当該内容を施設
障害福祉サービス計画の作成
に係る会議に報告しています
か。

ウ　地域移行等意向確認担当
者は、法第７７条第３項各号
に掲げる事業を行う者又は一
般相談支援事業若しくは特定
相談支援事業を行う者と連携
し、地域における障害福祉
サービスの体験的な利用に係
る支援その他の地域生活への
移行に向けた支援を行うよう
努めていますか。

いる・いない



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

エ　上記アからウの費用を受
領した場合に、利用者に領収
書を交付していますか。

いる・いない

オ　上記ウのサービス提供に
当たり、利用者に対しあらか
じめサービスの内容及び費用
について説明し、同意を得て
いますか。

いる・いない

＜利用者負担の費目と金額等を記載してください＞

費目名 ： 金額

：

：

：

：

円

円

円

円

３７

　利用者負担額等の受領　＊

ア　法定代理受領の場合、利
用者から利用者負担額を受領
していますか。

いる・いない

第22条

省令第19条

いる・いない
イ　法定代理受領を行わない
サービスを提供した際は、当
該サービスに係る費用基準額
を受領していますか。

ウ　上記ア、イのほか、提供
した便宜に要する費用のう
ち、利用者から受けることが
できる右の費用の支払いを受
けていますか。

いる・いない

＜条例・省令で定める利用者負担＞

① 食事の提供に要する費用

② （生活介護のみ）創作活動に係る材料費

（短期入所）光熱水費

第104条

※短期入所

（施設入所支援を行う場合）光熱水費、被服費

③

運営規程

重要事項説明書　等

「障害福祉サービス
等における日常生活
に要する費用の取扱
について」（平成18
年障発第1206002号
厚労省通知）

④ 日用品費

⑤ サービスにおいて提供される便宜の費用のうち、日常
生活において通常必要となるものに係る費用であっ
て、利用者に負担させることが適当であると認められ
るもの（その他日常生活費）

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（通
所）

イ　金銭の支払を求める際
に、使途、額及び支払を求め
る理由を書面で明らかにする
とともに利用者に説明を行
い、その同意を得ています
か。

いる・いない ・利用者負担額等はこの限りではありません。

３６

　利用者に求めることができる
金銭支払の範囲等

ア　利用者負担額以外に利用
者から金銭の支払を求める場
合、利用者に支払いを求める
ことが適当であるものに限ら
れていますか。

いる・いない
・利用者から求める金銭については、使途が直接利用者の
便益を向上させるものでなければなりません。

　また、お世話料、管理協力費等のあいまいな名目による
費用の徴収や利用者からの一律の徴収は認められません。

第21条

省令第18条

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

　預り金を保管している場
所、通帳保管者、印鑑保管者
がそれぞれ定められ、その保
管場所も別々の場所で適切に
管理されていますか。

　また、自己管理のための場
所は確保されていますか。

いる・いない

いる・いない

【預かりの場合】

通帳保管者名：

印鑑保管者名：

通帳保管場所：

印鑑保管場所：

あり・なし保管場所の施錠の有無：

４０

　入所者・利用者の預かり金等
の取り扱い

（１）規程等の作成

いる・いな
い・非該当

・利用者の所持金を施設等で管理する場合は、本人、家
族、管理者の合意のもとに管理してください。

預り金管理規程　等・預り金管理規程： あり・なし

・自己管理者： 人

・預り金制度利用者： 人

（２）預り金の保管

　預り金を施設で管理する場
合には、「預り金管理規程」
等を作成し、それに沿った方
法で管理していますか。

・預り金事務処理要領等で通帳保管者、印鑑保管者と手続
きが定めてください。

「障害福祉サービス
等における日常生活
に要する費用の取扱
いについて」（平成
18年12月6日障発第
1206002号厚労省通
知）

イ　入所者以外の利用者の依
頼を受けて、当該利用者が同
一の月に施設が提供するサー
ビス及び他のサービスを受け
たときは、利用者負担合計額
の算定をし、利用者負担額合
計額を市町村に報告するとと
もに、利用者及び他事業者等
に通知していますか。

いる・いな
い・非該当

３９

　介護給付費又は訓練等給付費
の額に係る通知等　＊

（１）額の通知

　法定代理受領により市町村
から介護給付費又は訓練等給
付費の支給を受けた場合は、
利用者に対しその額を通知し
ていますか。

いる・いない

第24条

・通知には、通知日、サービス利用月（必要に応じて利用
の内訳）、給付費の支給日、給付額などを記載します。

・通知は、介護給付費又は訓練等給付費が支給された日以
降に通知してください。（４月のサービス利用に係る通知
は６月１５日以降になります。）

（２）法定代理受領を行わない
場合

　利用者から法定代理受領を
行わないサービスの費用を受
領した場合、サービスの内
容、額等、利用者が市町村に
介護給付費又は訓練等給付費
の請求をする上で必要な事項
を記載したサービス提供証明
書を利用者に交付しています
か。

いる・いな
い・非該当

省令第21条

３８

　利用者負担額に係る管理

ア　入所者が同一の月に、施
設が提供するサービス及び他
のサービスを受けたときは、
利用者負担額合計額を算定
し、市町村に報告するととも
に、利用者及び当該他事業者
等に通知していますか。

いる・いな
い・非該当

第23条

省令第20条

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

ウ　利用者の負担により、当
該施設の従業員以外の者によ
る介護を受けさせていません
か。

イ　常時１人以上の従業者を
介護に従事させていますか。

いる・いない
・夜間も含めて適切な介護が提供できるよう勤務体制が定
められていますか。

・サービス種類に応じて勤務体制が適切に組まれています
か。

いる・いない

【金品の引き渡し】

・前年度 件 ・今年度 回

引渡書

４１

　介護　＊

ア　利用者の心身の状況に応
じ、利用者の自立の支援と日
常生活の充実の資するよう、
適切な技術をもって介護して
いますか。

いる・いない

第29条

省令第26条

人員基準条例（入
所）

　預り金の収支状況を定期的
及び求めに応じ、利用者等に
知らせていますか。

（５）収支状況の案内

いる・いない
・定期的（少なくとも、四半期に１度程度）及び求めに応
じて利用者等に知らせていますか。

【知らせた実績】

・前年度 回 ・今年度 回

（６）遺留金品等の引き渡し

　利用者が退所した場合等
に、遺留金品等の引き渡しは
適切になされていますか。

いる・いない
・退所時金品等の引き渡しは、返還請求者及び必要と思わ
れる者の立会いのもとに行われていますか。

・引き渡し関係書類に、金品の内容、年月日、受取人の記
名押印がありますか。

（３）預り証の発行

　利用者に金品預り証を発行
していますか。

いる・いない
・預り証は相手方に交付し、施設はその写しを保管してく
ださい。

・入所（利用開始）後、新規に定期預金通帳等を作成した
場合、金品預り証の発行もれに注意してください。

・印鑑を預かり際は、預り証に印影を押してください。

（４）預り金の払出し

　預り金の払出しは、利用者
の受領印を徴し、複数職員が
立ち会って金銭の授受がなさ
れていますか。

いる・いない

　また、管理者は、預金通帳
や出納帳、領収書等を毎月点
検していますか。

いる・いない

【点検実績】

・前年度 回 ・今年度 回



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

ウ　シーツ等リネンの交換は
適切に行われて、常に清潔な
ものになっていますか。

いる・いない ・消毒方法：日光消毒、布団乾燥機等を行っていますか。

・外部委託については、契約内容等に留意

・シーツ等交換：週 回 ・ 随時

・寝具類消毒： 日光消毒 回

布団乾燥機 あり・なし

・委託業者名：

イ　利用者の被服の洗濯は、
適切に行われていますか。

いる・いない
・衣服の着替え、洗濯は清潔、快適を基本としています
か。

名 ・週 回

名 ・週 回

・洗濯を自分で行う：

・施設側で行う：

ウ　おむつ交換時は、利用者
の心情に配慮していますか。
また清潔なタオルで清拭し、
皮膚の状態、床ずれの有無な
ど肌に異常がないか、尿、便
に異常がないか観察するよう
にしていますか。

いる・いな
い・非該当

・汚物入容器は見苦しくないですか。

・汚物は速やかに処理されていますか。

・おむつ交換は、汚れたら求めに応じて直ちに交換する随
時交換が基本ですが、意思伝達が不可能な場合は、十分な
頻度で行う必要があります。

・衝立、カーテン等の活用： あり・なし

４３

　被服・寝具

ア　利用者に対し、離床、着
替え及び整容その他必要な支
援を適切に行っていますか。
＊

第29条

省令第26条

いる・いない
・利用者の衣類は、季節、生活サイクルに合わせた着替え
が行われていますか。

・生活のメリハリとしての身だしなみ、着替えや整容の自
立援助等への配慮は適切ですか。

・昼間は昼の服に、夜は寝間着に着替え、生活にけじめを
つけることをすすめ、自立に向けての援助を行っています
か。

定時　（１日 回） 随時　（平均 回）

・おむつ外しを試みた人数：

　前年度 名 ・今年度 名

・対策内容

人員基準条例（入
所）

・感染対策に留意していますか。

・おむつ交換は、頻繁に行えばよいということではなく、
利用者の排泄状況を踏まえて行ってください。

名・おむつ使用者： （うち夜間のみ 名）

・おむつ交換：

４２

　排泄

ア　利用者の心身の状況に応
じ、適切な方法で必要な援助
を行っていますか。　＊

いる・いない

第29条

省令第26条

・ポータブルトイレの使用や時間によるトイレ誘導等、適
切な方法で必要な援助を行っていますか。

人員基準条例（入
所）

イ　右のような事項に留意し
て、利用者のおむつを適切に
取り換えていますか。＊

いる・いな
い・非該当

・夜間の排泄介助及びおむつ交換は、十分配慮されていま
すか。

・不安感や羞恥心への配慮をしていますか。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

イ　あらかじめ、利用者に対
し、食事の提供の有無を確認
していますか。また、食事を
提供する場合には、その内容
及び費用について説明を行
い、利用者の同意を得ていま
すか。

　利用者の心身の状況（咀嚼
能力、健康状態等）に合わせ
た調理内容になっています
か。

　適切な栄養量及び内容の食
事の確保のため栄養士等によ
る栄養管理が行われています
か

４４

　食事

（１）食事の提供

いる・いない
ア　食事の提供を行っていま
すか。

第37条

省令第34条

【食事の提供方法】

□

□
調理方法

□

レチノー
ル当量
μｇ

ビタミン
Ｂ1
ｍｇ

ビタミン
Ｂ2
ｍｇ

ビタミン
Ｃ
ｍｇ

□
栄養士の配置状況

　直接実施

　外部委託

　栄養士を配置している

　栄養士を配置していない

・委託業者名：

・所在地：

委託契約書

・現場責任者を配置してください。

・委託業者が適正な衛生管理の下、調理を行っていること
について、定期的に確認してください。

・食材購入を含めた委託をしている場合、食材の検収を施
設の栄養士も関わり、定期的にチェックしてください。

・受託業者が実施した給食業務従事者の健康診断及び検便
の実施状況及び結果を確認してください。

※業務委託契約書に、施設側からの契約解除、委託業務の
遂行が困難となった場合の業務の代行保証、受託業者の責
任で施設に損害を与えた場合の損害賠償などを盛り込んで
ください。

➡　委託している場合は、委託業者名等を記載してくださ
い。

人員基準条例（入
所）

（３）調理内容

いる・いない （内容）

一般食、刻み食、ミキサー食、栄養補給、ゼリー食、
治療食（糖尿、肥満、減塩、アレルギー食等）　等

いる・いない ※正当な理由がなく食事の提供を拒んではなりません。

「正当な理由」に当たる事由

ア　明らかに利用者が適切な食事を確保できる状態に
　ある場合

イ　利用者の心身の状況から、明らかに適切でない
　内容の食事を求められた場合　　等

※短期入所事業所は、利用者等から依頼を受けた場合は、
利用者に食事の提供を行わなければなりません。

（２）栄養管理

いる・いない

　また、栄養士を配置しない
施設においては、献立の内
容、栄養価の算定、調理の方
法等について保健所の指導を
受けていますか。

いる・いな
い・非該当 　栄養管理等（必要な栄養基準量は確保されているか）

目標量

項目
エネルギ―
㎉

タンパク
質　ｇ

脂肪
ｇ

カルシウ
ム
ｍｇ

鉄
ｍｇ

前年度
摂取量

直近1月の
摂取量



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

（４）提供時間

　適切な時間に食事の提供を
行っていますか。

いる・いない （朝食）

（昼食）

時 分

時 分

時

時

時

分

分

分

～

～

～ 時 分

・食事の時間は落ち着いて食事ができ、適温で食べられる
ようになっていますか。

・身体症状に応じた食事のための自助具を活用しています
か。

給食会議録

（６）検食

　検食は食事の提供前に実施
していますか。

いる・いない

　検食者は適切ですか。 はい・いいえ

いる・いない

・検食は、食事前に行い、異味、異臭その他の異常が感じ
られる場合には、直ちに食事の提供を中止するなどの措置
を講じることとされています。

・検食者は、特定の人に固定しないようにしてください。

・調理員は検食を受ける側なので、それ以外の者で実施し
てください。

・検食は、衛生面、栄養面、嗜好面等から点検してくださ
い。

検食簿

・残存能力を引き出すような配慮をした食事介助ですか。

（５）給食会議等

　嗜好調査、残食（菜）調査
及び給食会議が適切になされ
ており、その結果が献立に反
映され、食事のメニューに工
夫がなされていますか。

いる・いない ➡　嗜好調査：

➡　残食（菜）調査：

➡　給食会議：

あり・なし

回／年

回／年

・嗜好調査や残食（菜）調査、検食等の結果をメニューに
反映したり、味付けの工夫や選択的食事（選択メニュー
制、バイキング方式、カフェテリア方式等）を実施する
等、食事への配慮をしていますか。

・給食会議は、管理者等関係職員が参加して定期的に開催
してください。

（夕食）

　検食簿は作成していますか。

届出日： 年 月 日

　食品衛生責任者を設置していますか。

（７）献立

　予定献立表、実施献立表を
作成していますか。

いる・いない ・サイクルメニューにならないよう努めてください。 予定献立表

実施献立表

（８）給食日誌

　給食日誌は、適切に記録さ
れていますか。

いる・いない あり・なし

・給食日誌の供覧、決裁はされていますか。

・施設長、管理者等は定期的にチェックしてください。

給食日誌

（９）保健所への届出

➡　給食日誌の供覧、決裁：

職名：

氏名：

・食品衛生責任者が変更になった場合などは、変更届が必
要です。

・１回１００食以上、１日２５０食以上の場合は、特定求
職施設（健康増進法）の届出が必要です。

　給食施設を設置した場合
は、届出をしていますか。

いる・いない
　施設で食品を提供する場合は、保健所へ届出をしていま
すか。

食品衛生法施行条例

第7条、第8条
保健所への届出： あり・なし



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

（９）衛生管理

ア　調理室及び食品庫の管理
は適切に行われていますか。

いる・いない 回／年食品庫の清掃： 「大量調理施設衛生
管理マニュアル」
（平成9年3月24日衛
食第85号/最終校
正；平成29年6月16
日付生食発616第1
号）

・調理業務の管理は大量調理施設衛生管理マニュアルによ
り適切に管理してください。

イ　食堂、便所等の衛生管理
は適切に行われていますか。

いる・いない あり・なし保健所の立ち入り検査：

検査年月日： 年 月 日

　入浴支援　＊

（１）入浴方法

　個々の入所者の身体状況に
応じて適切な方法により実施
していますか。

いる・いない
第29条

省令第26条

【心身の状況に応じた入浴】

・適切な入浴回数を確保していますか。

・一般浴、特別浴、介助浴等、適切な方法により実施して
いますか。

種類 時間帯 夜間浴等

指摘事項： あり・なし

➡「あり」の場合、指摘内容及び改善事項

・消毒設備、食器及び調理器具、給食材料の保管、防虫・
防鼠の設備等は適切ですか。

・保健所の立入検査の指摘事項は改善していますか。

・便所の定期的な清掃・消毒を行っていますか。

（１０）調理関係職員

ア　調理関係職員の検便は適
切に行われていますか。

いる・いない
・毎月の検便が必要です。非常勤職員、パート職員も漏れ
なく実施してください。

検便結果

・腸管出血性大腸菌Ｏ－１５７の検査も実施してくださ
い。１０月～３月は、必要に応じノロウイルス検査も含め
てください。

イ　調理従業者等が下痢、嘔
吐、発熱などの症状があった
と時、手指等に化膿創があっ
た時には、調理作業に従事さ
せていませんか。

いる・いない

４５

人員基準条例（入
所）

分ける基準 曜日
1人当り
所要時間

介助
職員数

人数

（２）入浴が困難な場合

　入浴が困難な者に対して、
シャワー浴、部分浴等により
清潔保持に努めていますか。

いる・いない
・清しきを行う際には、室温を暖かく保ち、手順よく手早
く行っていますか。

（３）プライバシーの尊重

　入浴の介助は、プライバ
シーを尊重する方法で行われ
ていますか。

　また、同性介助を望む者に
対しては、応えられるような
配慮をしていますか。

いる・いない

いる・いない

【プライバシーの尊重】

・被介助者の羞恥心に対する配慮が欠けていたり、ゆとり
のない流れ作業的な洗い方をしていませんか。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

➡入浴時に事故が生じないよう心がけている事項を記載し
てください。

（５）職員の配置体制、研修、
マニュアルの作成

ア　たとえ短時間であっても
職員が目を離すことがないよ
う、事故防止の検討や入浴マ
ニュアルの作成、研修等を十
分実施していますか。

いる・いない

イ　複数の職員が配置され、
仮に事故対応が生じても、他
の入浴者への見守りについて
連携する体制が確保されてい
ますか。

いる・いない

ウ　機械浴の操作に当たっ
て、危険がないよう、職員の
意見も取り入れて操作マニュ
アル等を作成するなど、定期
的に職員に周知しています
か。

いる・いない

（４）安全の配慮

　浴室の設備や管理が入所者
の安全に配慮したものとなっ
ていますか。

いる・いない
・手すり、暖房、脱衣、シャワー浴設備等の配慮はありま
すか。

・蛇口から直接熱湯が出ないよう温度調節をする等、安全
に配慮していますか。

エ　機械浴の操作マニュアル
や緊急時の対応マニュアル等
を、浴室に備えていますか。

いる・いない

【死亡に至った入浴時の事故の例（高齢者施設等）】

① 　職員が１人で、寝台型機械浴槽用のリフト型スト
レッチャー上で、洗身介助を行っていた。背中を洗う
ため横向きにしようとした際、入所者が頭から転落し
た。

② 　職員３人で利用者４人を入浴介助中、利用者１人が
けがをしたため、職員２人が浴室を離れた。その間、
職員１人で利用者３人を介助・見守りしていた。職員
が利用者１人の体を洗っているとき、背を向けていた
浴槽内の利用者が溺れた。

③ 　職員が利用者をチェアインバスに入れ、手動の給湯
のボタンを押した後、その場を離れている間に浴槽の
水位が上がり、利用者が溺れた。

④ 　職員が利用者をリフターで浴槽に入れる際、
（（1）利用者が座位を保てないこと、（2）リフター
には前屈にならないように腰ベルトがあること）を知
らなかった。職員が隣室で介助の支援のため、その場
を離れている間に利用者が水中に前屈し溺れた。

（６）感染者等配慮

　感染が心配される疾病患者
の入浴の配慮がなされていま
すか。

いる・いない 【感染者等配慮】

・疥癬等が感染しないよう予防対策を徹底していますか。

➡予防対策の内容

（７）健康状態の確認

　入浴に伴う健康状態の確認
は行われていますか。

いる・いない ・確認項目例：血圧、体温、脈拍、呼吸数、褥瘡の有無　等

・体調の悪い者等の入浴については、医師等の指示で行わ
れていますか。

あり・なし健康状態の確認：

➡入浴後の処置内容

（８）消耗品の個別使用

　タオル等の入浴消耗品につ
いては個別に使用しています
か。

いる・いない ・感染予防対策からタオル等の共同使用は不適切です。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

コ　たん吸引等の実施に関す
る業務方法等を備え、介護職
員、看護職員等の関係する職
員ができるようにしています
か。

社会福祉士及び介護
福祉士法

第48条の2、3

平成23年社援発第
1111号厚生労働省社
会・援護局長通知

　以下、喀痰吸引・経管栄養を行う「登録特定行為事業者」に該当しない場合は、４７　生産活動へ進んでください。

イ　介護職員等がたんの吸引
等を行う場合は、「認定特定
行為業務従事者」として認定
された者に行わせています
か。

いる・いない

ウ　認定特定行為業務従事者
にたん吸引等を行わせている
場合、施設を「登録特定行為
事業者」として県に登録して
いますか。

いる・いない

エ　登録特定行為事業者とし
て実施するたん吸引等の特定
行為は認定特定行為業務従事
者で行える行為の範囲で登録
していますか。

４６

　介護職員等による喀痰吸引等

ア　社会福祉士及び介護福祉
士法第４８条の２及び３、同
法施行規則第２６条の２及び
３に基づき、喀痰吸引・経管
栄養を行う「登録特定行為事
業者」に該当しますか。

該当・非該当 　社会福祉士及び介護福祉士法に基づき、認定特定行為業
務従事者の認定を受けた介護職員等（介護福祉士に限らず
すべての介護職員が対象）が、登録特定行為事業者として
登録した施設等では、介護職員等によるたんの吸引等を実
施できます。

※制度の概要については、厚生労働省の①喀痰吸引等のパ
ンフレット、②喀痰吸引等の制度説明（概要）を参照して
ください。

※「喀痰吸引等　パンフレット」で厚生労働省ホームペー
ジを検索してください。

カ　対象者の希望や医師の指
示、心身の状況等を踏まえ
て、医師又は看護職員との連
携の下に、実施計画書を作成
していますか。

いる・いない

キ　対象者及びその家族に対
して、実施計画書等を示し
て、介護職員等がたん吸引等
を実施することを説明し、文
書による同意を得ています
か。

いる・いない

ク　実施した結果について、
結果報告書の作成、看護師、
医師への報告、安全委員会へ
の報告を行っていますか。

いる・いない

ケ　たん吸引等の実施に関す
る安全委員会を定期的に開催
していますか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

➡　登録している行為で該当しているものにチェックして
ください。

（たん吸引）

□ □ 鼻腔内口腔内

□

気管カニューレ内

（経管栄養）

□

胃ろう又は腸ろう □ 経鼻経管栄養

オ　介護職員等が行うたんの
吸引等の実施に際し、医師か
ら文書による指示を受けてい
ますか。

いる・いない



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

　生産活動の機会の提供に当
たっては、右の事項に留意・
対応していますか。

いる・いない

４７

　生産活動（生活介護）

（１）機会の提供

①地域の実情並びに製品及びサービスの需要状況等を考慮
するよう努めていますか。

※地域の実情、製品の需要状況、業界の動向の把握に努
め、利用者の心身の状況、意向、適性、障害の特性、能力
等を考慮し、多様な生産活動の場の提供に努めてくださ
い。

②生産活動に従事する者の作業時間、作業量等が過重な負
担とならないよう配慮していますか。

※利用者の障害の特性や能力等に配慮し、従事時間の工
夫、休憩時間の付与、効率的な作業の工夫等により、利用
者の負担軽減に配慮してください。

③生産活動の能率の向上が図られるよう、利用者の障害の
特性等を踏まえた工夫を行っていますか。

※作業設備・工程改善等、能率の向上に常に取り組む。

④防じん設備、消火設備等、安全面での適切な措置を講じ
ていますか。

➡どのような生産活動を行っているか記入してください。

第31条

省令第28条

人員基準条例（入
所）

② 会計処理は、「就労支援等の事業に関する会計処理の
取扱について」（平成18年社援発第1002001号厚労省
通知）及び「就労支援の事業の会計処理の基準のＱ＆
Ａ」に基づき処理すること。

※なお、社会福祉法人の場合は社会福祉法人会計基準によ
る。

③ 特に工賃変動積立金、設備等整備積立金の積立につい
ては条件があるため、上記②の通知に留意すること。

（２）食品製造を行う場合

　生産活動で食品製造を行う
場合、職員及び利用者の検便
を適切に実施していますか。

いる・いない

（３）営業許可証

　営業許可証は更新していま
すか。

いる・いな
い・非該当

４８

　工賃の支払い等　＊
　（生活介護）

　生産活動に従事している者
に、生産活動に係る事業の収
入から生産活動に係る事業に
必要な経費を控除した額に相
当する金額を工賃として支
払っていますか。

いる・いない

第32条

省令第29条

【平均工賃額】※該当する欄に記入してください。

月額 円

配分基準 あり・なし

【工賃の算定及び積立金等】

① 工賃は工賃規定に基づき、適性に算定すること。

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

・レクリエーション活動、クラブ活動、行事等の実施に創
意工夫がなされ、かつ自由に選択、参加すできるように
なっていますか。

第38条
・宗教的要素のある儀式は、参加者の選択が保障されてい
ますか。

【クラブ・レクリエーションの内容】

人員基準条例（入
所）

４９

　社会生活上の便宜の供与

（１）レクリエーション

　利用者が趣味や嗜好に応じ
た活動を通じて充実した日常
生活を送るため、レクリエー
ション行事を行うよう努めて
いますか。

いる・いない

省令第35条

（３）家族との連携

　常に利用者の家族との連携
を図るとともに、利用者とそ
の家族の交流等の機会を確保
するよう努めていますか。

いる・いない （家族との交流）

・会報の送付はありますか。 あり・なし

・家族会はありますか。 あり・なし

５０

　健康管理

第39条

省令第36条

ア　常に利用者の健康の状況
に注意するとともに、健康保
持のために適切な措置を講じ
ていますか。

いる・いない
・体温、血圧、排泄等、必要な記録をとり、健康管理に役
立てるとともに、適切な対応を行っていますか。

人員基準条例（入
所）

【施設外の活動内容（買物、食事、市町村行事、自治会
等】

（２）手続きの代行

　利用者が日常生活を営む上
で必要な行政機関に対する手
続等について、利用者又は家
族が行うことが困難であると
きは、利用者の同意を得て代
行していますか。

いる・いな
い・非該当

（行政手続きの代行）

いる・いない

・証明書等の交付申請の代行は同意を得ていますか。

・金銭に関するものは、書面等で事前に同意を得て、代行
後はその都度本人に確認していますか。

いる・いない

医療機関名：

協定書の有無：

診療科目：

※協力歯科医療機関は定めておくよう努めなければならな
いとされています。

健康診断書

５１

　協力医療機関等

（１）協力医療機関

　利用者の病状の急変等に備
えるため、あらかじめ協力医
療機関を定めていますか。

いる・いない

あり・なし
第50条

省令第46条

イ　定期の健康診断は年２回
以上実施していますか。

いる・いない ➡　健康診断の実施状況を記載して下さい。

令和 年 月 日

令和 年 月 日

（２）協力歯科医療機関

　上記（１）と同様に、あら
かじめ協力歯科医療機関を定
めていますか。

いる・いない

あり・なし

歯科医療機関名：

協定書の有無：

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

＜解釈通知第三の３(43)②＞
・指定障害者支援施設等の入所者における新興感染症
の発生時等に、感染者の診療等を迅速に対応できる体
制を平時から構築しておくため、感染症の患者に対す
る医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）第
６条第１７項に規定する第二種協定指定医療機関であ
る病院又は診療所との新興感染症発生時等における対
応を取り決めるよう努めることとしたもの。
・取り決めの内容としては、流行初期期間経過後（新
興感染症の発生の公表後４か月程度から６か月程度経
過後）において、指定障害者支援施設等の入所者が新
興感染症に感染した場合に、相談、診療、入院の要否
の判断、入院調整等を行うことが想定される。
・第二種協定指定医療機関である薬局や訪問看護ス
テーションとの連携を行うことを妨げるものではな
い。

いる・いない 医療機関名：

協定書の有無： あり・なし

診療科目：

イ　協力医療機関が第二種協
定指定医療機関である場合に
は、当該第二種協定指定医療
機関との間で、新興感染症の
発生時等の対応について協議
を行っていますか。

いる・いない ・協力医療機関が、第二種協定指定医療機関である場合に
は、当該協力機関との間で、新興感染症の発生時等におけ
る対応について協議を行うことが義務付けられています。

・当該協力医療機関との間で新興感染症発生時の対応の取
り決めまで行うことが望ましいとされています。

５３

　利用者に関する市町村への通
知

第43条

省令第39条

（１）短期入所以外

　利用者が右のいずれかに該
当する場合は、遅滞なく、意
見を付してその旨を市町村に
通知していますか。

いる・いな
い・非該当

① 　正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従
わないことにより、障害の状態を悪化させたと認める
とき。

② 　偽りその他不正な行為によって給付費を受け、又は
受けようとしたとき。

（２）短期入所

　利用者が偽りその他不正な
行為によって介護給付費の支
給を受け、又は受けようとし
たときは、遅滞なく、意見を
付してその旨を市町村に通知
していますか。

いる・いな
い・非該当

５２

　入院期間中の取り扱い
　（施設入所支援）

　入所者について、入院する
必要が生じた場合であっ
て、、入院後おおむね３月以
内に退院することが見込まれ
るときは、必要に応じて適切
な便宜を図るとともに、退院
後に再び当該施設に入所する
ことができるようにしていま
すか。

いる・いない
・「３月以内に退院する見込」は、入院先の医師に確認し
ていますか。

第41条

省令第38条

（３）第二種協定指定医療機関

ア　第二種協定指定医療機関
との間で、新興感染症の発生
時等の対応を取り決めるよう
に努めていますか。

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

第三者委員

職名：

氏名：

職名：

氏名：

「社会福祉事業の経
営者による福祉サー
ビスに関する苦情解
決の仕組みの指針に
ついて」（平成12
年、障第452号ほ
か、厚生省通知）

① 　施設に「苦情解決責任者」と「苦情受付担当者」を
置く。

　（苦情解決責任者）理事長、施設長、管理者等

　（苦情受付担当者）職員のうち適当な者

② 　苦情解決に社会性や客観性を確保し、利用者の立場
や状況に配慮した適切な対応を図るために「第三者委
員」を設置する。

５４

　苦情解決　＊

（１）苦情解決体制

　利用者又は家族からのサー
ビスに関する苦情に迅速かつ
適切に対応するため、必要な
措置を講じていますか。
（苦情解決体制を重要事項説
明書に記載して下さい。）

いる・いない

第56条

省令第52条

職名：

氏名：
苦情受付担当者

苦情解決責任者
職名：

氏名：

・第三者委員は、苦情解決に第三者が加わることで、苦情
が責任者に届かなかったり、密室化することを防ごうとす
るもので、事業者と第三者的な立場であることが重要で
す。

・第三者委員は、当該指針では、苦情解決を円滑・円満に
図ることができる者等（例：評議員（理事は除く）、監事
又は監査役、社会福祉士、民生委員・児童委員、大学教
授、弁護士など）であって、複数が望ましいとされていま
す。

（２）記録

　苦情について、受付日、内
容等を記録していますか。

いる・いない

　また、対応策・対応結果等
も記載していますか。

いる・いない

苦情記録

事故防止検討委員会
要綱

（３）行政等への対応

いる・いな
い・非該当

　右の①から⑥までの事案が
発生した場合、適切に対応し
ていますか。

①提供したサービスに関し、法第１０条第１項の規定によ
り市町村が行う文書等の提出、提示の命令、当該職員から
の質問、当該施設の帳簿書類等の検査に応じていますか。
また、利用者等の苦情に関して市町村が行う調査に協力
し、市町村の指導等があった場合、必要な改善を行ってい
ますか。

②提供したサービスに関し、法第１１条第２項の規定によ
り県知事が行う帳簿書類等の提出、提示の命令、当該職員
からの質問（実地指導）に応じていますか。

③提供したサービスに関し、法第４８条第１項の規定によ
り県知事又は市町村長が行う帳簿書類等の提出、提示の命
令又は当該職員からの質問、帳簿書類等の検査に応じてい
ますか。

④利用者等からの苦情に関して県知事又は市町村長が行う
調査に協力し、県知事又は市町村長から指導等があった場
合は、必要な改善を行っていますか。

⑤県知事等から求めがあった場合に①から④の改善内容を
報告していますか。

⑥運営適正化委員会が社会福祉法第８５条の規定により行
う苦情解決に向けた調査、斡旋にできる限り協力していま
すか。

人員基準条例（入
所）



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

日 ～

令和 年 月 日

・前回の運営指導以降の保険適用の事例の有無：

あり・なし

（６）損害賠償

　利用者へのサービス提供に
際し、賠償すべき事故が発生
した場合は、損害賠償を速や
かに行っていますか。

いる・いな
い・非該当

　また、損害賠償保険に加入
していますか。

いる・いない

※解釈通知において加入が望ましいとされています。

【保険の概要】

・賠償保険名：

・主な補償内容：

・加入期間：

令和 年 月

第40条

省令第37条

・利用者の既往症や発作の有無などを把握しておき、緊急
時の連絡方法（医療機関・家族等）や対応方法を整理し、
すぐに対応できるようにする。

緊急時等対応マニュ
アル

・救急車を呼んだ場合に情報提供など適切な対応ができる
ようにする。

・携帯連絡先、連絡網を整理し、常時すぐに連絡可能な体
制を整備する。

【緊急時に備えて日頃からできることの例】

緊急時対応を行った
際の記録

５５

　緊急時・事故発生時等の対応
＊

（１）緊急時等の対応

　サービスの提供を行ってい
るときに利用者の病状の急変
が生じた場合その他必要な場
合は、速やかに医療機関への
連絡を行う等の必要な措置を
講じていますか。

いる・いない

（３）処置の記録

　事故の状況及び事故の処置
を記録していますか。

いる・いない

いる・いない 事故報告書　等

（４）再発防止策の検討

　事故等が発生した場合、原
因究明や再発防止策等につい
て施設で検討・作成し、従業
者に周知徹底していますか。

いる・いない

【参照】

「障害者（児）施設・グループホーム等危機管理マニュア
ル」（市障害福祉課作成）

「福祉サービスにおける危機管理（リスクマネジメント）
に関する取組指針」（平成１４年３月、厚生労働省）

（５）事故防止

　ヒヤリ・ハット事例を収集
し対応策を検討するなど、事
故防止に取り組んでいます
か。

いる・いない
ヒヤリ・ハット報告
書

・緊急時の具体的な対応方法をあらかじめ想定し、従業者
で話し合うとももにマニュアル等を作成する。

・救急用品を整備するとともに応急手当の方法等につい
て、研修を行う。

（２）事故発生時の対応

第58条

省令第54条

・事故が発生した場合の対応の方法について、マニュアル
等を整備していますか。

事故対応マニュアル

・夜間、緊急時における対応方法は定めていますか。ま
た、職員等に周知徹底されていますか。

※事業所にはＡＥＤを設置することや、救命講習等を受講
することが望ましいとされています。

　サービス提供により事故等
が発生した場合は、市町村等
に報告し、利用者（当事者）
の家族等に連絡を行うととも
に、必要な措置を講じていま
すか。

人員基準条例（入
所）

人員基準条例（入
所）



　◆　介護給付費の算定及び取扱い

≪参照≫
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害
　福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準」
　（平成18年厚生労働省告示第523号）(注) 令和6年3月15日こども家庭庁・厚生労働省告示第3号改正現在
　　別表「介護給付費等単位数表」

（３）各サービスとの算定関係
　介護給付費等について、同一時間帯に複数の障害
福祉サービスに係る報酬を算定していませんか。

いる・いない

いる・いない

いる・いない

自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

（１）費用の算定
　サービスに要する費用の額は、告示別表介護給付
費等単位数表第７（短期入所）により算定する単位
数に別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣（以
下、「厚生労働大臣等」という。）が定める一単位
の単価を乗じて得た額、同表第６（生活介護）及び
第９（施設入所支援）により算定する単位数に別に
厚生労働大臣が定める一単位の単価を乗じて得た額
を算定していますか。

告示一

（２）金額換算の際の端数処理
　（１）の規定により、サービスに要する費用の額
を算定した場合において、その額に１円未満の端数
があるときは、その端数金額は切り捨てて算定して
いますか。

告示二

５６

　基本事項　＊

＜留意事項通知　第二の１⑵＞
〇　生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援（日中活動サービス）を受けている時間帯に居宅介護
　（家事援助が中心の場合）の所定単位数は算定できない。
〇　日中活動サービスの報酬については、１日当たりの支援に係る費用を包括的に評価していることから、当該サービスの
　報酬を算定した場合（宿泊型自立訓練を除く。）には、同一日に他の日中活動サービスの報酬は算定できない。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

５７

いる・いない
告示別表

第6の1

＜留意事項通知　第二の2(6)②㈨＞
○　看護師等による利用者の健康状態の把握や健康相談等が実施され、必要に応じて医
療機関への通院等により対応することが可能な場合に限り、医師を配置しない取扱いと
することができることとし、その場合にあっては所定単位数を減算するものであるこ
と。

（１）基本報酬の算定
　生活介護に係る支援を行った場合に、利用定員、
所要時間及び障害支援区分に応じ、１日につき所定
単位数を算定していますか。

　生活介護サービス費　＊

＜留意事項通知　第二の2⑹①＞
○　生活介護については、次の(一)から(三)までのいずれかに該当する者が対象となるものであること。
(一)　５０歳未満の利用者である場合　区分３（施設入所支援を合わせて受ける者にあっては区分４）以上
(二)　５０歳以上の利用者である場合　区分２（施設入所支援を合わせて受ける者にあっては区分３）以上
(三)　平成１８年厚生労働省告示第５５６号第２号から第５号までのいずれかに該当する者であって、
　　(一)及び(二)以外の者

注1～注1の4

＜留意事項通知　第二の2⑹②㈠＞
○　生活介護サービス費の基本報酬については、利用者の障害支援区分、利用定員及び所要時間に応じた報酬単価を
　算定することとする。
○　所要時間による区分については、現に要した時間により算定されるのではなく、個別支援計画に基づいて行われるべき
　サービスを行うための標準的な時間に基づき算定されるものである。
○　所要時間については、原則として、送迎に要する時間は含まないものである。
○　所要時間に応じた基本報酬を算定する際には、次に留意すること。
　ア　当日の道路状況や天候、本人の心身の状況など、やむを得ない事情により、その日の所要時間が、個別支援計画に
　　位置付けられた標準的な時間よりも短くなった場合には、個別支援計画に位置付けられた標準的な時間に基づき
　　算定して差し支えないこと。
　イ　利用者が必要とするサービスを提供する事業所が当該利用者の居住する地域にない場合等であって、送迎に要する
　　時間が往復３時間以上となる場合は、１時間を個別支援計画に位置付ける標準的な時間として加えることができる。
　ウ　医療的ケアスコアに該当する者、重症心身障害者、行動関連項目の合計点数が１０点以上である者、盲ろう者等で
　　あって、障害特性等に起因するやむを得ない理由により、利用時間が短時間（サービス提供時間が６時間未満）に
　　ならざるを得ない利用者については、日々のサービス利用前の受け入れのための準備やサービス利用後における
　　翌日の受け入れのための申し送り事項の整理、主治医への伝達事項の整理などに長時間を要すると見込まれること
　　から、これらに実際に要した時間を、１日２時間以内を限度として個別支援計画に位置付ける標準的な時間として
　　加えることができる。
　エ　送迎時に実施した居宅内での介助等（着替え、ベッド・車いすへの移乗、戸締り等）に要する時間は、個別支援計画
　　に位置付けた上で、１日１時間以内を限度として、個別支援計画に位置付ける標準的な時間として加えることが
　　できる。
　オ　実際の所要時間が、居宅においてその介護を行う者等の就業その他の理由により、個別支援計画に位置付けられた
　　標準的な時間よりも長い時間に及ぶ場合であって、日常生活上の世話を行う場合には、実際に要した時間に応じた
　　報酬単価を算定して差し支えないこと。

いる・いな
い・該当なし

（２）大規模事業所の基本報酬
　一体的な運営が行われている利用定員が８１人以
上の施設において、支援を行った場合には、所定単
位数の１０００分の９９１に相当する単位数を算定
していますか。

告示別表

第6の1　注6

いる・いな
い・該当なし

（３）医師未配置減算
　生活介護サービス費の算定に当たって、医師が配
置されていない場合は、１日につき所定単位数を減
算していますか。

告示別表

第6の1　注7



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

□

□

□

□

＜留意事項通知　第二の2⑺①＞
〇　短期入所については、次の㈠又は㈡のいずれかに該当し、かつ、居宅にお
　いてその介護を行う者の疾病その他の理由により、障害者支援施設等への短
　期間の入所を必要とする者が対象となるものであること。ただし、単身の利
　用者であっても、本人の心身の状況等から市町村が特に必要と認める場合に
　は、短期入所サービス費を算定することは可能であること。
　　㈠ 18歳以上の利用者　　 障害支援区分１以上
　　㈡ 障害児　　　　　　　 障害児支援区分１以上

いる・いな
い・該当なし

福祉型短期入所サービス費（Ⅳ）
　障害児支援区分１以上に該当する利用者が、
指定通所支援等を利用した日において、支援を
行った場合に、障害児支援区分に応じ、１日に
つきそれぞれ所定単位数を算定する。

＜留意事項通知　第二の2⑺⑥ア,イ＞
〇　福祉型短期入所サービス費(Ⅰ)又は(Ⅲ)を算定する場合には、同一日に
　他の日中活動に係る報酬は算定できない。
〇　福祉型短期入所サービス費(Ⅱ)又は(Ⅳ)については、同一日に他の日中
　活動サービスを利用する場合を想定しての日中の時間帯を除くサービスを
　提供する場合に算定するものである。

福祉型短期入所サービス費（Ⅰ）
　障害支援区分１以上に該当する利用者に対し
て、支援を行った場合に、障害支援区分に応
じ、１日につきそれぞれ所定単位数を算定す
る。

福祉型短期入所サービス費（Ⅱ）
　障害支援区分１以上に該当する利用者が、生
活介護等を利用した日において、支援を行った
場合に、障害支援区分に応じ、１日につきそれ
ぞれ所定単位数を算定する。

福祉型短期入所サービス費（Ⅲ）
　障害児支援区分１以上に該当する障害児に対
して、支援を行った場合に、障害児支援区分に
応じ、１日につきそれぞれ所定単位数を算定す
る。

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

＜留意事項通知　第二の2⑺⑤＞
〇　短期入所の日数については、入所した日及び退所した日を含むものとする。
　ただし、隣接事業所等の間で、利用者が一の隣接事業所等から退所したその
　日に他の隣接事業所等に入所する場合については、入所の日は含み、退所の
　日は含まれない。

５８

　短期入所サービス費　＊

告示別表

第7の1　注1～注4

（１）福祉型短期入所サービス費
　施設において、障害者又は障害児に対して、支援
を行った場合に、次の区分により所定単位数を算定
していますか。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

□

□

□

□

福祉型強化短期入所サービス費（Ⅲ）
　別に厚生労働大臣等が定める者に対して、支
援を行った場合に、障害児支援区分に応じ、１
日につきそれぞれ所定単位数を算定する。

福祉型強化短期入所サービス費（Ⅳ）
　別に厚生労働大臣等が定める者に対して、指
定通所支援等を利用した日において、支援を
行った場合に、障害児支援区分に応じ、１日に
つきそれぞれ所定単位数を算定する。

【こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める者】
≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号・五の四）
　スコア表の項目の欄に掲げるいずれかの医療行為を必要とする状態であり、
かつ、区分１以上に該当する者

≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号・五の五）
　スコア表の項目の欄に掲げるいずれかの医療行為を必要とする状態であり、
かつ、障害児支援区分１以上に該当する者

＜留意事項通知　第二の2⑺⑥ア,イ＞
〇　福祉型短期入所サービス費(Ⅰ)又は(Ⅲ)を算定する場合には、同一日に
　他の日中活動に係る報酬は算定できない。
〇　福祉型短期入所サービス費(Ⅱ)又は(Ⅳ)については、同一日に他の日中
　活動サービスを利用する場合を想定しての日中の時間帯を除くサービスを
　提供する場合に算定するものである。

告示別表

第7の1
いる・いな
い・該当なし

（２）福祉型強化短期入所サービス費
看護職員を常勤で1人以上配置しているものとし

て市長に届け出た施設において、障害者又は障害児
に対して、支援を行った場合に、次の区分により所
定単位数を算定していますか。

注4の2～注4の5

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

福祉型強化短期入所サービス費（Ⅰ）
　別に厚生労働大臣等が定める者に対して、支
援を行った場合に、障害支援区分に応じ、１日
につきそれぞれ所定単位数を算定する。

福祉型強化短期入所サービス費（Ⅱ）
　別に厚生労働大臣等が定める者に対して、生
活介護等を利用した日において、支援を行った
場合に、障害支援区分に応じ、１日につきそれ
ぞれ所定単位数を算定する。

５８

　短期入所サービス費　＊

【続き】



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

（１）基本報酬の算定
　施設入所支援に係る支援を行った場合に、利用定
員及び障害支援区分に応じ、１日につき所定単位数
を算定していますか。

（３）管理栄養士等未配置減算
　当該施設に管理栄養士若しくは栄養士の配置がさ
れていない場合又は配置されている管理栄養士若し
くは栄養士の配置が常勤でない場合は、利用定員に
応じ、1日につき所定単位数を減算していますか。

（２）夜勤職員欠如に該当する場合の所定単位数
の算定について
　施設における夜勤を行う生活支援員の員数が指定
障害者支援施設基準の規定により配置すべき員数を
下回っている場合については、所定単位数の１００
分の９５に相当する単位数を算定していますか。

＜留意事項通知　第二の1⑼④＞
○　夜勤を行う生活支援員の員数が指定障害者支援施設基準に満たない場合の減算については、ある月（暦月）において次のいず
れかの事態が発生した場合に、その翌月において利用者の全員（複数のサービス提供単位が設置されている場合にあっては、当該
サービス提供単位の利用者の全員）について、所定単位数が減算されることとする。
（一）夜勤時間帯（午後１０時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する１６時間をいい、原則として、施設ごと
　　に設定するものとする。）において夜勤を行う生活支援員の員数が指定障害者支援施設基準に定める員数に満たない
　　事態が２日以上連続して発生した場合
（二）夜勤時間帯において夜勤を行う生活支援員の員数が指定障害者支援施設基準に定める員数に満たない事態が４日
　　以上発生した場合

＜留意事項通知　第二の2⑼③＞
○　施設入所支援サービス費については、労働者派遣事業の適正な運営確保及び派遣労働者の保護等に関する法律の規定に
　よる労働者派遣事業により派遣された派遣労働者を配置している場合については、配置されているものとして取り扱うこ
　と。なお、調理業務の委託先のみ管理栄養士等が配置されている場合は。減算の対象となること。

いる・いない 第9の1　注1

＜留意事項通知　第二の2⑼②＞
○　施設入所支援サービス費については、入所者の障害支援区分及び施設の定員規模に応じ、算定する。
○　留意事項通知　第2(9)①の(三)又は(四)に該当する者であって、訓練等給付のうち自立訓練（機能訓練）、
　自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継続支援Ａ型又は就労継続支援Ｂ型を利用する者については、
　障害支援区分の判定を行い、区分３以上に該当する者については、当該障害支援区分に応じた施設入所支援サービス費を
　算定して差し支えないものとする。

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第9の1　注5

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第9の1　注3

告示別表

いる・いな
い・該当なし

５９

（４）地域移行等意向確認体制未整備減算
　指定障害者支援施設基準第２４条の３第１項及び
第２項に規定する基準を満たしていない場合、１日
につき５単位を所定単位数から減算していますか。

※令和８年３月３１日までは、減算を適用しない。

第9の1　注2(1)

＜留意事項通知　第二の2⑼①＞
○　施設入所支援については、次の(一)から(六)までのいずれかに該当する者が対象となるものであること。
(一)　５０歳未満の利用者である場合　区分４以上
(二)　５０歳以上の利用者である場合　区分３以上
(三)　自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援Ｂ型（指定特定相談支援事業所によるサービス等利用計画の作成の
　　手続きを経て、就労継続Ｂ型と施設入所支援の組み合わせが必要と市町村が認めた者に限る。）を受ける者であって、
　　入所によって訓練等を実施することが必要かつ効果的であるもの又は通所によって訓練等を受けることが困難なもの
(四)　特定旧法施設（法附則第２１条第１項に規定する特定旧法施設をいう。以下同じ。）に入所した者であり継続して
　　指定障害者支援施設等に入所している者又は当該施設を退所後に再度入所する者
(五)　区分３以下（５０歳未満の利用者である場合は区分２以下）であって、指定特定相談支援事業所によるサービス等
　　利用計画の作成の手続きを経て、地域における障害福祉サービスの提供体制の状況その他やむを得ない事情により、
　　通所によって介護等を受けることが困難として、生活介護と施設入所の組み合わせが必要と市町村が認めた者
(六)　平成１８年厚生労働省告示第５５６号第５号に規定するもの

告示別表

　施設入所支援サービス費
　＊



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

　各サービス費共通事項　＊ 告示別表

第6の1　注4

【厚生労働大臣が定める基準及び割合】
≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第550号第2号）
○利用者の数の基準
　①過去３月間の利用実績による減算の取扱い
　　過去３月間の利用者の数の平均値が、次のア又はイのいずれかに該当する場合、当該１月間について利用者全員に
　つき減算
　　　ア　利用定員１１人以下　利用定員の数に３を加えた数を超える場合
　　　イ　利用定員１２人以上　利用定員の数に１００分の１２５を乗じた数を超える場合
　②１日当たりの利用実績による減算の取扱い
　　１日の利用者の数が、次のア又はイのいずれかに該当する場合、当該１日について利用者全員につき減算
　　　ア　利用定員５０人以下　利用定員の数に１００分の１５０を乗じて得た数を超える場合
　　　イ　利用定員５１人以上　利用定員の数に当該利用定員の数から５０を控除した数に１００分の２５を乗じて
　　　　得た数に２５を加えた数を超える場合
○単位数に乗じる割合　１００分の７０

【厚生労働大臣が定める基準及び割合】
≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第550号第4号）
○利用者の数の基準
　①過去３月間の利用実績による減算の取扱い
　　過去３月間の利用者の延べ数が、利用定員に開所日数を乗じて得た数に１００分の１０５を乗じて得た数を超える場合
　に当該１月間について利用者全員につき減算
　②１日当たりの利用実績による減算の取扱い
　　１日の利用者の数が、次のア又はイのいずれかに該当する場合、当該１日について利用者全員につき減算
　　　ア　利用定員５０人以下　利用定員の数に１００分の１１０を乗じて得た数を超える場合
　　　イ　利用定員５１人以上　利用定員の数に当該利用定員の数から５０を控除した数に１００分の５を乗じて得た数に
　　　　５を加えた数を超える場合
○単位数に乗じる割合　１００分の７０

第9の1　注2

（１）定員超過利用減算

【生活介護】
　利用者の数が、下記の①又は②のいずれかの定員
超過利用に該当する場合、厚生労働大臣が定める割
合を所定単位数に乗じて算定していますか。
※　災害等やむを得ない事由での受入れを除く。

いる・いな
い・該当なし

いる・いな
い・該当なし

【短期入所、施設入所支援】
　利用者の数が、次の①又は②のいずれかの定員超
過利用に該当する場合、厚生労働大臣が定める割合
を所定単位数に乗じて算定していますか。
※　災害等やむを得ない事由での受入れを除く。
※　短期入所において定員超過特例加算を
　算定している期間については、定員超過
　利用減算は適用しない。

告示別表

第7の1　注16

６０



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

６０

　各サービス費共通事項　＊

【続き】

（２）人員欠如減算

（イ）サービス管理責任者欠如減算

＜留意事項通知　第二の1⑻＞
①算定される単位数
　・減算が適用される月から３月未満の月　　　　 １００分の７０
　・減算が適用される月から連続して３月以上の月 １００分の５０
②減算の具体的取扱い
　配置すべき従業者については、人員基準を満たしていない場合、人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者全員について減
算
　・１割を超えて減少した場合　　　→　その翌月から算定
　・１割の範囲内で減少した場合、常勤又は専従など従業者の員数以外の要件を満たしていない場合
　　→　その翌々月から算定

告示別表

いる・いな
い・該当なし

第6の1　注4

＜留意事項通知　第二の1⑻＞
①算定される単位数
　・減算が適用される月から５月未満の月　　　　 １００分の７０
　・減算が適用される月から連続して５月以上の月 １００分の５０
②減算の具体的取扱い
　人員基準を満たしていない場合、人員欠如が解消されるに至った月まで、利用者全員について減算
　→　その翌々月から算定

＜留意事項通知　第二の1⑽＞
○　次のいずれかに該当する月から、当該状態が解消されるに至った月の
　前月まで、該当する利用者につき減算
　(一) サービス管理責任者による指揮の下、個別支援計画が作成されていないこと。
　(二) 指定基準に規定する個別支援計画の作成に係る一連の業務（計画作成・保護者等への説明・文書による同意・計画を
　　交付）が適切に行われていないこと。

第7の1　注16

第9の1　注2

告示別表

【生活介護、施設入所支援】

　従業者の員数が、別に厚生労働大臣が定める基準
に該当する場合（配置すべき員数を下回っている場
合）に、別に厚生労働大臣が定める割合を所定単位
数に乗じて得た数を算定していますか。

【厚生労働大臣が定める基準及び割合】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第550号）
○事業所に置くべき従業者の員数を満たしていないこと　１００分の７０
（３月以上継続の場合は１００分の５０）
○サービス管理責任者の員数を満たしていないこと　　　１００分の７０
（５月以上継続の場合は１００分の５０）

いる・いな
い・該当なし

第6の1　注4

告示別表

　サービスの提供に当たって、個別支援計画が作成
されていない場合に、次に掲げる場合に応じ、それ
ぞれ次に掲げる割合を所定単位数に乗じて得た数を
算定していますか。

(一)　個別支援計画が作成されていない期間が
　　　３月未満の場合　　　　１００分の７０
(二)　個別支援計画が作成されていない期間が
　　　３月以上の場合　　　　１００分の５０

いる・いな
い・該当なし

（３）個別支援計画未作成減算

（ア）サービス提供職員欠如減算

【生活介護、短期入所】

【生活介護】 第6の1　注4



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

【生活介護、施設入所支援】

いる・いな
い・該当なし

いる・いな
い・該当なし

【短期入所】

　業務継続計画の策定及び当該業務継続計画に従い
必要な措置を講じていない事実が生じた場合は、所
定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単
位数から減算していますか。

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第7の1　注15の3

（４）情報公表未報告減算

＜留意事項通知　第二の1⑿⓶(一)＞
(一)　生活介護（指定障害者支援施設が行うものに限る。）、施設入所支援
○　当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、当該各種加算を含めた単位数の合計数に対して１００分の
　１０となるものではないことに留意すること。ただし、複数の減算事由に該当する場合にあっては、当該所定単位数に
　各種減算をした上で得た単位数（減算後基本報酬所定単位数）に対する１００分の１０に相当する単位数を減算後基本
　報酬所定単位数から減算する点に留意すること。
○　当該減算については、情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない事実が生じた場合に、その翌月（基準
　を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から報告を行っていない状況が解消されるに至った月ま
　で、当該事業所の利用者全員について、所定単位数から減算することとする。
(二)　短期入所
○　当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、当該各種加算を含めた単位数の合計数に対して１００分の
　５となるものではないことに留意すること。ただし、複数の減算事由に該当する場合にあっては、当該所定単位数に各
　種減算をした上で得た単位数（減算後基本報酬所定単位数）に対する１００分の５に相当する単位数を減算後基本報酬
　所定単位数から減算する点に留意すること。
○　当該減算については、情報公表対象サービス等情報に係る報告を行っていない事実が生じた場合に、その翌月（基準
　を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から報告を行っていない状況が解消されるに至った月ま
　で、当該事業所の利用者全員について、所定単位数から減算することとする。

＜留意事項通知　第二の1⒀⓶＞
(一)　生活介護（施設が行うものに限る。）、施設入所支援
○　当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、当該各種加算を含めた単位数の合計数に対して１００分の
　３となるものではないことに留意すること。ただし、複数の減算事由に該当する場合にあっては、当該所定単位数に各
　種減算をした上で得た単位数（減算後基本報酬所定単位数）に対する１００分の３に相当する単位数を減算後基本報酬
　所定単位数から減算する点に留意すること。
○　当該減算については、業務継続計画の策定及び当該業務継続計画に従い必要な措置を講じていない事実が生じた場合
　に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から基準に満たない状況が解消され
　るに至った月まで、当該事業所の利用者全員について、所定単位数から減算することとする。
(二)　短期入所
○　当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、当該各種加算を含めた単位数の合計数に対して１００分の
　１となるものではないことに留意すること。ただし、複数の減算事由に該当する場合にあっては、当該所定単位数に各
　種減算をした上で得た単位数（減算後基本報酬所定単位数）に対する１００分の１に相当する単位数を減算後基本報酬
　所定単位数から減算する点に留意すること。
○　当該減算については、業務継続計画の策定及び当該業務継続計画に従い必要な措置を講じていない事実が生じた場合
　に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場合は当該月）から基準に満たない状況が解消され
　るに至った月まで、当該事業所の利用者全員について、所定単位数から減算することとする。

＜留意事項通知　第二の1⒀⓸＞　（経過措置）
　令和７年３月３１日までの間、「感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備」及び「非常災害に関する具体的計画」の策
定を行っている場合には、当該減算を適用しない。

第6の1　注9

【短期入所】

　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対
象サービス等情報に係る報告を行っていない場合
は、所定単位数の１００分の５に相当する単位数を
所定単位数から減算していますか。

第7の1　注15の4

　法第７６条の３第１項の規定に基づく情報公表対
象サービス等情報に係る報告を行っていない場合
は、所定単位数の１００分の１０に相当する単位数
を所定単位数から減算していますか。

（５）業務継続計画未策定減算

　業務継続計画の策定及び当該業務継続計画に従い
必要な措置を講じていない事実が生じた場合は、所
定単位数の１００分の３に相当する単位数を所定単
位数から減算していますか。

６０

第9の1　注6

【生活介護、施設入所支援】　各サービス費共通事項　＊ 第6の1　注8

【続き】
第9の1　注4

いる・いな
い・該当なし

告示別表



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

第9の1　注8

６０ 告示別表

第6の1　注10

第7の1　注15の5

第9の1　注7

【共通】

【短期入所】

第7の1　注15の6

＜留意事項通知　第二の1⒁＞
　(一)　生活介護（指定障害者支援施設が行うものに限る。）、施設入所支援
　当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、当該各種加算を含めた単位数の合計数に対して１００分の１０となる
ものではないことに留意すること。ただし、複数の減算事由に該当する場合にあっては、当該所定単位数に各種減算をした上で得
た単位数（減算後基本報酬所定単位数）に対する１００分の１０に相当する単位数を減算後基本報酬所定単位数から減算する点に
留意すること。
　(二)　短期入所
　当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、当該各種加算を含めた単位数の合計数に対して１００分の１となるも
のではないことに留意すること。ただし、複数の減算事由に該当する場合にあっては、当該所定単位数に各種減算をした上で得た
単位数（減算後基本報酬所定単位数）に対する１００分の１に相当する単位数を減算後基本報酬所定単位数から減算する点に留意
すること。

　当該減算については、次の(1)から(4)までに掲げる場合のいずれかに該当する事実が生じた場合であって、速やかに改善計画を
市長に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市長に報告することとし、事実が生じた月の翌月か
ら改善が認められた月までの間について、利用者全員について所定単位数から減算することとする。なお、「事実が生じた」と
は、運営基準を満たしていない状況が確認されたことを指すものである。
　(1) 身体拘束等に係る記録が行われていない場合。なお、身体拘束等が行われていた場合ではなく、記録が行われてい
　　ない場合である点、緊急やむを得ない理由については、切迫性、非代替性、一時性の３つの要件全てを満たし、かつ、
　　組織としてそれらの要件の確認等の手続きを行った旨を記録しなければならない点に留意すること。
　(2) 身体拘束適正化検討委員会を定期的に開催（１年に１回以上）していない場合とする。
　(3) 身体拘束等の適正化のための指針を整備していない場合。
　(4) 身体拘束等の適正化のための研修を定期的に実施（１年に１回以上）していない場合とする。

＜留意事項通知　第二の1⒂＞
○　当該所定単位数は、各種加算がなされる前の単位数とし、当該各種加算を含めた単位数の合計数に対して１００分の
　１となるものではないことに留意すること。ただし、複数の減算事由に該当する場合にあっては、当該所定単位数に各
　種減算をした上で得た単位数（減算後基本報酬所定単位数）に対する１００分の１に相当する単位数を減算後基本報酬
　所定単位数から減算する点に留意すること。
○　当該減算については、次の(1)から(3)までに掲げる場合のいずれかに該当する事実が生じた場合であって、速やかに
　改善計画を市長に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市長に報告することとし、
　事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間について、利用者全員について所定単位数から減算することと
　する。なお、「事実が生じた」とは、運営基準を満たしていない状況が確認されたことを指すものである。
　(1) 虐待防止委員会を定期的に開催（１年に１回以上）していない場合とする。
　(2) 虐待の防止のための研修を定期的に実施（１年に１回以上）していない場合とする。
　(3) 虐待防止措置（虐待防止委員会の開催及び虐待の防止のための研修の実施）を適切に実施するための担当者を配置
　　していない場合。

いる・いな
い・該当なし

【生活介護、施設入所支援】

　身体拘束等の廃止・適正化のための取組が適切に
行われていない場合は、所定単位数の１００分の１
０に相当する単位数を所定単位数から減算していま
すか。

告示別表

いる・いな
い・該当なし

　身体拘束等の廃止・適正化のための取組が適切に
行われていない場合は、所定単位数の１００分の１
に相当する単位数を所定単位数から減算しています
か。

（７）虐待防止措置未実施減算

いる・いな
い・該当なし

（６）身体拘束廃止未実施減算

第6の1　注11　虐待の防止のための取組が適切に行われていない
場合は、所定単位数の１００分の１に相当する単位
数を所定単位数から減算していますか。

【続き】

　各サービス費共通事項　＊



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

□

□

□

　施設において、厚生労働大臣が定める施設基準に
適合するものとして市長に届け出た生活介護の単位
において、支援を行った場合に、当該生活介護の単
位の利用定員に応じ、利用者（施設入所者は区分４
（５０歳以上は区分３）以上の者、施設入所者以外
は区分３（５０歳以上は区分２）以上の者に限
る。）に対して、１日につき所定単位数を加算して
いますか。

いる・いな
い・該当なし

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

人員配置体制加算（Ⅱ）

区分５若しくは区分６に該当する者若しくはこれ
に準ずる者が利用者の数の合計数の１００分の６０以
上であるもの

人員配置体制加算（Ⅲ）

区分５若しくは区分６に該当する者若しくはこれ
に準ずる者が利用者の数の合計数の１００分の５０以
上であるもの

人員配置体制加算（Ⅳ）

【厚生労働大臣が定める施設基準】
≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
○　生活介護等の単位ごとに置くべき生活支援員
　等の員数の総数が、常勤換算方法で、前年度の
　利用者の数の平均値を１．７で除して得た数
　以上であること。

【厚生労働大臣が定める施設基準】
≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
○　生活介護等の単位ごとに置くべき生活支援員
　等の員数の総数が、常勤換算方法で、前年度の
　利用者の数の平均値を２で除して得た数以上
　であること。

告示別表

第6の2

□

　人員配置体制加算　＊

【生活介護】

【厚生労働大臣が定める施設基準】
≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
○　生活介護等の単位ごとに置くべき生活支援員
　等の員数の総数が、常勤換算方法で、前年度の
　利用者の数の平均値を２．５で除して得た数
　以上であること。

人員配置体制加算（Ⅰ）

区分５若しくは区分６に該当する者若しくはこれ
に準ずる者が利用者の数の合計数の１００分の６０以
上であるもの

【厚生労働大臣が定める施設基準】
≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
○　生活介護等の単位ごとに置くべき生活支援員
　等の員数の総数が、常勤換算方法で、前年度の
　利用者の数の平均値を１．５で除して得た数
　以上であること。

＜留意事項通知　第二の１⒂＞
○　生活介護に係る従業者の員数を算定する場合の前年度の平均値は、当該年度の前年度の利用者延べ数
　（利用者延べ数については、生活介護サービス費において、所要時間３時間未満、所要時間３時間以上４時間未満、
　所要時間４時間以上５時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者数に２分の１を乗じて得た数とし、
　所要時間５時間以上６時間未満、所要時間６時間以上７時間未満の報酬を算定している利用者については、利用者
　数に４分の３を乗じて得た数として計算を行う）を開所日数で除して得た数としていることから、この算出方法に
　おける前年度の平均利用者数に応じた配置であれば、加算の要件を満たすことになる。

６１



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

　常勤換算方法で１人以上の看護職員を配置してい
るものとして、市長に届け出た施設において、利用
定員に応じ、１日につき所定単位数を加算していま
すか。

※定員超過利用減算に該当する場合は算定不可

□ 福祉専門職員配置等加算（Ⅱ）

生活支援員として常勤で配置されている従業者の
うち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は
公認心理師である従業者の割合が１００分の２５以上
であるもの

□ 福祉専門職員配置等加算（Ⅲ）

次のいずれかに該当するもの
　(1) 生活支援員等として配置されている従業者
　　のうち、常勤で配置されている従業者の割合
　　が１００分の７５以上
　(2) 生活支援員等として常勤で配置されている
　　従業者のうち、３年以上従事している従業者
　　の割合が１００分の３０以上

＜留意事項通知　第二の２(6)④＞
○　生活介護においては、加算（Ⅰ）又は（Ⅱ）
　を算定している場合であっても、加算（Ⅲ）を
　算定することができる。

□ 福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）

生活支援員として常勤で配置されている従業者の
うち、社会福祉士、介護福祉士、精神保健福祉士又は
公認心理師である従業者の割合が１００分の３５以上
であるもの

告示別表

第6の3の2

いる・いな
い・該当なし

【厚生労働大臣が定める者】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号）
○　児童福祉法に基づく指定通所支援及び基準該当通所支援に要する費用の額の
　算定に関する基準（平成24年厚生労働省告示第122号）別表障害児通所給付費等
　単位数表第１の１の表（スコア表）の項目の欄に掲げるいずれかの医療行為を
　必要とする状態である者

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

　指定基準の規定により置くべき生活支援員として
配置されている従業者のうち、一定の条件に該当す
るものとして市長に届け出た施設において、支援を
行った場合に、１日につき所定単位数を加算してい
ますか。

【スコア表の項目】
(１)人工呼吸器の管理　(２)気管切開の管理　　(３)鼻咽頭エアウェイの管理
(４)酸素療法　　　　　(５)吸引　　　　　　　(６)ネブライザーの管理
(７)経管栄養　　　　　(８)中心静脈カテーテルの管理
(９)皮下注射　　　　　(10)血糖測定　　　　　(11)継続的な透析
(12)導尿　　　　　　　(13)排便管理
(14)痙攣時における座薬挿入、吸引、酸素投与又は迷走神経刺激装置の作動等
　　の処置

第6の3

告示別表

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第7の2の2

【生活介護】６３

　福祉専門職員配置等加算　＊

【生活介護】

いる・いな
い・該当なし

【短期入所】

　看護職員を常勤換算方法で１人以上配置している
ものとして市長に届け出た施設において、別に厚生
労働大臣が定める者に対して支援を行った場合に、
生活介護の単位の利用定員に応じ、１日につき所定
単位数に常勤換算方法で算定した看護職員の数（小
数点以下は切り捨て）を乗じて得た単位数を加算し
ていますか。

　常勤看護職員等配置加算　＊

６２

【生活介護、短期入所】



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

【短期入所】

第7の2の4

６６

　夜勤職員配置体制加算　＊
　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するも
のとして市長に届け出た施設入所支援の単位におい
て、支援を行った場合に、当該施設入所支援の単位
の利用定員に応じ、１日につき所定単位数を加算し
ていますか。

【スコア表の項目】
(１)人工呼吸器の管理　　　　　(２)気管切開の管理　　　　　(３)鼻咽頭エアウェイの管理　　(４)酸素療法
(５)吸引　　　　　　　　　　　(６)ネブライザーの管理　　　(７)経管栄養
(８)中心静脈カテーテルの管理　(９)皮下注射　　　　　　　　(10)血糖測定　　　　　　　　　(11)継続的な透析
(12)導尿　　　　　　　　　　　(13)排便管理
(14)痙攣時における座薬挿入、吸引、酸素投与又は迷走神経刺激装置の作動等の処置

【福祉型強化短期入所サービス費を算定している場合】

　別に厚生労働大臣等が定める者に対し、支援を
行った場合に、１日につき所定単数を加算していま
すか。

いる・いな
い・該当なし

【施設入所支援】

６５

　重度障害児・障害者対応支援
加算　＊

　福祉型短期入所サービス費を算定している施設に
おいて、区分５若しくは区分６又は障害児支援区分
３に該当する利用者の数が当該施設の利用者の数に
１００分の５０を乗じて得た数以上である場合に、
１日につき所定単位数を加算していますか。

いる・いな
い・該当なし

【短期入所】

告示別表

第7の2の3
いる・いな
い・該当なし

６４

　医療的ケア対応支援加算　＊

【福祉型短期入所サービス費を算定している場合】

　看護職員を必要とされる数以上配置した上で、別
に厚生労働大臣等が定める者に対し、支援を行った
場合に、１日につき所定単数を加算していますか。

告示別表

＜留意事項通知　第二の2⑺⑫＞
（一）福祉型短期入所サービス費を算定する施設において、看護職員を必要とされる数以上
　　配置した上で、スコア表の項目の欄に掲げるいずれかの医療行為を必要とする状態である利用者に対して
　　指定短期入所等を提供する場合に算定可能とする。なお、この場合において、看護職員は常勤、非常勤を
　　問わないものであること。
（二）福祉型強化短期入所サービス費を算定する施設において、スコア表の項目の欄に掲げるいずれかの
　　医療行為を必要とする状態である利用者に対して指定短期入所等を提供する場合に算定可能とする。

告示別表

第9の2

＜留意事項通知　第二の2⑼④＞
　以下の（一）から（三）のいずれかの夜勤職員の配置基準を満たす場合に、市長に届け出ている利用定員の区分に応じて加算が
算定できるものとする。
（一）　前年度の利用者の数の平均値が２１人以上４０人以下の場合
　　　　夜勤２人以上
（二）　前年度の利用者の数の平均値が４１人以上６０人以下の場合
　　　　夜勤３人以上
（三）　前年度の利用者の数の平均値が６１人以上の場合
　　　　夜勤３人に、前年度の利用者の数の平均値が６０を超えて４０又はその端数を増すごとに１人を加えて得た数以上

　利用者の動向を検知できる見守り機器（利用者がベッドから離れようとしている状態又は離れたことを感知できるセンサーであ
り、当該センサーから得られた情報を外部通信機器により職員に通報できる利用者の皆森に資する機器をいう。）を、当該障害者
支援施設等の利用者の数の１００分の１５以上の数配置している場合には、夜勤を行う職員として生活支援員の員数は以下の
（四）から（六）のとおりとすることができる。
（四）　前年度の利用者の数の平均値が２１人以上４０人以下の場合
　　　　夜勤１．９人以上
（五）　前年度の利用者の数の平均値が４１人以上６０人以下の場合
　　　　夜勤２．９人以上
（六）　前年度の利用者の数の平均値が６１人以上の場合
　　　　夜勤３．９人に、前年度の利用者の数の平均値が１００を超えて４０又はその端数を増すごとに
　　　１人を加えて得た数以上

いる・いな
い・該当なし



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

＜留意事項通知　第二の2⑹⑥＞
○　「視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する従業者」とは、
　具体的には次のア又はイのいずれかに該当する者であること。
　ア　視覚障害
　　点字の指導、点訳、歩行支援等を行うことができる者
　イ　聴覚障害又は言語機能障害
　　手話通訳等を行うことができる者

＜留意事項通知　第二の2⑼⓻＞
　昼間実施サービスにおいて本加算を算定している場合であっても施設入所支援として本加算を算定できるが、この場合、昼間実
施のサービスにおいて配置されている従業者に加え、施設入所支援の従業者として加配することが必要である。

いる・いな
い・該当なし

　視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害があ
る者（視覚障害者等）である利用者の数（重度の視
覚障害、聴覚障害、言語機能障害又は知的障害のう
ち２以上の障害を有する利用者については、当該利
用者の数に２を乗じて得た数とする。）が施設の利
用者の数に一定の割合を乗じて得た数以上であっ
て、視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有す
る者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事する
従業者を、指定基準に定める人員配置に加え、常勤
換算方法で、利用者の数を一定の数で除して得た数
以上配置しているものとして市長に届け出た施設に
おいて、支援を行った場合に、１日につき所定単位
数を加算していますか。

　この場合において、生活支援員に代えて看護職員
を配置して支援を行った場合に、更に１日につき所
定単位数に３５単位に看護職員の配置人数（１を超
えて配置した人数に限る。）を乗じて得た単位数を
加算していますか。

いる・いな
い・該当なし

【生活介護、施設入所支援】

＜留意事項通知　第二の2⑹⑥＞
○　施設入所支援を提供する時間帯を通じ、看護職員（保健師、看護師又は准看護師をいう。）を１を超えて配置する
　場合に、１を超えて配置した人数に応じて昼間生活介護を受けている利用者について加算の算定ができるものである
　こと。
〇　原則として毎日夜間看護体制を確保していることを評価するものであり、通常は夜間看護体制をとっていない施設に
　おいて不定期に看護職員が夜勤を行う場合は算定できない。

６７

　夜間看護体制加算　＊

□

□

第6の4

第9の4の2

【施設入所支援】

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第9の4

　（６６）夜勤職員配置体制加算が算定されている
施設において、生活介護等を利用する利用者に対し
て施設入所支援を提供する時間に、生活支援員に代
えて看護職員（（７５）重度障害者支援加算（Ⅰ）
の算定対象となる職員を除く。）を１以上配置して
いるものとして市長に届け出た施設入所支援等の単
位において、１日につき所定単位数を加算していま
すか。

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

視覚・聴覚言語障害者支援体制加算（Ⅰ）

視覚障害者等が事業所の利用者の数に１００分の
５０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との
意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害
者等の生活支援に従事する従業者を、指定基準に定め
る人員配置に加え、常勤換算方法で、利用者の数を４
０で除して得た数以上配置している場合

視覚・聴覚言語障害者支援体制加算（Ⅱ）

視覚障害者等が事業所の利用者の数に１００分の
３０を乗じて得た数以上であって、視覚障害者等との
意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害
者等の生活支援に従事する従業者を、指定基準に定め
る人員配置に加え、常勤換算方法で、利用者の数を５
０で除して得た数以上配置している場合

６８

　視覚・聴覚言語障害者支援体
制加算　＊

告示別表



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

　別に厚生労働大臣が定める基準に適合すると認め
られた利用者の数が事業所の利用者の数に１００分
の３０を乗じて得た数以上であって、別に厚生労働
大臣が定める施設基準に適合しているものとして市
長に届け出た施設において、支援を行った場合に、
１日につき所定単位数を加算していますか。

いる・いな
い・該当なし

６９

　高次脳機能障害者支援体制加
算　＊

【生活介護、施設入所支援】

告示別表

＜留意事項通知　第二の２⑹⑧＞
○　「３０日の間」とは、暦日で３０日間をいうものであり、加算の算定対象となるのは、３０日間のうち、利用者が
　実際に利用した日数となる。
○　初期加算の算定期間が終了した後、同一の敷地内の他の事業所へ転所する場合にあっては、この加算の対象としない。
〇　本加算は、利用者が過去３月間に、当該指定障害者支援施設等に入所したことがない場合に限り算定することが
　できる。
〇　当該指定障害者支援施設等の併設又は空床利用の短期入所を利用していた者が日を空けることなく、引き続き
　当該指定障害者支援施設等に入所した場合を含む。）については、本加算は入所直前の短期入所の利用日数を３０日から
　差し引いて得た日数に限り算定するものとする。
○　３０日（入院・外泊時加算が算定される期間を含む。）を超える病院又は診療所への入院後に再度利用した場合には、
　初期加算が算定される。ただし、事業所の同一の敷地内に併設する病院又は診療所へ入院した場合についてはこの限りではな
い。

　施設において、生活介護を行った場合に、当該生
活介護の利用を開始した日から起算して３０日以内
の期間について、１日につき所定単位数を加算して
いますか。

７１ 　施設において、短期入所を行った場合に、当該短
期入所の利用を開始した日から起算して３０日以内
の期間について、１年につき３０日を限度として、
１日につき所定単位数を加算していますか。

　短期利用加算　＊

【短期入所】

いる・いな
い・該当なし

第6の5

７２

　入所時特別支援加算　＊

【施設入所支援】

第6の4の2

第9の4の3

【厚生労働大臣が定める基準に適合すると認められた利用者】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第543号）
○　脳の器質的病変の原因となる事故による受傷や疾病の発症の事実が確認され、かつ、日常生活又は社会生活に
　制約があり、その主たる原因が記憶障害、注意障害、遂行機能障害、社会的行動障害等の認知障害であること。

【厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号）
○　次の（1）及び(2)のいずれにも該当する事業所であること。
　(1) 地域生活支援事業として行われる研修（高次脳機能障害支援者要請に関する研修に限る。）又はこれに準ずる
　　ものとして知事が定める研修の課程を修了し、当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の
　　証明書の交付を受けた者であって、専ら高次脳機能障害者の支援に従事する従業者を、指定基準において定める
　　人員配置に加え、常勤換算方法で、利用者の数を５０で除して得た数以上配置していること。
　(2) (1)に規定する者を配置している旨を公表していること。

告示別表

第7の2

＜留意事項通知　第二の２⑹⑧＞
○　「３０日の間」とは、暦日で３０日間をいうものであり、加算の算定対象となるのは、３０日間のうち、利用者が
　実際に利用した日数となる。
○　初期加算の算定期間が終了した後、同一の敷地内の他の事業所へ転所する場合にあっては、この加算の対象としない。
〇　本加算は、利用者が過去３月間に、当該施設に入所したことがない場合に限り算定することができる。
○　３０日（入院・外泊時加算が算定される期間を含む。）を超える病院又は診療所への入院後に再度利用した場合には、
　初期加算が算定される。ただし、事業所の同一の敷地内に併設する病院又は診療所へ入院した場合についてはこの限りではな
い。

７０

告示別表

いる・いな
い・該当なし 　施設において、新たに入所者を受け入れた日から

起算して３０日以内の期間について、１日につき所
定単位数を加算していますか。

告示別表

第9の5

　初期加算　＊

【生活介護】

いる・いな
い・該当なし



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

＜留意事項通知　第二の２⑹⑪㈠＞
○　重度障害者支援加算（Ⅰ）を算定している事業所において、重度障害者支援加算（Ⅱ）及び重度障害者支援加算
　（Ⅲ）は算定できないものであること。

　生活介護を利用する利用者が、あらかじめ当該生
活介護の利用を予定していた日に、急病等によりそ
の利用を中止した場合において、従業者が、利用者
又はその家族等との連絡調整その他の相談援助を行
うとともに、当該利用者の状況、相談援助の内容等
を記録した場合に、１月につき４回を限度として、
所定単位数を算定していますか。

＜留意事項通知　第二の２⑹⑩＞
○　急病等によりその利用を中止した日の前々日、前日又は当日に中止の連絡があった場合について算定可能とする。
○　「利用者又はその家族等との連絡調整その他の相談支援を行う」とは、電話等により当該利用者の状況を確認し、
　引き続きサービスの利用を促すなどの相談援助を行うとともに、当該相談援助の内容を記録することであり、
　直接の面会や自宅への訪問等を要しない。

７５

　重度障害者支援加算　＊

【生活介護、短期入所、施
設入所支援】

第7の3

第6の7の2
（１）重度障害者支援加算（Ⅰ）
　　人員配置体制加算（Ⅰ）又は人員配置体制加算
（Ⅱ）及び常勤看護職員等配置加算を算定している
施設であって、当該加算の算定に必要となる生活支
援員又は看護職員の員数以上の員数を配置している
もの（看護職員を常勤換算方法で３人以上配置して
いるものに限る。）として市長に届け出た施設にお
いて、２人以上の重症心身障害者に対して支援を
行った場合に、当該サービスの単位の利用定員に応
じ、１日につき所定単位数を加算していますか。

いる・いな
い・該当なし

第9の3

【生活介護】

　欠席時対応加算　＊

【生活介護】

告示別表

第6の7

いる・いな
い・該当なし

告示別表

７４

告示別表

　訪問支援特別加算　＊

【生活介護】

いる・いな
い・該当なし

　施設において継続して生活介護を利用する利用者
について、連続した５日間、当該生活介護の利用が
なかった場合において、指定基準の規定により施設
に置くべき従業者のうちいずれかの職種の者が、個
別支援計画に基づき、あらかじめ当該利用者の同意
を得て、当該利用者の居宅を訪問して当該施設にお
ける生活介護の利用に係る相談援助等を行った場合
に、１月につき２回を限度として、個別支援計画に
位置付けられた内容の支援を行うのに要する標準的
な時間で所定単位数を算定していますか。

➡「欠席」の記録のみでは算定できません。

　【利用者名・連絡受付日・中止日・中止理由に加え、相談援助として行った内容】を記録してください。
（内容を記載できる様式を作成し、専用のファイル等で残しておくことをお勧めしています。）

➡　相談援助の内容等は記録として残してください。

第6の6

＜留意事項通知　第二の２⑹⑨＞
○　概ね３か月以上継続的にサービスを利用していた者が、最後にサービスを利用した日から中５日間以上連続して
　サービスの利用がなかった場合に、あらかじめ利用者の同意を得た上で、当該利用者の居宅を訪問し、家族等との
　連絡調整、引き続きサービスを利用するための働きかけ、当該利用者に係る個別支援計画の見直し等の支援を
　行った場合に、１回の訪問に要した時間に応じ、算定するもの
○　「５日間」とは、当該利用者に係る利用予定日にかかわらず、開所日数で５日間をいうもの
○　所要時間については、実際に要した時間により算定されるのではなく、個別支援計画に基づいて行われるべき
　サービスに要する時間に基づき算定されるもの
○　１月に２回算定する場合については、この加算の算定後又はサービスの利用後、再度５日間以上連続してサービスの
　利用がなかった場合にのみ対象となるもの

７３



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

【続き】

【厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
　次のいずれにも該当する施設であること。
○　告示別表第８の１の注１の（２）に規定する別にこども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める基準（強度行動障害）
　を満たしている利用者に対する適切な支援を行うために必要な数の生活支援員が配置されていること。（常勤換算方法
　で、基準を超える人員が配置されていれば足りる。）
○　従業者のうち強度行動障害支援者養成研修（実践研修）の課程を修了し、当該研修の事業を行った者から当該研修の
　課程を修了した旨の証明書の交付を受けた者を１以上配置し、支援計画シート等を作成すること。（実人数で算出する。）
○　生活支援員のうち、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）の課程を修了し、当該研修の事業を行った者から当該
　研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けた者の割合が１００分の２０以上であること。（実人数で算出する。）

【告示別表第8の1の注1の⑵に規定する基準（強度行動障害）】
≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第543号）
○　障害支援区分認定調査の結果に基づき、認定調査項目中「コミュニケーション」、「説明の理解」、「大声・奇声を
　出す」、「異食行動」、「多動・行動停止」、「不安定な行動」、「自らを傷つける行為」、「他人を傷つける行為」、
　「不適切な行為」、「突発的な行動」及び「過食・反すう等」並びにてんかん発作（行動関連項目）について、その行動
　関連項目が見られる頻度等をそれぞれ０点の欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が１０点以上であること。

７５

　重度障害者支援加算　＊

（２）重度障害者支援加算（Ⅱ）
　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい
るものとして市長に届け出た施設において、区分６
に該当し、かつ、告示別表第８の１の注１の（２）
に規定する利用者の支援の度合にある者に対して支
援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算し
ていますか。

いる・いな
い・該当なし

＜留意事項通知　第二の2⑹⑪㈡＞
○　次のアからウまでのいずれの要件も満たす施設において、区分６に該当し、かつ、行動関連項目合計点数が１０点以上である利用者
に対し、サービスを行った場合に算定する。
　ア　指定障害者支援施設基準に規定する人員と人員配置体制加算により配置される人員に加えて、当該利用者の支援のた
　　めに必要と認められる数の人員を加配していること。この場合、常勤換算方法で、基準を超える人員が配置されていれ
　　ば足りるものである。
　イ　施設に配置されているサービス管理責任者又は生活支援員のうち１人以上が、強度行動障害支援者養成研修（実践研
　　修）修了者であること。また、当該施設において実践研修修了者を配置し、かつ、利用者の中に行動障害を有する者が
　　いる場合は、当該利用者に係る支援計画シート等を作成すること。
　ウ　施設に配置されている生活支援員のうち２０％以上が、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者であること。
　エ　上記イ及びウにおけるサービス管理責任者及び生活支援員の数は、常勤換算方法ではなく、当該事業所においてサー
　　ビス管理責任者又は生活支援員として従事する従業者の実人数で算出し、非常勤職員についても員数に含めること。
　オ　イにおける実践研修修了者は、原則として週に１回以上、強度行動障害を有する利用者の様子を観察し、３月に１回
　　程度の頻度で支援計画シート等を見直すものとする。
　カ　ウにおける基礎研修修了者は、その他の職員と連携・協力し、支援計画シート等に基づき、強度行動障害を有する利
　　用者に対して個別の支援を行うとともに、支援記録等の作成・提出等を通じて、支援の経過を実践研修修了者にフィー
　　ドバックするものとする。
　キ　ウにおける基礎研修修了者の配置については、令和７年３月３１日までの間は、以下の要件をいずれも満たすことで、
　　算定できるものとする　（経過措置）。
　　（ア）利用者に対する支援が１日を通じて適切に確保されるよう、指定障害者支援施設基準に規定する人員と人員配置
　　　　体制加算により配置される人員に加えて、基礎研修修了者を配置するとともに、実践研修修了者の作成した支援計
　　　　画シート等に基づき、基礎研修修了者が、強度行動障害を有する者に対して日中に個別の支援を行うこと。
　　（イ）（ア）の基礎研修修了者１人の配置につき利用者５人まで算定できることとし、適切な支援を行うため、サービ
　　　　スの従事者として４時間程度は従事すること。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

＜留意事項通知　第二の2⑹⑪㈢＞
○　中核的人材養成研修の課程を修了し、当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を受けた者
（以下「中核的的人材養成研修修了者」という。）を配置し、当該者又は当該者から適切な助言及び指導を受けた実践研修修了者
が、支援計画シート等を作成する旨届出をしており、行動関連項目合計点数が１８点以上である利用者に対し、サービスを行った
場合に、１日につき所定単位数にさらに１５０単位を加算することとしている。この場合、中核的人材養成研修修了者は、原則と
して、週に１回以上、行動関連項目合計点数が１８点以上である利用者の様子を観察し、支援計画シート等の見直しに関する助言
及び指導を行うものとする。
　なお、この中核的人材については、当該事業所に常勤専従の職員として配置されることが望ましいが、必ずしも常勤又は専従を
求めるものではない。

いる・いな
い・該当なし

（４）中核的人材養成研修修了者を配置
　上記（２）及び（３）が算定されている施設で
あって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合
しているものとして市長に届け出た施設において、
別に厚生労働大臣が定める者に対し、支援を行った
場合に、更に１日につき所定単位数を加算していま
すか。

【続き】

いる・いな
い・該当なし

（３）重度障害者支援加算（Ⅲ）
　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい
るものとして市長に届け出た施設において、区分４
以上に該当し、かつ、告示別表第８の１の注１の
（２）に規定する利用者の支援の度合にある者に対
して支援を行った場合に、１日につき所定単位数を
加算していますか。
※重度障害者支援加算（Ⅱ）を算定している場合
は、加算しない。

いる・いな
い・該当なし

（５）初期段階における手厚い支援
　上記（２）及び（３）の加算が算定されている事
業所については、当該加算の算定を開始した日から
起算して１８０日以内の期間について、更に１日に
つき所定単位数を加算していますか。

７５

　重度障害者支援加算　＊

【厚生労働大臣が定める施設基準】
【告示別表第８の１の注１の（２）に規定する基準（強度行動障害）】→「（２）重度障害者支援加算（Ⅱ）」と同じ

＜留意事項通知　第二の2⑹⑪㈤＞
○　次のアからウまでのいずれの要件も満たす施設において、区分４以上に該当し、かつ、行動関連項目合計点数が１０点以上で
ある利用者に対し、サービスを行った場合に算定する。なお、重度障害者支援加算（Ⅱ）の対象者については、この加算を算定す
ることができない。
　ア　指定障害者支援施設基準に規定する人員と人員配置体制加算により配置される人員に加えて、当該利用者の支援の
　　ために必要と認められる数の人員を加配していること。この場合、常勤換算方法で、基準を超える人員が配置されて
　　いれば足りるものである。
　イ　施設に配置されているサービス管理責任者又は生活支援員のうち１人以上が、実践研修修了者であること。また、
　　当該事業所において実践研修修了者を配置し、かつ、利用者の中に行動障害を有する者がいる場合は、当該利用者に
　　係る支援計画シート等を作成すること。
　ウ　施設に配置されている生活支援員のうち２０％以上が、基礎研修修了者であること。
　エ　（二）のエからキの規定を準用する。

【厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
○　別に厚生労働大臣が定める者を１以上配置し、当該者又は当該者から適切な助言及び指導を受けた実践研修修了者
　（強度行動障害支援者養成研修（実践研修）の課程を修了し、当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した
　旨の証明書の交付を受けた者）が、支援計画シート等を作成すること。

【厚生労働大臣が定める者】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号）
○　障害支援区分認定調査の結果に基づき、認定調査項目中「コミュニケーション」、「説明の理解」、「大声・奇声を出す」、
「異食行動」、「多動・行動停止」、「不安定な行動」、「自らを傷つける行為」、「他人を傷つける行為」、「不適切な行
為」、「突発的な行動」及び「過食・反すう等」並びにてんかん発作（行動関連項目）について、その行動関連項目が見られる頻
度等をそれぞれ０点の欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が１８点以上である障害者又はこれに準ずる者

＜留意事項通知　第二の2⑹⑪㈣＞
○　重度の行動障害を有する者が、サービス利用の初期段階において、環境の変化等に適応するため特に手厚い支援を要すること
を評価したもの。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

【短期入所】

【厚生労働大臣が定める者】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号）
○　障害支援区分認定調査の結果に基づき、認定調査項目中「コミュニケーション」、「説明の理解」、「大声・奇声を出す」、
「異食行動」、「多動・行動停止」、「不安定な行動」、「自らを傷つける行為」、「他人を傷つける行為」、「不適切な行
為」、「突発的な行動」及び「過食・反すう等」並びにてんかん発作（行動関連項目）について、その行動関連項目が見られる頻
度等をそれぞれ０点の欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が１８点以上である障害者又はこれに準ずる者

７５

　重度障害者支援加算　＊

【続き】

（６）初期段階における手厚い支援（中核的人材
養成研修修了者を配置している場合）
　上記（４）の加算が算定されている事業所につい
ては、当該加算の算定を開始した日から起算して１
８０日以内の期間について、更に１日につき所定単
位数を加算していますか。

【報酬告示別表第８の１の注１に規定する利用者】
　第８の１　重度障害者等包括支援サービス費
　　注１　区分６に該当し、意思疎通を図ることに著しい支障がある者であって、次の(1)(2)のいずれかに該当する利用者
　　(1) 重度訪問介護の利用者の支援の度合に相当する支援の度合にある者で、四肢すべてに麻痺等があり、かつ、寝た
　　　きりの状態にある者のうち、次の(一)又は(二)いずれかに該当するもの
　　　(一) 人工呼吸器による呼吸管理を行っている者
　　　(二) 最重度の知的障害のある者
　　(2) 行動関連項目の合計点数が10点以上である者

いる・いな
い・該当なし （１）重度障害者支援加算（Ⅰ）

　施設において、報酬告示別表第８の１の注１に規
定する利用者の支援の度合に相当する支援の度合に
ある者に対して支援を行った場合に、１日につき所
定単位数を加算していますか。

いる・いな
い・該当なし （２）重度障害者支援加算（Ⅱ）

　施設において、区分４以上（障害児にあっては、
これに相当する支援の度合）に該当し、かつ、報酬
告示別表第８の１の注１の（２）に規定する利用者
の支援の度合にある者に対して支援を行った場合
に、１日につき所定単位数を加算していますか。
※重度障害者支援加算(Ⅰ)を算定している場合は、
加算しない。

いる・いな
い・該当なし



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

※算定対象となる障害者等
・重度障害者支援加算(Ⅰ)を算定している事業所
　　障害者　…　区分６以上に該当し、かつ、行動関連項目の合計点数が１０点以上ある者
　　障害児　…　障害児支援区分３、かつ、強度行動障害判定基準表の点数の合計が２０点以上であると市町村が認めた
　　　　　　　　障害児

・重度障害者支援加算(Ⅱ)を算定している事業所
　　障害者　…　区分４以上に該当し、かつ、行動関連項目の合計点数が１０点以上ある者
　　障害児　…　障害児支援区分２、かつ、強度行動障害判定基準表の点数の合計が２０点以上であると市町村が認めた
　　　　　　　　障害児

【こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準】
≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号・七・ホ）
　事業所の従業者のうち強度行動障害支援者養成研修（実践研修）修了者（実践研修修了者）を１以上配置し、支援計画シート等
を作成すること。

＜留意事項通知　第二の2⑺⑭(一)＞
〇　強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者若しくは重度訪問介護従業者養成研修行動障害支援課程修了者又は
　行動援護従業者養成研修修了者が、実践研修修了者が作成した支援計画に基づき支援を行った日は、更に100単位を算定
　可能とする。
〇　指定基準上置くべき従業者に加え、別に職員の配置を求めるものではない。

【こども家庭庁長官及び厚生労働大臣が定める施設基準】
≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号・七・へ）
　中核的人材養成研修修了者を１以上配置し、当該者又は当該者から適切な助言及び指導を受けた実践研修修了者が支援計画シー
ト等を作成すること。

【続き】

７５

　重度障害者支援加算　＊

いる・いな
い・該当なし （４）中核的人材養成研修修了者による支援等

　上記（３）が算定されている施設であって、別に
厚生労働大臣等が定める施設基準に適合するものと
して市長に届け出た施設において、行動関連項目合
計点数が１８点以上の障害者（障害児にあっては、
強度行動障害判定基準表の点数の合計が３０点以上
であると市町村が認めた障害児）に対し、支援を
行った場合に、更に1日につき所定単位数を加算し
ていますか。

＜留意事項通知　第二の2⑺⑭(二)＞
〇　中核的人材養成研修修了者又は当該者から適切な助言及び指導を受けた実践研修修了者が作成した支援計画に基づき支援を
行った日は、更に50単位を算定可能とする。
〇　指定基準上置くべき従業者に加え、別に職員の配置を求めるものではない。

いる・いな
い・該当なし

（３）基礎研修修了者による支援
　上記（１）及び（２）が算定されている施設で
あって、別に厚生労働大臣等が定める施設基準に適
合するものとして市長に届け出た施設において、強
度行動障害支援者養成研修修了者（基礎研修修了
者）が、障害者等に対し、支援を行った場合に、更
に1日につき所定単位数を加算していますか。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

＜留意事項通知　第二の2⑼⑤㈠＞
○　昼間、生活介護を受ける利用者に対する支援が１日を通じて適切に確保されるよう、指定障害者支援施設基準に規定
　する人員配置に加えて、常勤換算方法で１人以上の従業者を確保した場合に、施設ごと（サービス提供単位を複数設置
　している場合にあっては当該サービス提供単位ごと）に生活介護に係る全ての利用者について加算するもの。
〇　「医師意見書により特別な医療外必要であるとされる者」とは、医師意見書における特別な医療に係る項目（当分の
　間、「褥瘡の処置」及び「疼痛の看護」を含める取扱いとする。）中、いずれか１つ以上に該当する者とする。
〇　「これに準ずる者」とは、「医師意見書により特別な医療が必要であるとされる者」以外のものであって、経管栄養
　（腸ろうによる経管栄養又は経鼻経管栄養に限る。）を必要とする者とする。

＜留意事項通知　第二の2⑼⑤㈡＞
　次のアからウまでのいずれの要件も満たす指定障害者支援施設等において、区分６に該当し、かつ、行動関連項目合計点数が１
０点以上である利用者に対し、指定施設入所支援等を行った場合に算定する。
　ア、指定障害者支援施設基準に規定する人員と人員配置体制加算により配置される人員に加えて、行動関連項目合計点
　　数が１０点以上である利用者の支援のために必要と認められる数の人員を加配していること。この場合、常勤換算方
　　法で、基準を超える人員が配置されていれば足りるものである。
　イ、施設に配置されているサービス管理責任者又は生活支援員のうち１人以上が、強度行動障害支援者養成研修（実践
　　研修）修了者（以下「実践研修修了者」という。）であること。また、当該施設において実践研修修了者を配置し、
　　かつ、利用者の中に行動障害を有する者がいる場合は、当該利用者に係る支援計画シート等を作成すること。
　ウ　施設に配置されれている生活支援員のうち２０％以上が、強度行動障害支援者養成研修（基礎研修）修了者（以下
　　「基礎研修修了者」という。）であること。
　エ　上記イ及びウにおけるサービス管理責任者及び生活支援員の数は、常勤換算方法ではなく、当該施設においてサー
　　ビス管理責任者又は生活支援員として従事する従業者の実人数で算出し、非常勤職員についても員数に含めること。
　オ　イにおける実践研修修了者は、原則として週に１回以上、強度行動障害を有する利用者に様子を観察し、３月に
　　１回程度の頻度で支援計画シート等を見直すものとする。
　カ　ウにおける基礎研修修了者は、その他の職員と連携・協力し、支援計画シート等に基づき強度行動障害を有する
　　利用者に対して個別の支援を行うとともに、支援記録等の作成・提出等を通じて、支援の経過を実践研修修了者に
　　フィードバックするものとする。
　キ　ウにおける基礎研修修了者の配置については、令和７年３月３１日までの間は、以下の要件をいずれも満たすこ
　　とで、算定できるものとする（経過措置）。
　　（ア）　利用者に対する支援が１日を通じて適切に確保されるよう、指定障害者支援施設基準に規定する人員と
　　　　　人員配置体制加算により配置される基準に加えて、基礎研修修了者を配置するととおに、実践研修修了者の作
　　　　　成した支援計画シート等に基づき、基礎研修修了者が、強度行動障害を有する者に対して日中に個別の支援を
　　　　　行うこと。
　　（イ）　（ア）の基礎研修修了者１人の配置につき利用者５人まで算定できることとし、適切な支援を行うため、
　　　　　施設の従事者として４時間程度は従事すること。

いる・いな
い・該当なし

（１）重度障害者支援加算（Ⅰ）
　医師意見書により特別な医療が必要であるとされ
る者又はこれに準ずるものが利用者（生活介護等を
受ける者に限る。）の数の合計数の１００分の２０
以上であって、指定障害者支援施設基準に規定する
人員配置に加え、常勤換算方法で、看護職員又は生
活支援員を１人以上配置しているものとして市長に
届け出た施設入所支援の単位において、支援を行っ
た場合に、１日につき所定単位数を加算しています
か。

【厚生労働大臣が定める者】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号）
○　障害支援区分認定調査の結果に基づき、認定調査項目中「コミュニケーション」、「説明の理解」、「大声・奇声を出す」、
「異食行動」、「多動・行動停止」、「不安定な行動」、「自らを傷つける行為」、「他人を傷つける行為」、「不適切な行
為」、「突発的な行動」及び「過食・反すう等」並びにてんかん発作（行動関連項目）について、その行動関連項目が見られる頻
度等をそれぞれ０点の欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が１８点以上である障害者又はこれに準ずる者

いる・いな
い・該当なし

【続き】

いる・いな
い・該当なし

（２）重度障害者支援加算（Ⅱ）
　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい
るものとして市長に届け出た施設において、区分６
に該当し、かつ、報酬告示第８の１の注１の（２）
の規定する利用者の支援の度合にある者に対して支
援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算し
ていますか。

　重度障害者支援加算（Ⅰ）が算定されている施設
であって、区分６に該当し、かつ、気管切開を伴う
人工呼吸器による呼吸管理が必要な者又は重症心身
障害者が２人以上利用しているものとして市長に届
け出た施設入所支援の単位において、支援を行った
場合に更に１日につき所定単位数を加算しています
か。

７５

　重度障害者支援加算　＊

【施設入所支援】



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

＜留意事項通知　第二の2⑼⑤㈤＞
○　次のアからウまでのいずれの要件も満たす施設において、区分４以上に該当し、かつ、行動関連項目合計点数が
　１０点以上である利用者に対し、支援を行った場合に算定する。なお、重度障害者支援加算（Ⅱ）の対象者については、
　この加算を算定することができない。
　ア　指定障害者支援施設基準に規定する人員と人員配置体制加算により配置される人員に加えて、当該利用者の支援の
　　ために必要と認められる数の人員を加配していること。この場合、常勤換算方法で、基準を超える人員が配置されて
　　いれば足りるものである。
　イ　施設に配置されているサービス管理責任者又は生活支援員のうち１人以上が、実践研修修了者であること。また、
　　当該事業所において実践研修修了者を配置し、かつ、利用者の中に行動障害を有する者がいる場合は、当該利用者に
　　係る支援計画シート等を作成すること。
　ウ　施設に配置されている生活支援員のうち２０％以上が、基礎研修修了者であること。
　エ　（二）のエからキの規定を準用する。

（４）中核的人材養成研修修了者を配置
　上記（２）及び（３）が算定されている施設で
あって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合
しているものとして市長に届け出た施設において、
別に厚生労働大臣が定める者に対し、支援を行った
場合に、更に１日につき所定単位数を加算していま
すか。

【厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
○　別に厚生労働大臣が定める者を１以上配置し、当該者又は当該者から適切な助言及び指導を受けた実践研修修了者
　（強度行動障害支援者養成研修（実践研修）の課程を修了し、当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した
　旨の証明書の交付を受けた者）が、支援計画シート等を作成すること。

【厚生労働大臣が定める者】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号）
○　障害支援区分認定調査の結果に基づき、認定調査項目中「コミュニケーション」、「説明の理解」、「大声・奇声を出す」、
「異食行動」、「多動・行動停止」、「不安定な行動」、「自らを傷つける行為」、「他人を傷つける行為」、「不適切な行
為」、「突発的な行動」及び「過食・反すう等」並びにてんかん発作（行動関連項目）について、その行動関連項目が見られる頻
度等をそれぞれ０点の欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が１８点以上である障害者又はこれに準ずる者

＜留意事項通知　第二の2⑼⑤㈢＞
○　中核的人材養成研修の課程を修了し、当該研修の事業を行った者から当該研修の課程を修了した旨の証明書の交付を
　受けた者（以下「中核的的人材養成研修修了者」という。）を配置し、当該者又は当該者から適切な助言及び指導を受
　けた実践研修修了者が、支援計画シート等を作成する旨届出をしており、行動関連項目合計点数が１８点以上である利
　用者に対し、支援を行った場合に、１日につき所定単位数にさらに１５０単位を加算することとしている。この場合、
　中核的人材養成研修修了者は、原則として、週に１回以上、当該強度行動障害を有する利用者の様子を観察し、支援計
　画シート等の見直しに関する助言及び指導を行うものとする。
　　なお、この中核的人材の配置については、当該施設に常勤専従の職員として配置されることが望ましいが、必ずしも
　常勤又は専従を求めるものではない。

【厚生労働大臣が定める施設基準】
【告示別表第８の１の注１の（２）に規定する基準（強度行動障害）】→「（２）重度障害者支援加算（Ⅱ）」と同じ

７５

　重度障害者支援加算　＊

【続き】

いる・いな
い・該当なし

いる・いな
い・該当なし

（３）重度障害者支援加算（Ⅲ）
　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい
るものとして市長に届け出た施設において、区分４
以上に該当し、かつ、報酬告示第８の１の注１の
（２）の規定する利用者の支援の度合にある者に対
して支援を行った場合に、１日につき所定単位数を
加算していますか。
※重度障害者支援加算（Ⅱ）を算定している場合
は、加算しない。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

＜留意事項通知　第二の2⑼⑤㈣＞
○　重度の行動障害を有する者が、サービス利用の初期段階において、環境の変化等に適応するため特に手厚い支援を要すること
を評価したもの。

≪参照≫「リハビリテーションマネジメントの基本的考え方並びに加算に関する事務処理手順例及び様式例の提示について」
　（平成21.3.31障障発第0331003号厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課長通知）
○　生活機能の改善状況評価の公表については、当該事業所の利用者の利用開始時と終了（予定）時のＳＩＭの各項目及び合計点
の平均値の差について集計し、公表すること。

□

いる・いな
い・該当なし

□

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

＜留意事項通知　第二の２⑹⑫＞
○　リハビリテーション加算に係るリハビリテーションは、利用者ごとに行われる個別支援計画の一環として行われること。
○　リハビリテーション実施計画を作成した利用者について、サービスを利用した日に算定することとし、必ずしもリハビ
　リテーションが行われた日とは限らないものであること。
○　リハビリテーション実施計画の作成・見直し（作成の頻度は、生活介護においては、概ね２週間以内及び６月ごとと
　する。）や、リハビリテーションの利用終了に際して行うリハビリテーションカンファレンスの実施に当たっては、テレ
　ビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。
○　リハビリテーション実施計画については、利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。
○　リハビリテーション実施計画原案に相当する内容を個別支援計画に記載する場合は、その記録をもってリハビリテー
　ション実施計画原案の作成に代えることができるものとすること。

リハビリテーション加算（Ⅰ）

頸髄損傷による四肢の麻痺その他これに類する状
態にある障害者に対して、支援を行った場合

（５）初期段階における手厚い支援
　上記（２）及び（３）の加算が算定されている施
設については、当該加算の算定を開始した日から起
算して１８０日以内の期間について、更に１日につ
き所定単位数を加算していますか。

いる・いな
い・該当なし

いる・いな
い・該当なし

（６）初期段階における手厚い支援（中核的人材
養成研修修了者を配置している場合）
　上記（４）の加算が算定されている施設について
は、当該加算の算定を開始した日から起算して１８
０日以内の期間について、更に１日につき所定単位
数を加算していますか。

リハビリテーション加算（Ⅱ）

加算（Ⅰ）に規定する障害者以外の障害者に対し
て、支援を行った場合

７６

【生活介護】

　リハビリテーション加算　＊

７５

　重度障害者支援加算　＊

【続き】

告示別表

第6の8

　次の(1)から(5)までのいずれにも適合するものと
して市長に届け出た施設において、リハビリテー
ション実施計画が作成されているものに対して、支
援を行った場合に、１日につき所定単位数を加算し
ていますか。
(1) 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士そ
の他の職種の者が共同して、利用者ごとのリハビリ
テーション計画を作成していること。
(2) 利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従
い医師又は医師の指示を受けた理学療法士、作業療
法士又は言語聴覚士がサービスを行っているととも
に、利用者の状態を定期的に記録していること。
(3) 利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進
捗状況を定期的に評価し、必要に応じて当該計画を
見直していること。
(4) 施設に入所する利用者について、リハビリテー
ションを行う医師、理学療法士、作業療法士又は言
語聴覚士が、看護師、生活支援員その他の職種の者
に対し、リハビリテーションの観点から、日常生活
上の留意点、介護の工夫等の情報を伝達しているこ
と。
(5) (4)に掲げる利用者以外の利用者について、施
設の従業者が、必要に応じ、特定相談支援事業者を
通じて、居宅介護サービスその他の障害福祉サービ
ス事業に係る従業者に対し、リハビリテーションの
観点から、日常生活上の留意点、介護の工夫等の
情報を伝達していること。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

人
連続して６月以上雇用
されている者の数

人

【生活介護】

　施設における支援を受けた後就労（就労継続支援
Ａ型事業所への移行を除く。）し、就労を継続して
いる期間が６月に達した者（通常の事業所に雇用さ
れている者であって労働時間の延長又は休職からの
復職の際に就労に必要な知識及び能力の向上のため
の支援を一時的に必要とするものが、当該施設にお
いて支援を受けた場合にあっては、当該支援を受け
た後、就労を継続している期間が６月に達した者）
（過去３年間において、当該施設において既に当該
者の就労につき就労移行支援体制加算が算定された
者にあっては、市長が適当と認める者に限る。（就
労定着者））が前年度において１人以上いるものと
して市長に届け出た施設において、支援を行った場
合に、１日につき支援を行った日の属する年度の利
用定員に応じた所定単位数に就労定着者の数を乗じ
て得た単位数を加算していますか。

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第6の13の2

前年度 本年度

　就労移行支援体制加算　＊

告示別表

第6の11

７７

【厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
○　指定基準の規定により置くべき職員（直接支援業務に従事する者に限る。）を１以上配置していること。

＜留意事項通知　第二の2⑹⑮＞
○　ここでいう所要時間は、個別支援計画に定める時間ではなく、実際にサービス提供を行った時間であり、原則として、
　送迎のみを実施する時間は含まれない。
○　延長時間帯に、指定基準の規定により置くべき職員（直接支援業務に従事する者に限る。）を１名以上配置していること。

いる・いな
い・該当なし

　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するも
のとして市長に届け出た施設において、利用者（施
設入所者を除く。）に対して、日常生活上の世話を
行った後に引き続き所要時間８時間以上９時間未満
の支援を行った場合又は所要時間８時間以上９時間
未満の支援を行った後に引き続き日常生活上の世話
を行った場合であって、当該支援の所要時間と当該
日常生活上の世話の所要時間を通算した時間が９時
間以上であるときは、当該通算した時間の区分に応
じて所定単位数を加算していますか。

　延長支援加算　＊

【生活介護】

７９

７８

【生活介護、短期入所】

　利用者負担上限額管理加算
＊

いる・いな
い・該当なし

＜留意事項通知　第二の2⑴⑱＞
○　「利用者負担額合計額の管理を行った場合」とは、利用者が、利用者負担額
   合計額の管理を行う事業所以外の障害福祉サービスを受けた際に、上限額管理
   を行う事業所が当該利用者の負担額合計額の管理を行った場合をいう。
○　負担額が負担上限額を実際に超えているか否かは算定の条件としない。

告示別表

第6の9

第7の7

　指定基準に規定する利用者負担額合計額の管理を
行った場合に、１月につき所定単位数を加算してい
ますか。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

□

□

（１）施設において生活介護を利用する利用者が、
地域移行支援の障害福祉サービスの体験的な利用支
援を利用する場合において、施設に置くべき従業者
が、次の(1)又は(2)のいずれかに該当する支援を行
うとともに、当該利用者の状況、当該支援の内容等
を記録した場合に、所定単位数を算定しています
か。

　(1) 体験的な利用支援の利用の日において
　　昼間の時間帯における介護（訓練）等の
　　支援を行った場合
　(2) 障害福祉サービスの体験的な利用支援
　　に係る一般相談支援事業者との連絡調整
　　その他の相談援助を行った場合

【厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
○　運営規程において、施設が市により地域生活
　支援拠点等として位置づけられて
　いることを定めていること。
○　施設の従業者のうち、市及び拠点関係機関
　との連携及び調整に従事する者を１以上配置し
　ていること。

８０

【生活介護】

　障害福祉サービスの体験利用
支援加算　＊

いる・いな
い・該当なし

障害福祉サービスの体験利用支援加算（Ⅰ）

体験的な利用支援の利用を開始した日から起算し
て５日以内の期間について算定

（２）加算が算定されている施設が、別に厚生労働
大臣が定める施設基準に適合しているものとして市
長に届け出た場合に、更に１日につき所定単位数を
加算していますか。

いる・いな
い・該当なし

障害福祉サービスの体験利用支援加算（Ⅱ）

体験的な利用支援の利用を開始した日から起算し
て６日以上１５日以内の期間について算定

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

告示別表

第6の13



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

送迎加算（Ⅰ）

送迎加算（Ⅱ）

第7の12【生活介護、短期入所】

いる・いな
い・該当なし

【生活介護】

（１）利用者の送迎
　別に厚生労働大臣が定める送迎を実施しているも
のとして市長に届け出た施設において、利用者（施
設と同一敷地内にあり、又は隣接する障害者支援施
設を利用する施設入所者を除く。）に対して、その
居宅等と施設との間の送迎を行った場合に、片道に
つき所定単位数を加算していますか。

　送迎加算　＊

　別に厚生労働大臣等が定める送迎を実施している
ものとして市長に届け出た施設において、利用者に
対して、その居宅等と施設との間の送迎を行った場
合に、片道につき所定単位数を加算していますか。

（２）重度障害者対応の場合
　別に厚生労働大臣が定める送迎（（１）参照）を
実施しており、かつ、区分５若しくは区分６に該当
する者又はこれに準ずる者（区分４以下であって、
行動関連項目が１０点以上である者又は喀痰吸引等
を必要とする者）が利用者の数の合計数の１００分
の６０以上であるものとして市長に届け出た施設に
おいて、利用者に対して、その居宅等と施設との間
の送迎を行った場合には、更に片道につき所定単位
数を加算していますか。

いる・いな
い・該当なし

【厚生労働大臣が定める送迎】
　≪参照≫（平成24年厚生労働省告示第268号）
○　上記の(1)の基準に適合し、かつ、(2)又は(3)に掲げる基準の
　いずれかに適合すること。

【厚生労働大臣が定める送迎】
　≪参照≫（平成24年厚生労働省告示第268号）
○　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　(1) 施設が行うサービスの利用につき、利用者の送迎を行った
　　場合であること。
　(2) 原則として、当該月において、１回の送迎につき、
　　平均１０人以上（利用定員が２０人未満の事業所にあっては、
　　１回の送迎につき、平均的に定員の１００分の５０以上）の利用者
　　が利用していること。
　(3) 原則として、当該月において、週３回以上の送迎を実施して
　　いること。

＜留意事項通知　第二の2⑹⑯＞
○　多機能型事業所又は同一敷地内に複数の事業所が存する場合に
　ついては、原則として一の事業所として取り扱う。
○　居宅以外であっても、事業所の最寄り駅や集合場所との間の
　送迎も対象となるが、事前に利用者と合意の上、特定の場所を
　定めておく必要があることに留意する。

告示別表

第6の12

いる・いな
い・該当なし

【短期入所】

□

□

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

【生活介護、短期入所】
いる・いな
い・該当なし （３）同一敷地内の送迎

　別に厚生労働大臣等が定める送迎を実施している
場合は、所定単位数の１００分の７０に相当する単
位数を算定していますか。

８１

【厚生労働大臣等が定める送迎】
≪参照≫（平成24年厚生労働省告示第268号）
○　事業所において行われるサービスの利用につき、事業所の
　所在する建物と同一の敷地内又は隣接する敷地内の建物との間で、
　事業所の利用者の送迎を行った場合であること。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

第6の10

＜留意事項通知　第二の2⑹⑭＞
○　原則として当該施設内の調理室を使用して調理し、提供されたものについて算定するものであるが、食事の提供に
　関する業務を当該施設の最終的責任の下で第三者に委託することは差し支えない。
○　施設外で調理されたものを提供する場合（クックチル、クックフリーズ若しくは真空調理（真空パック）により
　調理を行う過程において急速に冷却若しくは冷凍したものを再度加熱して提供するもの又はクックサーブにより
　提供するものに限る。）、運搬手段等について衛生上適切な措置がなされているものについては、施設外で調理し
　搬入する方法も認められる。（出前の方法や市販の弁当を購入して、利用者に提供するような方法は加算の対象と
　はならない。）
○　利用者が施設入所支援を利用している日は、補足給付が日単位で支給されることから、この加算は算定できない。
○　献立の確認の頻度は、年に１回以上は行うこと。
○　摂食量の記録は、目視や自己申告等による方法も可能とする。例えば「完食」、「全体の１／２」、「全体の○割」
　などといったように記録すること。
○　摂食量の記録は提供した日については必ず記録すること。
○　身体障害者等で身長の測定が困難であり、これまで身長を計測したことがない者、または身長が不明な者については、
　体重のみの記録で要件をみたすものとする。
○　利用者自身の意向により、体重を知られたくない場合については、例外的に(3)を把握せずとも要件を満たすことと
　して差し支えない。その場合、個別支援記録等において意向の確認を行った旨を記録しなければならない。
○　体重などは個人情報であることから、個人情報の管理は徹底すること。

＜留意事項通知　第二の2⑺⑲＞
○　１日に複数回食事を提供した場合（複数の隣接事業所等において食事を提供した場合を含む。）の取扱いについては、
　当該加算がその食事を提供する体制に係るものであることから、複数回分の算定はできない。
○　食材費については、複数食分を利用者から徴収して差し支えないものである。

【生活介護】

【短期入所】

　低所得者等に対して、施設に従事する調理員によ
る食事の提供であること又は調理業務を第三者に委
託していること等当該施設の責任において食事提供
のための体制を整えているものとして市長に届け出
た施設において、次の(1)から(3)までのいずれにも
適合する食事の提供を行った場合に、令和９年３月
３１日までの間、１日につき所定単位数を加算して
いますか。

　(1) 当該施設の従業者として、又は
　　外部との連携により、管理栄養士又は
　　栄養士が食事の提供に係る献立を確認
　　していること。
　(2) 食事の提供を行った場合に利用者ご
　　との摂取量を記録していること。
　(3) 利用者ごとの体重又はＢＭＩをおお
　　むね６月に１回記録していること。

いる・いな
い・該当なし

８２

　食事提供体制加算　＊

【生活介護、短期入所】

いる・いな
い・該当なし 　収入が一定額以下の低所得者等であって個別支援

計画により食事の提供を行うこととなっている利用
者（施設に入所する者を除く。）に対して、施設に
従事する調理員による食事の提供であること又は調
理業務を第三者に委託していること等当該施設の責
任において食事提供のための体制を整えているもの
として市長に届け出た施設において、次の(1)から
(3)までのいずれにも適合する食事の提供を行った
場合に、令和９年３月３１日までの間、１日につき
所定単位数を加算していますか。

　(1) 当該施設の従業者として、又は
　　外部との連携により、管理栄養士又は
　　栄養士が食事の提供に係る献立を確認
　　していること。
　(2) 食事の提供を行った場合に利用者ご
　　との摂取量を記録していることをおお
　　むね６月に１回記録していること。
　(3) 利用者ごとの体重又はＢＭＩをおお
　　むね６月に１回記録していること。

告示別表

第7の8



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

□

□

　栄養スクリーニング加算　＊
いる・いな
い・該当なし

８３
いる・いな
い・該当なし

　管理栄養士又は栄養士を１名以上配置し、利用者
の日常生活状況、嗜好等を把握し、安全で衛生に留
意し適切な食事管理を行っているものとして市長に
届け出た施設について、１日につき所定単位数を加
算していますか。

告示別表

　栄養士配置加算　＊ 第7の6

【短期入所】

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する施
設の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利
用者の栄養状態のスクリーニングを行った場合に、
１回につき所定単位数を加算していますか。

告示別表
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８４

栄養士配置加算（Ⅰ）
　次のいずれにも適合する場合
（１）常勤の管理栄養士又は栄養士を１名
    以上配置していること。
（２）利用者の日常生活状況、嗜好等を把
   握し、安全で衛生に留意し適切な食事管
   理を行っていること。

栄養士配置加算（Ⅱ）
　次のいずれにも適合する場合
（１）管理栄養士又は栄養士を１名以上配
    置していること。
（２）利用者の日常生活状況、嗜好等を把
    握し、安全で衛生に留意し適切な食事
    管理を行っていること。

厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
○　利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、当該利用者の栄養状態に関する情報
　（当該利用者が低栄養又は過栄養状態の場合にあっては、栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当
　する相談支援専門員に提供していること。

＜留意事項通知　第二の2⑹⑳＞
○　栄養スクリーニング加算の算定に係る栄養状態のスクリーニング（栄養スクリーニング）は、通所の利用者に対して、
　原則として一体的に実施すべきものであること。なお、生活支援員等は、利用者全員の栄養状態を継続的に把握すること。
○　栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者について次に掲げる項目の確認を行い、確認した情報を
　相談支援専門員に対し、提供すること。
　ア　ＢＭＩ
　イ　体重変化割合
　ウ　食事摂取量
　エ　その他栄養状態リスク
○　栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議で決定することとし、原則として、
　当該事業所が当該加算に基づく栄養スクリーニングを継続的に実施すること。
○　栄養スクリーニング加算に基づく栄養スクリーニングの結果、栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供が
　必要だと判断された場合は、栄養スクリーニング加算の算定月でも栄養改善加算を算定できること。

【生活介護】

＜留意事項通知　第二の2⑺⑰＞
○　栄養士配置加算（Ⅰ）の算定に当たっては、常勤の管理栄養士又は栄養士が、指定短期入所事業所等に配置されてい
　ること。（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）の規
　定により労働者派遣事業により派遣された派遣労働者を含む。）が必要であること。
○　調理業務の委託先にのみ管理栄養士等が配置されている場合は、本加算を算定できない。
○　併設事業所又は、空床利用型事業所にあっては、本体施設である障害者支援施設等において、管理栄養士等未配置減
　算が算定されていない場合には、栄養士配置加算（Ⅰ）、管理栄養士等未配置減算の「配置されている管理栄養士又は
　栄養士が常勤でない場合」が算定されているには、栄養士配置加算（Ⅱ）を算定することが可能である。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

８５

【生活介護】

　栄養改善加算　＊

＜留意事項通知　第二の2⑹㉑＞
○　栄養改善換算を算定できる利用者は、次のいずれかの栄養状態リスクに該当する者であって、栄養改善サービスの
　提供が必要と認められる者とすること。
　　ア　ＢＭＩ
　　イ　体重変化割合
　　ウ　食事摂取量
　　エ　その他低栄養又は過栄養状態にある、又はそのおそれがあると認められる者
○　栄養改善サービスの提供は、以下のアからオまでに掲げる手順を経てなされる。
　　ア　利用者ごとの栄養状態リスクを、利用開始時に把握すること。
　　イ　利用開始時に、管理栄養士が中心となって、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、
　　　栄養状態に関する解決すべき課題の把握（栄養アセスメント）を行い、管理栄養士、看護職員、生活支援員
　　　その他の職種の者が共同して、栄養食事相談に関する事項（食事に関する内容の説明等）、解決すべき栄養管理上の
　　　課題等に対し取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成すること。作成した栄養ケア計画については、
　　　栄養改善サービスの対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、栄養ケア計画に相当する
　　　内容を個別支援計画の中に記載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えることができるものとすること。
　　ウ　栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提供すること。その際、栄養ケア計画に
　　　実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。
　　エ　栄養改善サービスの提供に当たり、居宅における食事の状況を聞き取った結果、課題がある場合は、当該課題を
　　　解決するため、利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の居宅を訪問し、居宅での食事状況・食事環境等の
　　　具体的な課題の把握や、主として食事の準備をする者に対する栄養食事相談等の栄養改善サービスを提供すること。
　　オ　利用者の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむね３月ごとに体重を測定する等により
　　　栄養状態の評価を行い、その結果を当該利用者を担当する相談支援専門員や主治の医師に対して情報提供すること。
○　おおむね３月ごとの評価の結果、上記のアからオまでのいずれかに該当する者であって、継続的に管理栄養士等が
　サービス提供を行うことにより、栄養改善の効果が期待できると認められるものについては、継続的に栄養改善サービスを
　提供する。

告示別表

第6の13の6
いる・いな
い・該当なし

　次の(1)から(4)までのいずれにも適合するものと
して市長に届け出た施設において、低栄養又は過栄
養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に
対して、当該利用者の栄養状態の改善等を目的とし
て個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理で
あって、利用者の心身の状態の維持又は向上に資す
ると認められるもの（栄養改善サービス）を行った
場合は、当該栄養改善サービスを開始した日の属す
る月から起算して３月以内の期間に限り１月に２回
を限度として所定単位数を加算していますか。

※　栄養改善サービスの開始から３月ごとの利用者
の栄養状態の評価の結果、栄養状態が改善せず、栄
養改善サービスを引き続き行うことが必要と認めら
れる利用者については、引き続き算定することがで
きます。

　(1) 当該事業所の従業者として、又は外部
　　との連携により、管理栄養士を１名以上
　　配置していること。
　(2) 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、
　　管理栄養士等が共同して、利用者ごとの
　　摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した
　　栄養ケア計画を策定していること。
　(3) 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、
　　必要に応じて当該利用者の居宅に訪問し、
　　管理栄養士等が栄養改善サービスを行っ
　　ているとともに、利用者の栄養状態を
　　定期的に記録していること。
　(4) 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗
　　状況を定期的に評価していること。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

【施設入所支援】

　次の(1)から(4)までに掲げる基準のいずれにも適
合するものとして市長に届け出た施設について、１
日につき所定単位数を加算していますか。

　(1)　常勤の管理栄養士を１名以上配置して
　 　いること。
　(2)　入所者の栄養状態を施設入所時に把握し、
　　 医師、管理栄養士、看護師その他の職種の
　 　者が共同して、入所者ごとの摂食・嚥下
　 　機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画
　 　を作成していること。
　(3)　入所者ごとの栄養ケア計画に従い栄養
　　 管理を行っているとともに、入所者の栄
     養状態を定期的に記録していること。
　(4)　入所者ごとの栄養ケア計画の進捗状況
　　 を定期的に評価し、必要に応じて当該計
　　 画を見直していること。

８６

　栄養マネジメント加算　＊
いる・いな
い・該当なし

告示別表
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＜留意事項通知　第二の2⑼⑮＞
○　栄養健康状態の維持や食生活の向上を図るため、個別の障害者の栄養、健康状態に着目した栄誉ケア・マネジメント
　の実施（以下、「栄養・ケアマネジメント」という。）を評価しているところである。
○　栄養ケア・マネジメントは、入所者ごとに行われる個別支援計画の一環として行われることに留意すること。
○　栄養ケア・マネジメントは、低栄養状態のリスクにかかわらず、原則として入所者全員に対して実施すべきものであること。
○　施設に常勤の管理栄養士を１名以上配置して行うものであること。
○　調理業務の委託先にのみ管理栄養士が配置されている場合は、当該加算を算定できない。
○　常勤の管理栄養士が、同一敷地内の複数の障害福祉サービスの栄養ケア・マネジメントを行う場合は、当該管理栄養士が
　所属する施設のみ算定できること。
○　栄養ケア・マネジメントについては、以下のアからキまでに掲げるとおり、実施すること。
　ア　入所者ごとの低栄養状態のリスクを、施設入所時に把握すること（以下、「栄養スクリーニング」という。）。
　イ　栄養スクリーニングを踏まえ、入所者ごとの解決すべき課題を把握すること（以下、「栄養アセスメント」という。）。
　ウ　栄養アセスメントを踏まえ、施設長の管理の下、医師、管理栄養士、看護職員、サービス管理責任者やその他の職種の者
　　が共同して、入所者ごとに、栄養補給に関する事項（栄養補給量、補給方法等）、栄養食事相談に関する事項（食事に
　　関する内容の説明等）、解決すべき事項に対し関連職種が共同して取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成する
　　こと。また、作成した栄養ケア計画については、栄養ケア・マネジメントの対象となる入所者又はその家族に説明し、
　　その同意を得ること。なお、指定施設入所支援においては、栄養ケア計画に相当する内容を個別支援計画の中に記載する
　　場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えるものができるものとすること。
　エ　栄養ケア計画に基づき、入所者ごとに栄養ケア・マネジメントを実施するとともに、栄養ケア計画に実施上の問題
　（栄養補給方法の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの必要性等）があれば直ちに当該計画を
　　修正すること。
　オ　入所者ごとの栄養状態に応じて、定期的に、入所者の生活機能の状況を検討し、栄養状態のモニタリングを行うこと。
　　その際、栄養スクリーニング時に把握した入所者ごとの低栄養状態のリスクのレベルに応じ、それぞれのモニタリング間隔
　　を設定し、入所者ごとの栄養ケア計画に記載すること。当該モニタリング間隔の設定に当たっては、低栄養状態のリスクの
　　高い者及び栄養補給方法の変更の必要性がある者（経管栄養法から経口栄養法への変更等）については、概ね２週間ごと、
　　低栄養状態のリスクが低い者については、概ね３月ごとに行うこと。なお、低栄養状態のリスクが低い者も含め、
　　少なくとも月１回、体重を測定するなど、入所者の栄養状態の把握を行うこと。
　カ　入所者ごとに、概ね３月を目途として、低栄養状態のリスクについて、栄養スクリーニングを実施し、栄養ケア計画の
　　見直しを行うこと。
　キ　サービスの提供の記録において、利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利用者の栄養状態を定期的に記録する
　　場合は、当該記録とは別に栄養マネジメント加算のために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はないもの。
○　栄養ケア計画を作成し、入所者又はその家族に説明し、その同意を得られた日から栄養マネジメント加算は算定を開始
　するもの。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

８８
　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい
るものとして市長に届け出た施設において、利用者
（施設入所者を除く。）の障害の特性に起因して生
じた緊急の事態その他の緊急に支援が必要な事態が
生じた場合において、当該利用者又はその家族等か
らの要請に基づき、夜間に支援を行ったときに、１
日につき所定単位数を加算していますか。

告示別表
いる・いな
い・該当なし　緊急時受入加算　＊ 第6の13の7

【生活介護】

　施設において、別に厚生労働大臣が定める者で
あって喀痰吸引等が必要なものに対して、登録特定
行為事業者の認定特定行為業務従事者が喀痰吸引等
を行った場合に、１日につき所定単位数を加算して
いますか。

告示別表

第6の13の4

厚生労働大臣が定める者】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号）
○　スコア表の項目の欄に掲げるいずれかの医療行為を必要とする状態である者
※　スコア表の項目は、８７　入浴支援加算を参照。

８７
いる・いな
い・該当なし

　別に厚生労働大臣が定める者に対して、入浴に係
る支援を提供しているものとして市長に届け出た施
設において、当該者に対して入浴を提供した場合
に、１日につき所定単位数を加算していますか。

告示別表

　入浴支援加算　＊ 第6の13の3

【厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
○　次の(1)及び(2)のいずれにも該当する事業所であること。
　(1) 運営規程において、当該事業所が市町村により地域生活支援拠点等として位置付けられていることを定めていること。
　(2) 事業所の従業者のうち、市町村又は拠点関係機関との連携及び調整に従事する者を１以上配置していること。

＜留意事項通知　第二の2⑹㉒＞
○　当該加算を算定するに当たっては、当該事業所に滞在するために必要な就寝設備を有していること及び夜間の時間帯を
　通じて１人以上の職員が配置されていること。

【厚生労働大臣が定める者】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号）
　スコア表の項目の欄に掲げるいずれかの医療行為を必要とする状態である者又は重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複し
ている障害者

【スコア表の項目】
(１)人工呼吸器の管理　　　　　(２)気管切開の管理　　　　　(３)鼻咽頭エアウェイの管理　　(４)酸素療法
(５)吸引　　　　　　　　　　　(６)ネブライザーの管理　　　(７)経管栄養
(８)中心静脈カテーテルの管理　(９)皮下注射　　　　　　　　(10)血糖測定　　　　　　　　　(11)継続的な透析
(12)導尿　　　　　　　　　　　(13)排便管理
(14)痙攣時における座薬挿入、吸引、酸素投与又は迷走神経刺激装置の作動等の処置

＜留意事項通知　第二の2⑹⑲＞
○　入浴設備については、当該事業所が整備していることが望ましいが、他の事業所の入浴設備を利用する場合においても、
　当該事業所の職員が入浴支援を行う場合に限り対象とする。
○　入浴支援に当たっては、医療的ケアを必要とする者、重症心身障害者が対象であることから、看護職員や、看護職員から
　助言・指導を受けた職員が実施することが望ましい。

【生活介護】

いる・いな
い・該当なし

８９

　喀痰吸引等実施加算　＊

【生活介護】

※加算している場合
→９０　医療連携体制加算(1）～（9）も回答してくださ
い。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

□

第7の5

【短期入所】

医療連携体制加算（Ⅶ）

医療機関等との連携により、看護職員を施設に訪
問させ、当該看護職員が認定特定行為業務従事者に喀
痰吸引等に係る指導を行った場合に、当該看護職員1
人に対し加算

告示別表

□

医療連携体制加算（Ⅷ）

喀痰吸引等が必要な者に対して、認定特定行為業
務従事者が、喀痰吸引等を行った場合に加算

医療連携体制加算（Ⅸ）※算定不可

医療連携体制加算（Ⅰ）～（Ⅵ）及び（Ⅸ）
　福祉型強化、福祉型強化特定、医療型、医療型特定、共生型（福祉型強化）短期入所サービス費の算定対象となる利用者又は生
活介護若しくは自立訓練（機能訓練）等を行う障害者支援施設等において短期入所等を行う場合の利用者については、算定できな
い。

医療連携体制加算（Ⅶ）
　福祉型強化短期入所サービス費、医療型短期入所サービス費又は医療型特定短期入所サービス費を算定している場合は算定でき
ない。

医療連携体制加算（Ⅷ）
　福祉型強化短期入所サービス費、医療型短期入所サービス費若しくは医療型特定短期入所サービス費の算定対象となる利用者は
算定できない。

＜留意事項通知　第二の２⑺⑯＞
○　施設は、あらかじめ医療機関等と委託契約を締結すること。
○　障害者に対する看護の提供又は認定特定行為業務従事者に対する喀痰吸引等に係る指導に必要な費用を医療機関に支払
　うこと。
○　当該利用者の主治医から看護の提供又は喀痰吸引等に係る指導等に関する指示を受けること。
○　指示は、利用者ごとに受けるとともに、その内容を書面で残すこと。
○　当該利用者の主治医以外の医師が主治医と十分に利用者に関する情報共有を行い、必要な指示を行うことができる場合
　に限り、主治医以外の医師が主治医と十分に利用者に関する情報共有を行い、必要な指示を行うことができる場合に限り、
　主治医以外の医師の指示であっても差し支えない。
○　看護の提供においては、当該利用者の主治医の指示で受けた具体的な看護内容等を個別支援計画等に記載すること。
○　当該利用者の主治医に対し、定期的に看護の提供状況等を報告すること。
○　看護職員の派遣については、同一法人内の他の施設に勤務する看護職員を活用する場合の可能であるが、他の事業所の
　配置基準を順守した上で、医師の指示を受けてサービスの提供を行うこと。
○　看護の提供又は喀痰吸引等に係る指導上必要となる衛生材料、医薬品等の費用は指定障害者支援施設等が負担すること。
○　医薬品等が医療保険の算定対象となる場合は、適正な診療報酬を請求すること。（「特別養護老人ホーム等における
　療養の給付の取扱いについて」（平成18年3月31日付け保医発第0331002号厚生労働省保険局医療課長通知）を参照の
　こと。）

　医療機関等との連携等により、利用者に対して看
護等を行った場合に、１日につき所定単位数を加算
していますか。

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

９０
いる・いな
い・該当なし　医療連携体制加算　＊

※加算している場合　→次ページ(1）～（9）も回答

医療連携体制加算（Ⅰ）※算定不可

医療連携体制加算（Ⅱ）※算定不可

医療連携体制加算（Ⅲ）※算定不可

医療連携体制加算（Ⅳ）※算定不可

医療連携体制加算（Ⅴ）※算定不可

医療連携体制加算（Ⅵ）※算定不可

※加算している場合　→次ページ(1）～（9）も回答



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

（２）認定特定行為業務従事者
　介護職員等がたんの吸引等を行う場合は、「認定特定行
為業務従事者」に行わせていますか。

該当する・該
当しない

いる・いない

→　たんの吸引等を行う介護職員等は、認定特定行為
業務従事者である必要があります。

（３）特定行為
　登録特定行為事業者として実施するたんの吸引等の特定
行為は、認定特定行為業務従事者の行える行為の範囲で登
録していますか。

社会福祉士及び介護
福祉士法第48条の2,
第48条の3
社会福祉士及び介護
福祉士法施行規則第
26条の2,第26条の3
平成23年社援発第
1111号厚生労働省社
会・援護局長通知

（１）登録特定行為事業者の登録
　社会福祉士及び介護福祉士法附則第２７条第２項におい
て準用する同法第４８条の３に基づき、喀痰吸引・経管栄
養を行う「登録特定行為事業者」の登録を受けています
か。

【続き】

９０

（６）対象者等の同意
　対象者及びその家族に対して、実施計画書等を示して、
介護職員等がたんの吸引等を実施することを説明し、文書
による同意を得ていますか。

いる・いない

　医療連携体制加算　＊

業務開始年月日 年 月

（９）業務方法書等の整備
　たんの吸引等の実施に関する業務方法書等を備え、介護
職員・看護職員等の関係する職員が確認できるようにして
いますか。

いる・いない

日

→　たんの吸引等の業務を行う事業者は、事業所ごと
に、その所在地の都道府県に申請し、登録喀痰吸引等
事業者（登録特定定行為事業者）の登録を受ける必要
があります。

（７）結果報告
　実施した結果について、結果報告書の作成、看護師・医
師への報告、安全委員会への報告を行っていますか。

いる・いない

（８）安全委員会の開催
　たんの吸引等の実施に関する安全委員会を定期的に開催
していますか。

いる・いない

（たん吸引）

□

いる・いない

気管カニューレ内

（経管栄養）

（５）実施計画書
　対象者の希望や医師の指示、心身の状況等を踏まえて、
医師又は看護職員との連携の下に、実施計画書を作成して
いますか。

□ 鼻腔内

□

□ 胃ろう又は腸ろう

□ 経鼻経管栄養

いる・いない

（４）医師からの指示
　介護職員等が行うたんの吸引等の実施に際し、医師から
文書による指示を受けていますか。

いる・いない

＜登録している行為で該当する項目に☑を入れてください＞

口腔内



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

＜留意事項通知　第二の2⑺⑳＞
〇　緊急短期入所受入加算は、緊急利用者を受け入れたときに、当該緊急利用者のみ加算する。
〇　「緊急利用者」とは、介護を行う者が疾病にかかっていることその他やむを得ない理由により居宅で介護を受ける
　ことができない、かつ、利用を開始した日の前々日、前日又は当日に当該施設に対し利用の連絡があった場合の利用
　者をいう。なお、新規の利用者に限られるものではなく、既に当該施設で緊急短期入所受入加算の算定実績のある利
　用者も算定対象となるものである。
〇　緊急利用した者に関する利用の理由、期間、緊急受入れ後の対応などの事項を記録しておくこと。
〇　既に緊急利用者を受け入れているために緊急の利用を希望している者を受け入れることが困難な場合は、利用希望
　者に対し、別の事業所を紹介するなど適切な対応を行うこと。
〇　本加算の算定対象期間は原則として７日以内とする。ただし、利用者の介護を行う家族等の疾病が当初の想定を超えて
　長期間に及んだことにより在宅への復帰が困難となったこと等やむを得ない事情により、７日以内に適切な方策が立てら
　れない場合には、その状況を記録した上で１４日を限度に引き続き加算を算定することができる。その場合であっても、
　利用者負担軽減に配慮する観点から、機械的に加算算定を継続するのではなく、随時、適切なアセスメントによる代替
　手段の確保等について、十分検討すること。

９１

　緊急利用者に対し、居宅においてその介護を行う
者の急病等の理由により、利用者の基準を超えて指
定短期入所等を緊急に行った場合に、１０日を限度
として、１日につき所定単位数を加算しています
か。

９２

　定員超過特例加算　＊

【短期入所】

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第7の10

いる・いな
い・該当なし

＜留意事項通知　第二の2⑺㉑＞
○　緊急利用者を受け入れ、かつ運営規程に定める利用定員を上回る利用者に指定短期入所を行った場合に、利用者全員につき
　算定可能とする。
○　「緊急利用者」とは、介護を行う者が疾病にかかっていることその他やむを得ない場合により居宅で介護を受けることが
　できない、かつ、利用を開始した日の前々日、前日又は当日に当該事業所に対し利用の連絡があった場合の利用者をいう。
○　新規の利用者に限られるものではなく、既に本加算の算定実績のある利用者も算定対象となるもの。
○　本加算は10日を限度として算定する。
○　本加算を算定している場合にあっては、定員超過減算及び大規模減算は適用しない。

　緊急利用者に対し、居宅においてその介護を行う
者の急病等の理由により、支援を緊急に行った場合
に、当該支援を緊急に行った日から起算して７日
（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等や
むを得ない事情がある場合は、１４日）を限度とし
て、１日につき所定単位数を加算していますか。

告示別表

　緊急短期入所受入加算　＊ 第7の9

【短期入所】



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

第7の13の3

第9の13の4

【生活介護】

いる・いな
い・該当なし 　別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場

合において、広域的支援人材を施設に訪問させ、又
はテレビ電話装置等を活用して、当該広域的支援人
材が中心となって行う集中的な支援を行ったとき
に、当該支援を開始した日の属する月から起算して
３月以内の期間に限り１月に４回を限度として所定
単位数を加算していますか。

　集中的支援加算　＊

９３

【生活介護、短期入所、施
設入所支援】

告示別表

第6の13の8

【厚生労働大臣が定める者】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号）
○　障害支援区分認定調査の結果に基づき、認定調査項目中「コミュニケーション」、「説明の理解」、「大声・奇声を出す」、
「異食行動」、「多動・行動停止」、「不安定な行動」、「自らを傷つける行為」、「他人を傷つける行為」、「不適切な行
為」、「突発的な行動」及び「過食・反すう等」並びにてんかん発作（行動関連項目）について、その行動関連項目が見られる頻
度等をそれぞれ０点の欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が１０点以上である障害者又はこれに準ずる者

＜留意事項通知　第二の2⑸⑦＞
○　本加算の算定は、加算の対象となる利用者に支援を行う時間帯に、広域的支援人材から訪問又はオンライン等を活用して助言
援助等を受けた日に行われること。
○　集中的支援は、以下に掲げる取組を行うこと。
　ア　広域的支援人材が、加算の対象となる利用者及び施設のアセスメントを行うこと
　イ　広域的支援人材と施設の従業者が共同して、当該者の状態及び状況の改善に向けた環境調整その他の必要な
　　支援を短期間で集中的に実施するための計画（集中的支援実施計画）を作成すること。なお、集中的支援実施
　　計画については、概ね１月に１回以上の頻度で見直しを行うこと。当該者が複数の障害福祉サービスを併用し
　　ている場合にあっては、当該施設とも連携して集中的支援実施計画の作成や集中的支援を行うこと
　ウ　事業所の従業者が、広域的支援人材の助言援助を受けながら、集中的支援実施計画、個別支援計画等に基づ
　　き支援を実施すること
　エ　施設が、広域的支援人材の訪問（オンライン等の活用を含む。）を受け、当該者への支援が行われる日及び
　　随時に、当該広域的支援人材から、当該者の状況や支援内容の確認及び助言援助を受けること
　オ　当該者へ計画相談支援を行う計画相談支援事業所と緊密に連携すること
○　当該者の状況及び支援内容について記録を行うこと。
○　集中的支援を実施すること及びその内容について、利用者又はその家族に説明し、同意を得ること。
○　施設は、広域的支援人材に対し、本加算を踏まえた適切な額の費用を支払うこと。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

９３

いる・いな
い・該当なし （２）集中的支援加算（Ⅱ）

　厚生労働大臣等が定める者の状態が悪化した場合
において、強度行動障害を有する者への集中的な支
援を提供できる体制を確保しているものとして市長
が認めた施設が、集中的な支援が必要な利用者を他
の指定障害福祉サービスを行う事業所又は指定障害
者支援施設から受け入れ、当該利用者に対して集中
的な支援を実施した場合に、当該支援を開始した日
の属する月から起算して３月以内の期間に限り１日
につき所定単位数を加算していますか。

【短期入所】

（１）集中的支援加算（Ⅰ）
　別に厚生労働大臣等が定める者の状態が悪化した
場合において、広域的支援人材を施設に訪問させ、
又はテレビ電話装置等を活用して、当該広域的支援
人材が中心となって集中的に支援を行ったときに、
当該支援を開始した日の属する月から起算して３月
以内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位
数を加算していますか。

いる・いな
い・該当なし

　集中的支援加算　＊

【続き】

＜留意事項通知　第二の2⑺㉖㈠＞
ア　本加算の算定は、加算の対象となる利用者に支援を行う時間帯に、広域的支援人材から訪問又はオンライン等を活用して
　助言援助等を受けた日に行われること。
イ　集中的支援は、以下に掲げる取組を行うこと。
　（ア）広域的支援人材が、加算の対象となる利用者及び施設のアセスメントを行うこと。
　（イ）広域的支援人材と施設の従業者が共同して、当該者の状態及び状況の改善に向けた環境調整その他の必要な支援
　　　を短期間で集中的に実施するための計画（集中的支援実施計画）を作成すること。なお、集中的支援実施計画につ
　　　いては、概ね１月に１回以上の頻度で見直しを行うこと。
　（ウ）施設の従業者が、広域的支援人材の助言援助を受けながら、集中的支援実施計画、個別支援計画等に基づき支援
　　　を実施すること。
　（エ）施設が、広域的支援人材の訪問（オンライン等の活用を含む。）を受け、当該者への支援が行われる日及び随時に、
　　　当該広域的支援人材から、当該者の状況や支援内容の確認及び助言援助を受けること。
　（オ）当該者へ計画相談支援を行う計画相談支援事業所と緊密に連携すること。
ウ　当該者の状況及び支援内容について記録を行うこと。
エ　集中的支援を実施すること及びその内容について、利用者又はその家族に説明し、同意を得ること。
オ　施設は、広域的支援人材に対し、本加算を踏まえた適切な額の費用を支払うこと。

＜留意事項通知　第二の2⑺㉖㈡＞
〇　集中的支援が必要な利用者を他の事業所等から受け入れ、当該者に対して集中的支援を行った場合に算定するもの
〇　本加算については、当該者が集中的支援を受けた後は、元の事業所に戻ることを基本としているため、集中的支援の後に当該
者が生活・利用する事業所等が確保されている必要がある。
　ア　他の事業所等から、集中的支援が必要な利用者を受け入れること。受入に当たっては、広域的支援人材等
　　から当該者の状況や特性等の状況を把握するとともに、当該情報及びアセスメントを踏まえて個別支援計画
　　の作成等を行うこと。
　イ　施設における実践研修修了者が中心となって、当該者への集中的支援を行うこと。集中的支援は以下に掲げ
　　る取組を行うこと。
　　（ア）広域的支援人材の支援を受けながら、留意事項通知　第二の2(7)㉖㈠のイに規定する取組及び重度障
　　　　害者支援加算の算定要件に適合する支援を行うこと。この場合において、集中的支援加算（Ⅰ）の算定
　　　　が可能であること。
　　（イ）集中的支援実施計画において、当該者が集中的支援の後に生活・利用する予定の事業所等への支援方
　　　　針（当該者の状況等の共有、環境調整等の助言援助及び集中的支援終了後の引継ぎ等）を記載し、これ
　　　　に基づき当該事業所等への支援を広域的支援人材と連携して実施すること。
　ウ　当該者の状況及び支援内容について記録を行うこと。
　エ　集中的支援を実施すること及びその内容について、利用者又は市に家族に説明し、同意を得ること。

【厚生労働大臣等が定める者】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号）
○　障害支援区分認定調査の結果に基づき、認定調査項目中「コミュニケーション」、「説明の理解」、「大声・奇声を出す」、
「異食行動」、「多動・行動停止」、「不安定な行動」、「自らを傷つける行為」、「他人を傷つける行為」、「不適切な行
為」、「突発的な行動」及び「過食・反すう等」並びにてんかん発作（行動関連項目）について、その行動関連項目が見られる頻
度等をそれぞれ０点の欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が１０点以上である障害者又はこれに準ずる者



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

＜留意事項通知　第二の2⑼㉓㈡＞
〇　集中的支援が必要な利用者を他の事業所等から受け入れ、当該者に対して集中的支援を行った場合に算定するもの
〇　本加算については、当該者が集中的支援を受けた後は、元の事業所に戻ることを基本としているため、集中的
 支援の後に当該者が生活・利用する事業所等が確保されている必要がある。
　ア　他の事業所等から、集中的支援が必要な利用者を受け入れること。受入に当たっては、広域的支援人材等か
    ら当該者の状況や特性等の状況を把握するとともに、当該情報及びアセスメントを踏まえて個別支援計画の作
　　成等を行うこと。
　イ　指定障害者支援施設等における実践研修修了者が中心となって、当該者への集中的支援を行うこと。集中的
　　支援は以下に掲げる取組を行うこと。
　　（ア）広域的支援人材の支援を受けながら、留意事項通知　第二の2(9)㉓㈠のイに規定する取組及び重度障害
　　　　者支援加算の算定要件に適合する支援を行うこと。この場合において、集中的支援加算（Ⅰ）の算定が可
　　　　能であること。
　　（イ）集中的支援実施計画において、当該者が集中的支援の後に生活・利用する予定の事業所等への支援方針
　　　（当該者の状況等の共有、環境調整等の助言援助及び集中的支援終了後の引継ぎ等）を記載し、これに基づ
　　　　き当該事業所等への支援を広域的支援人材と連携して実施すること。
　ウ　当該者の状況及び支援内容について記録を行うこと。
　エ　集中的支援を実施すること及びその内容について、利用者又は市に家族に説明し、同意を得ること。

【厚生労働大臣が定める者】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号）
○　障害支援区分認定調査の結果に基づき、認定調査項目中「コミュニケーション」、「説明の理解」、「大声・奇声を出す」、
「異食行動」、「多動・行動停止」、「不安定な行動」、「自らを傷つける行為」、「他人を傷つける行為」、「不適切な行
為」、「突発的な行動」及び「過食・反すう等」並びにてんかん発作（行動関連項目）について、その行動関連項目が見られる頻
度等をそれぞれ０点の欄から２点の欄までに当てはめて算出した点数の合計が１０点以上である障害者又はこれに準ずる者

【施設入所支援】９３

　集中的支援加算　＊

【続き】

いる・いな
い・該当なし

（２）集中的支援加算（Ⅱ）
　別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場
合において、強度行動障害を有する者への集中的な
支援を提供できる体制を確保しているものとして市
長が認めた施設が、集中的な支援が必要な利用者を
他の指定障害福祉サービスを行う事業所又は指定障
害者支援施設等から受け入れ、当該利用者に対して
集中的な支援を実施した場合に、当該支援を開始し
た日の属する月から起算して３月以内の期間に限り
１日につき所定単位数を加算していますか。

（１）集中的支援加算（Ⅰ）
　別に厚生労働大臣が定める者の状態が悪化した場
合において、広域的支援人材を施設に訪問させ、又
はテレビ電話装置等を活用して、当該広域的支援人
材が中心となって集中的に支援を行ったときに、当
該支援を開始した日の属する月から起算して３月以
内の期間に限り１月に４回を限度として所定単位数
を加算していますか。

いる・いな
い・該当なし

＜留意事項通知　第二の2⑼㉓㈠＞
ア　本加算の算定は、加算の対象となる利用者に支援を行う時間帯に、広域的支援人材から訪問又はオンライン等を活用
　して助言援助等を受けた日に行われること。
イ　集中的支援は、以下に掲げる取組を行うこと。
　（ア）広域的支援人材が、加算の対象となる利用者及び施設のアセスメントを行うこと
　（イ）広域的支援人材と施設の従業者が共同して、当該者の状態及び状況の改善に向けた環境調整その他の必要な支援
　　　を短期間で集中的に実施するための計画（集中的支援実施計画）を作成すること。
　　　　なお、集中的支援実施計画については、概ね１月に１回以上の頻度で見直しを行うこと。
　（ウ）施設の従業者が、広域的支援人材の助言援助を受けながら、集中的支援実施計画、個別支援計画等に基づき支援
　　　を実施すること
　（エ）施設が、広域的支援人材の訪問（オンライン等の活用を含む。）を受け、当該者への支援が行われる日及び随時に、
　　　当該広域的支援人材から、当該者の状況や支援内容の確認及び助言援助を受けること
　（オ）当該者へ計画相談支援を行う計画相談支援事業所と緊密に連携すること
ウ　当該者の状況及び支援内容について記録を行うこと。
エ　集中的支援を実施すること及びその内容について、利用者又はその家族に説明し、同意を得ること。
オ　施設は、広域的支援人材に対し、本加算を踏まえた適切な額の費用を支払うこと。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

（２）入院・外泊時加算（Ⅱ）
　利用者が病院又は診療所への入院を要した場合及
び利用者に対して居宅における外泊（体験的な指定
共同生活援助、日中サービス支援型共同生活援助及
び外部サービス利用型共同生活援助の利用に伴う外
泊を含む。）を認めた場合に、施設従業者が、施設
障害福祉サービス計画に基づき、当該利用者に対す
る支援を行った場合に、入院し、又は外泊した翌日
から起算して８日を超えた日から８２日を限度とし
て、所定単位数に代えて、利用定員に応じた単位数
を算定していますか。
※入院又は外泊の初日及び最終日は、算定しない。

　家族等から入院に係る支援を受けることが困難な
利用者が病院又は診療所（施設の同一敷地内に併設
する病院又は診療所を除く。）への入院を要した場
合に、施設従業者のうちいずれかの職種の者が、施
設障害福祉サービス計画に基づき、当該利用者が入
院している病院又は診療所を訪問し、当該病院又は
診療所との連絡調整及び被服等の準備その他の日常
生活上の支援を行った場合に、１月に１回を限度と
して、入院期間の日数に応じ、所定単位数を算定し
ていますか。

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第9の6

＜留意事項通知　第二の2⑼⑩＞
〇　入院又は外泊の期間に初日及び最終日は含まないため、連続して９泊の入院又は外泊を行う場合は、８日と計算すること。
〇　９日を超える入院にあっては施設の従業者が特段の事情（利用者の事情により、病院又は診療所を訪問することができ
　ない場合を主として指すものであること。）のない限り、原則として１週間に１回以上、病院又は診療所を訪問し、入院
　期間中の被服等の準備や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行い、入院以外の外泊にあっては、家族等との連絡
　調整や交通手段の確保等を行った場合、入院又は外泊期間（入院又は外泊の初日及び最終日を除く。）について、１日に
　つき所定単位数を算定するもの。
〇　入院・外泊の際に支援を行った場合は、その支援内容を記録しておくこと。また、入院の場合において、上記の特段の
　事情により訪問ができなくなった場合については、その具体的な内容を記録しておくこと。
〇　入所者の入院又は外泊の期間中で、かつ、入院・外泊時加算の算定期間中であっては、当該利用者が使用していたベッド
　を他のサービスに利用することなく空けておくことが原則であるが、当該利用者の同意があれば、そのベッドを短期入所
　サービスに活用することは可能であること。ただし、この場合、入院・外泊時加算は算定できないこと。
〇　施設の入所者が、地域生活への移行に向けて、指定共同生活援助、日中サービス支援型指定共同生活援助若しくは外部
　サービス利用型指定共同生活援助（以下「指定共同生活援助等」という。）の体験的な利用を行う場合又は指定地域移行
　支援の体験的な宿泊支援を利用する場合にあっては、当該体験利用を行っている間について、当該加算を算定して差し支
　えない。
〇　当該加算を算定する日においては、特定障害者特別給付費（補足給付）の算定が可能であること。

９５

　入院時支援特別加算　＊

【施設入所支援】

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第9の7

いる・いな
い・該当なし

＜留意事項通知　第二の2⑼⑪＞
〇　長期間にわたる入院療養又は頻回の入院療養が必要な利用者に対し、施設の従業者が病院又は診療所を訪問し、
　入院期間中の被服等の準備や利用者の相談支援など、日常生活上の支援を行うとともに、退院後の円滑な生活移行
　が可能となるよう、病院又は診療所との連絡調整を行った場合に、１月の入院日数の合計数（入院の初日及び最終
　日並びに入院・外泊時加算が算定される期間を除く。）に応じ、加算する。
〇　利用者が入所する施設の近隣に家族等の居宅がある場合であって、家族等からの支援を受けることが可
　能である者については、この加算の対象としない。
〇　本加算における当該月における入院期間の日数の合計が４日未満の場合が算定される場合にあっては少なくとも１回以上、
　当該月における入院期間の日数の合計が４日以上の場合が算定される場合にあっては少なくとも２回以上病院又は診療所を
　訪問する必要があること。
〇　入院期間が４日以上の場合であって、病院又は診療所への訪問回数が１回である場合については、当該月における入院期
　間の日数の合計が４日未満の場合を算定する。
〇　当該加算を算定する日においては、特定障害者特別給付費（補足給付）の算定が可能であること。

【施設入所支援】

（１）入院・外泊時加算（Ⅰ）
　利用者が病院又は診療所への入院を要した場合及
び利用者に対して居宅における外泊（体験的な指定
共同生活援助、日中サービス支援型共同生活援助及
び外部サービス利用型共同生活援助の利用に伴う外
泊を含む。）を認めた場合に、入院し、又は外泊し
た翌日から起算して８日を限度として、所定単位数
に代えて、利用定員に応じた単位数を算定していま
すか。
※入院又は外泊の初日及び最終日は、算定しない。

　入院・外泊時加算　＊

９４



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

いる・いな
い・該当なし

　前年度に当該施設から退所し、地域生活が６月以
上継続している者が１人以上いる施設であって、利
用定員を減少させたものとして市長に届け出た施設
について、利用定員及び障害支援区分に応じ、１年
間を限度として１日につき所定単位数に当該利用定
員の減少数を乗じて得た単位数を加算しています
か。

＜留意事項通知　第二の2⑼㉑＞
〇　本加算については、以下のア及びイの基準を満たした場合に、施設を退所し、退所から６月以上、指定共同生活援助
　事業所等へ入居している者又は賃貸等により地域で生活している者（介護老人福祉施設等の介護保険施設へ入居するた
　めに退所した者及び病院への長期入院のために退所した者を除く。）の人数に応じて加算するものであること。
　ア　前年度（４月から３月の間のことをいう。）において、施設を退所し、退所から６月以上地域での生活が継続して
　　いる者（指定共同生活援助事業所等へ入居している者又は賃貸等により地域で生活している者のことをいう。）がい
　　ること。なお。前年度の実績としては、退所から６月以上、地域での生活が継続している者が対象となること。
　イ　前年度における施設の退所から６月以上、地域での生活が継続している者の実績を踏まえて、翌年度から入所定員
　　を、施設から退所し、退所から６月以上、地域での生活が継続している者の人数分減少させていること。

【施設入所支援】

【施設入所支援】

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第9の8
　入所期間が１月を超えると見込まれる利用者（指
定生活介護等を受ける者に限る。）の対処に先立っ
て、施設従業者のうちいずれかの職種の者が、当該
利用者に対して、退所後の生活について相談援助を
行い、かつ、当該利用者が退所後生活する居宅を訪
問し、当該利用者及びその家族に対して退所後の障
害福祉サービスその他保健医療サービス又は福祉
サービスについて相談援助及び連絡調整を行った場
合に、入所中２回を限度として所定単位数を加算し
ていますか。
※当該利用者が、退所後に他の社会福祉施設等に入
所する場合は加算しない。

告示別表

第9の13の2

９７

　地域移行支援体制加算　＊

いる・いな
い・該当なし 　当該利用者の退所後３０日以内に当該利用者の居

宅を訪問し、当該利用者及びその家族等に対して相
談援助を行った場合に、退所後１回を限度として所
定単位数を加算していますか。
※当該利用者が、退所後に他の社会福祉施設等に入
所する場合は加算しない。

９６

　地域移行加算　＊

＜留意事項通知　第二の2⑸③＞
〇　退所前の相談援助については、入所期間が１月を超えると見込まれる利用者の居宅生活（福祉ホーム又は共同生活援助
　を行う共同生活住居における生活を含む。）に先立って、退所後の生活に関する相談援助を行い、かつ、利用者が退所後
　生活する居宅を訪問して退所後の居宅サービス等について相談援助及び連絡調整を行った場合に、入所中２回に限り加算
　を算定するものである。
〇　利用者の退所後３０日以内に当該利用者の居宅を訪問し、当該利用者及びその家族等に対して相談援助を行った場合に、
　退所後１回を限度として加算を算定するものである。
〇　本加算は退所日に算定し、退所後の訪問相談については訪問日に算定するものである。
〇　次のアからウまでのいずれかに該当する場合には、算定できないものであること。
　ア　退所して病院又は診療所へ入院する場合
　イ　退所して他の社会福祉施設等へ入所する場合
　ウ　死亡退所の場合
〇　本加算の対象となる相談援助を行った場合は、相談援助を行った日及び相談援助の内容の要点に関する記録を行うこと。
〇　本加算に係る相談援助の内容は、次のようなものであること。
　ア　退所後の障害福祉サービスの利用等に関する相談援助
　イ　食事、入浴、健康管理等居宅における生活に関する相談援助
　ウ　退所する者の運動機能及び日常生活動作能力の維持及び向上を目的として行う各種訓練等に関する相談援助
　エ　住宅改修に関する相談援助
　オ　退所する者の介護等に関する相談援助
〇　退所前の相談援助に係る加算を算定していない場合であっても、退所後の訪問による相談援助を行えば、当該支援に
　ついて加算を算定できるものであること。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

＜留意事項通知　第二の2⑼⑬㈠＞
〇　本加算は、市町村により地域生活支援拠点等に位置付けられていること並びに市町村及び拠点関係機関との連携担当者
　を１名以上配置していることを市長に届け出た施設において算定するものであるが、以下のとおり取り扱う。
　ア　施設障害福祉サービス計画に基づき、以下に掲げる体験的な宿泊支援に係る指定地域移行支援事業者との連絡調整
　　その他相談援助を行った場合に算定するものであること。（当該支援を行った場合には当該支援の内容を記録すること。）
　　（ア）体験的な宿泊支援を行うに当たっての指定地域移行支援事業者との留意点等の情報共有その他必要な連絡調整
　　（イ）体験的な宿泊支援を行った際の状況に係る指定地域移行支援事業者との情報共有や当該状況を踏まえた今後の支
　　　　援方針の協議等
　　（ウ）利用者に対する体験的な宿泊支援に係る相談援助
　イ　本加算については、地域相談支援報酬告示第１の５の体験宿泊加算を算定している期間に限り、１日につき所定単位
　　数に代えて算定できるものであること。本加算の算定期間中にあっては、施設入所支援の外泊に位置付けられるものと
　　し、入院・外泊時加算を併せて算定できるものであること。なお。外泊の期間に初日及び最終日は含まないので、体験
　　的な宿泊支援の利用開始日及び終了日は体験宿泊加算は算定しないものであること。
　ウ　本加算を算定する日においては、特定障害者特別給付費（補足給付）の算定が可能であること。
　エ　市町村が当該施設を地域生活支援拠点等として位置付けるに当たっては、地域生活支援拠点等の整備主体である市町
　　村と指定障害者支援施設等とで事前に協議し、当該施設から市町村に対して地域生活支援拠点等の機能を担う届出等を
　　提出した後に、市町村から施設に対して地域生活支援拠点等を担うことを通知等により確認するとともに、市町村及び
　　施設は、協議会等の協議の場で共有するなど、地域生活支援拠点等に位置付けられたことを積極的に周知すること。
　　　さらに、連携担当者は、緊急時の対応における連携のみではなく、平時から地域生活支援拠点等のコーディネート
    機能を担う相談支援事業所等の拠点関係機関との情報連携に努めることとし、行政機関や拠点コーディネーターとの
　  日常的な情報連携や地域における地域生活支援拠点等に係る会議体や協議会へ積極的に参画すること。

いる・いな
い・該当なし （２）地域移行促進加算（Ⅱ）

　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するも
のとして市長に届け出た施設に入所する利用者に対
して、地域生活への移行に向けた支援（宿泊を伴わ
ないものに限る。）を実施した場合に、１月に３回
を限度として所定単位数を算定していますか。

＜留意事項通知　第二の2⑼⑬㈡＞
○　本加算は、地域生活支援拠点等と連携の上、以下の例示するような地域生活への移行に向けた支援（宿泊を伴わないものに限
る。）
　を、指定障害者支援施設の職員が同行した上で実施した場合に加算するものであること。
　（例示）
　・共同生活援助事業所や、生活介護等（障害者支援施設と併設しているものは除く）の通所事業所への見学や事業所内で
　　の食事の体験
　・地域の活動（自治会等の地域の様々な主体が開催する催し等）への参加
　・現に１人暮らしをしている障害者の生活状況の見学
　・買い物や公共交通機関の利用等の地域の暮らしを想定した体験
〇　指定障害者支援施設の昼間実施サービスの時間帯に入所者に対して実施したものについても加算の対象とする。

【厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
○　運営規程において、施設が市町村により地域生活支援拠点等として位置づけられていることを定めていること。
○　施設の従業者のうち、市町村及び拠点関係機関との連携及び調整に従事する者を１以上配置していること。

告示別表

第9の8の2（１）地域移行促進加算（Ⅰ）
　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するも
のとして市長に届け出た施設に入所する利用者が、
指定地域移行支援の体験的な宿泊支援（単身での生
活に向けたものをいう。）を利用する場合におい
て、当該施設に置くべき従業者が、体験的な宿泊支
援に係る指定地域移行支援事業者との連絡調整その
他相談援助を行った場合に、所定単位数に代えて算
定していますか。

【施設入所支援】

いる・いな
い・該当なし

９８

　地域移行促進加算　＊



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

第9の9
（１）地域生活移行個別支援特別加算（Ⅰ）
　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合するも
のとして市長に届け出た施設の単位において、１日
につき所定単位数を加算していますか。

いる・いな
い・該当なし

【厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
○　地域生活移行個別支援特別加算（Ⅱ）に規定する別に厚生労働大臣が定める者に対する適切な支援を行うために必要な
　数の生活支援員を配置することが可能であること。
〇　社会福祉士又は精神保健福祉士の資格を有する従業者による生活支援員の支援体制が確保されていること。
〇　精神科を担当する医師による定期的な指導が月２回以上行われていること。（施設の運営規程における主たる対象とす
　る障害の種類が精神障害である場合に限る。）
〇　施設の従業者に対し、医療観察法第４２条第１項第２号若しくは第５１条第１項第２号に基づく入院によらない医療を
　受けている者又は刑事施設若しくは少年院を釈放された障害者の支援に関する研修が年１回以上行われていること。
〇　保護観察所、更生保護施設、指定医療機関又は精神保健福祉センターその他関係機関との協力体制が整えられていること。

いる・いな
い・該当なし （２）地域生活移行個別支援特別加算（Ⅱ）

　地域生活移行個別支援特別加算（Ⅰ）が算定され
ている施設であって、別に厚生労働大臣が定める者
に対して、支援を行った場合に、３年以内（医療観
察法に基づく通院期間の延長が行われた場合にあっ
ては、当該延長期間が終了するまで）の期間（他の
指定障害福祉サービスを行う事業所及び指定障害者
支援施設等において地域移行個別支援特別加算を算
定していた期間を含む。）において、１日につき所
定単位数を加算していますか。

＜留意事項通知　第二の2⑼⑭㈠＞
〇　加算の要件となる人員配置については、あらかじめ指定基準上配置すべき従業者に加えて一定数の配置を求める者では
　ないが、常に新たな利用者を受け入れる可能性があることを踏まえた関係機関との連携等のための体制、加算対象者の受
　入時には必要な数の人員を確保することが可能な体制又は有資格者による指導体制及び精神科を担当する医師により月２
　回以上の定期的な指導体制（当該施設の運営規程における主たる対象とする障害の種類が精神障害である場合に限る。）
　が整えられていること。
〇　従業者に対する研修会については、原則として事業所の従業者全員を対象に、加算対象者の特性の理解、加算対象者が
　通常有する課題とその課題を踏まえた支援内容、関係機関の連携等について、矯正施設（刑務所、拘置所、少年刑務所、
　少年院、少年鑑別所及び婦人補導院をいう。）等を退所した障害者の支援に実際に携わっている者を講師とする事業所内
　研修、既に支援の実績のある事業所の視察、関係団体が行う研修会の受講等の方法により行うものとする。

９９

【施設入所支援】

　地域生活移行個別支援特別加
算　＊

告示別表

【厚生労働大臣が定める者】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第556号）
　心身喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成１５年法律第１１０号）第４２条第１項第
２号若しくは第５１条第１項第２号に基づく入院によらない医療を受ける者、刑事収容施設及び被収容者等の処遇に関する法律
（平成１７年法律第５０号）第３条に規定する刑事施設若しくは少年院法（昭和２６年法律第５８号）第３条に規定する少年院か
らの釈放に伴い関係機関と調整の結果、受け入れた者であって当該釈放から３年を経過していないもの又はこれに準ずる者

＜留意事項通知　第二の2⑼⑭㈡＞
〇　地域生活移行個別支援特別加算の対象者については、心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等
　に関する法律（平成１５年法律第１１０号。以下「医療観察法」という。）に基づく通院決定を受けてから３年を経過し
　ていない者（通院期間が延長された場合、その延長期間を限度とする。）又は矯正施設若しくは更生保護施設を退院、
　退所、釈放又は仮釈放（以下「退所等」という。）の後、３年を経過していない者であって、保護観察所又は「生活困窮
　者自立相談事業等の実施について」（平成２７年７月２７日付け社援発０７２７第２号厚生労働省社会・援護局長通知）
　における「地域生活定着促進事業実施要領」に基づく地域生活定着支援センター（以下「地域生活定着支援センター」と
　いう。）との調整により、施設を利用することとなった者をいうものである。
〇　矯正施設から退所等の後、一定期間居宅で生活した後３年以内に保護観察所又は地域生活定着支援センターとの調整に
　より、施設を利用することになった場合、施設の利用を開始してから３年以内で必要と認められた期間について加算の対
　象となる。
〇　加算の対象となる施設については、以下の支援を行うものとする
　（ア）　本人や関係者からの聞き取りや経過記録、行動観察等によるアセスメントに基づき、犯罪行為等に至った要因を
　　　　理解し、これを誘発しないような環境調整と地域生活への移行に向けた必要な専門的支援（教育又は訓練）が組み
　　　　こまれた施設障害福祉サービス計画の作成
　（イ）　指定医療機関や保護観察所等の関係者との調整会議の開催
　（ウ）　日常生活や人間関係に関する助言
　（エ）　医療観察法に基づく通院決定を受けた者に対する通院の支援
　（オ）　他のサービス等を利用する時間帯も含めた緊急時の対応
　（カ）　その他必要な支援



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

１００

　経口移行加算　＊

【施設入所支援】

告示別表

第9の11
いる・いな
い・該当なし

　施設において、医師の指示に基づき、医師、管理
栄養士、看護師その他の職種の者が共同して、現に
経管により食事を摂取している入所者ごとに経口に
よる食事の摂取を進めるための経口移行計画を作成
している場合であって、当該計画に従い、医師の指
示を受けた管理栄養士又は栄養士による栄養管理及
び支援が行われた場合は、当該計画が作成された日
から起算して１８０日以内の期間に限り、１日につ
き所定単位数を加算していますか。
※栄養マネジメント加算を算定している場合は加算
しない。

　経口による食事の摂取を進めるための経口移行計
画に基づき、管理栄養士又は栄養士が行う栄養管理
及び支援が、当該計画が作成された日から起算して
１８０日を超えた期間に行われた場合であっても、
経口による食事の摂取が一部可能な者であって、医
師の指示に基づき継続して経口による食事の摂取を
進めるための栄養管理及び支援が必要とされるもの
に対しては、引き続き当該加算を算定することがで
きます。

＜留意事項通知　第二の2⑼⑯＞
〇　経管栄養から経口栄養に移行しようとする者に係るものについては、次に掲げるアからウまでのとおり実施すること。
　ア　現に経管により食事を摂取している者であって、経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が必要であ
　　るとして、医師の指示を受けた者を対象とすること。
　　　医師、歯科医師、管理栄養士、看護職員、言語聴覚士、サービス管理責任者その他の職種の者が共同して、経口によ
　　る食事の摂取を進めるための栄養管理の方法等を示した経口移行計画を作成すること（栄養ケア計画と一体のものとし
　　て作成すること。）。
　　　当該計画については、栄養管理及び支援の対象となる入所者又はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、指
　　定施設入所支援においては、経口移行計画に相当する内容を施設障害福祉サービス計画の中に記載する場合は、その記
　　載をもって経口移行計画の作成に代えることができるものとすること。
　　　共同して経口移行計画を作成するに当たってはテレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、
　　障害を有する者が参加する場合には、その障害の特性に応じた適切な配慮を行うこと。なお、個人情報保護委員会
　　「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」等を遵守すること。
　イ　当該計画に基づき、栄養管理及び支援を実施すること。本加算の算定期間は、経口からの食事の摂取が可能となり経
　　管による食事の摂取を修了した日までの期間とするが、その期間は入所者又はその家族の同意を得た日から起算して
　　１８０日以内の期間に限るものとし、それを超えた場合においては、原則として当該加算は算定しないこと。
　ウ　経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が、入所所者又はその家族の同意を得られた日から起算して、
　　１８０日を超えて実施される場合でも、経口による食事の摂取が一部可能なものであって、医師の指示に基づき、継続
　　して経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が必要とされる場合にあっては、引き続き当該加算を算定
　　できるものとすること。ただし、この場合において、医師の指示は概ね２週間ごとに受けるものとすること。
〇　経管栄養法から経口栄養法への移行は、場合によっては、誤嚥性肺炎の危険も生じうることから、次のアからエまでに
　ついて確認した上で実施すること。
　ア　全身状態が安定していること（血圧、呼吸、体温が安定しており、現疾患の病態が安定していること。）。
　イ　刺激しなくても覚醒を保っていられること。
　ウ　嚥下反射が見られること（唾液嚥下や口腔、咽頭への刺激による喉頭挙上が認められること。）。
　エ　咽頭内容物を吸引した後は唾液を嚥下しても「むせ」がないこと。
〇　本加算を１８０日間にわたり算定した後、経口摂取に移行できなかった場合に、期間を空けて再度経口摂取に移行する
　ための栄養管理を実施した場合は、当該加算は算定できなものとすること。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

＜留意事項通知　第二の2⑼⑰㈠＞
〇　本加算については、次に掲げるアからエまでの通り、実施すること。
　ア　現に経口により食事を摂取している者であって、摂食機能障害（食事の摂取に関する認知機能の低下を含む。）
　　を有し、水飲みテスト、頸部聴診法、造影撮影、内視鏡検査等により誤嚥が認められる（喉頭侵入が認められる場合
　　及び食事の摂取に関する認知機能の低下により誤嚥の有無に関する検査を実施することが困難である場合を含む。）
　　ことから、継続して経口による食事の摂取を進めるための栄養管理及び支援が必要であるものとして、医師又は歯科
　　医師の指示を受けたものを対象とすること。ただし、歯科医師が指示を行う場合にあっては、当該指示を受ける管理
　　栄養士等が、対象となる入所者に対する療養のために必要な栄養の指導を行うに当たり、主治の医師の指導を受けて
　　いる場合に限る（以下同じ。）。
　イ　月１回以上、医師、歯科医師、管理栄養士、看護職員、言語聴覚士、サービス管理責任者その他の職種の者が共同
　　して、入所者の栄養管理をするための食事の観察及び会議を行い、入所者ごとに継続して経口による食事の摂取を
　　進めるための特別な管理の方法等を示した経口維持計画を作成すること。（栄養ケア計画と一体のものとして作成す
　　ること。）。また、当該計画については、栄養管理及び支援の対象となる入所者又はその家族に説明し、その同意を
　　得ること。なお、指定施設入所支援においては、経口維持計画に相当する内容を施設障害福祉サービス計画に記載す
　　る場合は、その記載をもって経口維持計画の作成に代えることができるものとすること。共同して経口維持計画を作
　　成するに当たっては、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとすること。ただし、障害を有する者が参
　　加する場合には、その障害の特性に応じた適切な配慮を行うこと。なお、個人情報保護委員会「個人情報の保護に関
　　する法律についてのガイドライン」等を遵守すること。
　ウ 当該経口維持計画に基づき、栄養管理及び支援を実施すること。「栄養管理及び支援」とは、入所者の誤嚥を防止
　　しつつ、継続して経口による食事の摂取を進めるための食物形態、摂食方法等における適切な配慮のことをいう。
　　本加算の算定期間は、継続して経口による食事の摂取を進めるための特別な管理により、当該入所者に摂食機能障害
　　及び誤嚥が認められなくなったと医師又は歯科医師が判断した日までの期間とするが、その期間は入所者又はその
　　家族の同意を得られた日の属する月から起算して６月以内の期間に限るものとし、それを超えた場合においては、原
　　則として当該加算は算定しないこと。
　エ　入所者又はその家族の同意を得られた日の属する月から起算して６月を超えた場合でも、水飲みテスト、頸部聴診
　　法、造影撮影、内視鏡検査等により、引き続き、摂食機能障害及び誤嚥が路められ、継続して経口による食事の摂取
　　を進めるための特別な管理が必要であるものとして、医師又は歯科医師の指示がなされ、また、当該特別な管理を継
　　続することについての入所者の同意が得られた場合であっては、引き続き当該加算を算定できるものとすること。
　　ただし、医師又は歯科医師の指示は概ね１月ごとに受けるものとすること。

　経口による継続的な食事の摂取を進めるための経
口維持計画に基づき管理栄養士又は栄養士が行う栄
養管理及び支援が、当該計画が作成された日の属す
る月から起算して６月を超えた期間に行われた場合
であっても、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められ
る入所者であって、医師又は歯科医師の指示に基づ
き、継続して誤嚥防止のための食事の摂取を進める
ための特別な管理が必要とされるものに対しては、
引き続き当該加算を算定することができます。

告示別表

第9の12

１０１

　経口維持加算　＊

【施設入所支援】

いる・いな
い・該当なし

（１）経口維持加算（Ⅰ）
　施設において、現に経口により食事を摂取する者
であって、摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる
入所者に対して、医師又は歯科医師の指示に基づ
き、医師、歯科医師、管理栄養士、看護師その他の
職種の者が共同して、入所者の栄養管理をするため
の食事の観察及び会議等を行い、入所者ごとに、経
口による継続的な食事の摂取を進めるための経口維
持計画を作成している場合であって、当該計画に従
い、医師又は歯科医師の指示（歯科医師が指示を行
う場合にあっては、当該指示を受ける管理栄養士等
が医師の指示を受けている場合に限る。）を受けた
管理栄養士又は栄養士が、栄養管理を行った場合
に、当該計画が作成された日から起算して６月以内
の期間に限り、１月につき所定単位数を加算してい
ますか。
※経口移行加算を算定している場合又は栄養マネジ
メント加算を算定していない場合は、算定しない。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等
【確認資料】

　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい
るものとして市長に届け出た施設において、歯科医
師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、施設
従業者に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導
を月１回以上行っている場合に、１月につき所定単
位数を加算していますか。

＜留意事項通知　第二の2⑼⑰㈡＞
〇　本加算における食事の観察及び会議等の実施に当たっては、医師（指定障害者支援施設基準第４条第１号に規定する
　医師を除く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士のいずれか１名以上が加わることにより、多種多様な意見に基づ
　く質の高い経口維持計画を策定した場合に算定されるものであること。

【厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
　当該施設において歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づき、入所者の口腔ケア・マネジ
メントに係る計画が作成されていること。

＜留意事項通知　第二の2⑼⑱＞
〇　「口腔ケアに係る技術的助言及び指導」とは、当該施設における入所者の口腔内状態の評価方法、適切な口腔ケアの手技
　口腔ケアに必要な物品整理の留意点、口腔ケアに伴うリスク管理、その他当該施設において日常的な口腔ケアの実施に当た
　り必要と思われる事項のうち、いずれかに係る技術的助言及び指導のことをいうものであって、個々の入所者の口腔ケア計
　画をいうものではない。
〇　「入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画」については、以下の事項を記載すること。
　ア　当該施設における入所者の口腔ケアを推進するための課題
　イ　当該施設における目標
　ウ　具体的方策
　エ　留意事項
　オ　当該施設と歯科医療機関との連携状況
　カ　歯科医師からの指示内容の要点（当該計画の作成に当たっての技術的助言・指導を歯科衛生士が行った場合に限る。）
　キ　その他必要と思われる事項
〇　医療保険において歯科訪問診療科又は訪問歯科衛生指導料が算定された日の属する月であっても本加算を算定できるが、
　従業者に対する口腔ケアに係る技術的助言及び指導又は入所者の口腔ケア・マネジメントに係る計画に関する技術的助言
　及び指導を行うに当たっては、歯科訪問診療又は訪問歯科衛生指導の実施時間以外の時間帯に行うこと。
〇　入所者の口腔機能の維持・向上のため、年１回以上を目安として、定期的な歯科検診（健診）を実施することが望ま
　しい。

＜留意事項通知　第二の2⑼⑰㈢及び㈣＞
〇　経口維持加算（Ⅰ）及び経口維持加算（Ⅱ）の算定に当たり実施する食事の観察及び会議等は、関係職種が一堂に会し
　て実施することを想定しているがやむを得ない理由により、参加するべき者の参加が得られなかった場合は、その結果に
　ついて終了後速やかに情報共有を行うことで、算定を可能とする。また、会議は、テレビ電話装置等を活用して行うこと
　ができるものとする。ただし、障害を有する者が参加する場合には、その障害の特性に応じた適切な配慮を行うこと。
　なお、個人情報保護委員会「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」等を遵守すること。
〇　食事の中止、十分な排痰、医師又は歯科医師との緊密な連携等が迅速に行われる体制をとること。

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第9の12の2

１０１

　経口維持加算　＊

【続き】

いる・いな
い・該当なし

（２）経口維持加算（Ⅱ）
　協力歯科医療機関を定めている施設が、経口維持
加算（Ⅰ）を算定している場合であって、入所者の
経口による継続的な食事の摂取を支援するための食
事の観察及び会議等に、医師（指定障害者支援施設
基準第４条第１項第１号に規定する医師を除
く。）、歯科医師、歯科衛生士又は言語聴覚士が加
わった場合は、１月につき所定単数を加算していま
すか。

１０２

　口腔衛生管理体制加算　＊

【施設入所支援】



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

　通院支援加算　＊

【施設入所支援】

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第9の13の3
　施設に入所する者に対し、通院に係る支援を実施
するものとして市長に届け出た施設において、当該
通院に係る支援を行ったときに、１月に２回を限度
として所定単位数を算定していますか。

いる・いな
い・該当なし

　別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい
るものとして市長に届け出た施設において、次に掲
げる基準のいずれにも該当する場合に、１月につき
所定単位数を加算していますか。
※口腔衛生管理体制加算を算定していない場合は算
定しない。

　１　歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、
　　入所者に対し、口腔ケアを月２回以上行う
　　こと。
　２　歯科衛生士が、１における入所者に
　　係る口腔ケアについて、施設従業者に対し、
　　具体的な技術的助言及び指導を行うこと。
　３　歯科衛生士が、１における入所者の
　　口腔に関する施設従業者からの相談等に必
　　要に応じ対応すること。

１０３

＜留意事項通知　第二の2⑼㉒＞
〇　本加算は、入所者が病院又は診療所に通院する際に、当該施設の職員が同行した場合に加算するものであること。
〇　施設の昼間実施のサービスの時間帯において、入所者に対して実施したものについても加算の対象とする。

【厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第551号）
　当該指定障害者支援施設等において歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士の技術的助言及び指導に基づき、入所者の
口腔ケア・マネジメントに係る計画が作成されていること。

＜留意事項通知　第二の2⑼⑲＞
〇　本加算は、歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔衛生管理体制加算を算定している施設の入所者に対して口腔ケア
　を実施し、当該入所者に係る口腔ケアについて従業者へ具体的な技術的助言及び指導をした場合において、当該入所者ご
　とに算定するものである。
〇　当該施設が口腔衛生管理加算に係るサービスを提供する場合においては、当該サービスを実施する同一月内において医
　療保険による訪問歯科衛生指導の実施の有無を入所者又はその家族等に確認するとともに、当該サービスについて説明し、
　その提供に関する同意を得た上で行うこと。
〇　歯科医師の指示を受けて当該施設の入所者に対して口腔ケアを行う歯科衛生士は、口腔に関する問題点、歯科医師から
　の指示内容の要点（ただし、歯科医師から受けた指示内容のうち、特に歯科衛生士が入所者に対する口腔ケアを行うに当
　たり配慮すべき事項となる。）、当該歯科衛生士が実施した口腔ケアの内容、当該入所者に係る口腔ケアについて従業者
　への具体的な技術的助言及び指導の内容及びその他必要と思われる事項に係る記録（以下「口腔衛生管理に関する実施記
　録」という。）を作成し、当該施設に提出すること。当該施設は、当該口腔衛生管理に関する実施記録を保管するととも
　に、必要に応じてその写しを当該入所者に対して提出すること。
〇　当該歯科衛生士は、従業者から当該入所者の口腔に関する相談等に必要に応じて対応するとともに、当該入所者の口腔
　の状態により医療保険における対応が必要となる場合には、適切な歯科医療サービスが提供されるよう当該歯科医師及び
　当該施設への情報提供を行うこと。
〇　本加算は、医療保険において歯科訪問診療料が算定される日の属する月であっても算定できるが、訪問歯科衛生指導料
　が算定された日の属する月においては、訪問歯科衛生指導料が３回以上算定された場合には算定できない。

１０４

　口腔衛生管理加算　＊

【施設入所支援】

告示別表

第9の12の3



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

【厚生労働大臣が定める施設基準】
　≪参照≫（平成21年厚生労働省告示第177号）
　疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、
肝臓病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食とする。

＜留意事項通知　第二の2⑼⑳＞
〇　本加算は、利用者の病状等に応じて、主治の医師より利用者に対し疾患治療の直接手段として発行された食事せんに
　基づき、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法理に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当
　障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準に基づき厚生労働大臣が定める療養食（平成２１年厚生労働省
　告示第１７７号）に示された療養食が提供された場合に算定すること。なお、当該加算を行う場合は、療養食の献立表
　が作成されている必要があること。
〇　加算の対象となる療養食は、疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づいて提供される利用者の年
　齢、病状等に対応した栄養量及び内容を有する治療食（糖尿病食、腎臓病食、肝臓病食、胃潰瘍食（流動食は除く。）、
　貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特別な場合の検査食をいうものであること。
〇　前記の療養食の摂取の方法については、経口又は経管の別を問わないこと。
〇　減塩食療法等について
　　心臓疾患等に対して減塩食療法を行う場合は、腎臓病食に準じて取り扱うことができるものであるが、高血圧症に対
　して減塩食療法を行う場合は、加算の対象とはならないこと。
〇　肝臓病食について
　　肝臓病食とは、肝庇護食、肝炎食、肝硬変食、閉鎖性黄症食（胆石症及び胆嚢炎による閉鎖性黄症の場合を含む、）
　等をいうこと。
〇　胃潰瘍食について
　　十二指腸潰瘍の場合も胃潰瘍食として取り扱って差し支えないこと。手術前後に与える高カロリー食は加算の対象と
　しないが、侵襲の大きな消化管手術の術後において胃潰瘍食に準ずる食事を提供する場合は、療養食の加算が認められ
　ること。また、クローン病、潰瘍性大腸炎等により腸管の機能が低下している入所者等に対する低残さ食については、
　療養食として取り扱って差し支えないこと。
〇　貧血食の対象者となる入所者等について
　　療養食として提供される貧血症の対象となる入所者等は、血中ヘモグロビン濃度が10g/dl以下であり、その原因が
　鉄分の欠乏に由来する者であること。
〇　高度肥満症に対する食事療法
　　高度肥満症（肥満度が＋７０％以上又はＢＭＩが３５以上）に対して食事療法を行う場合は、脂質異常症食に準じて
　取り扱うことができること。
〇　特別な場合の検査食について
　　特別な場合の検査食とは、潜血食のほか、大腸Ｘ線検査・大腸内視鏡検査のために特に残さの少ない調理済食品を使
　用した場合は、「特別な場合の検査食」として取り扱って差し支えないこと。
〇　脂質異常症食の対象となる入所者等について
　　療養食として提供される脂質異常症食の対象となる入所者等は、空腹時定常状態におけるＬＤＬ－コレステロール値
　が140mg/dl以上である者又はＨＤＬ－コレステロール値が40mg/dl未満若しくは血清中性脂肪値が150mg/dl以上である
　者であること。

　療養食加算　＊

【施設入所支援】

告示別表

第9の13
いる・いな
い・該当なし

　管理栄養士又は栄養士が配置されている施設にお
いて、別に厚生労働大臣が定める療養食を提供した
場合に、１日につき所定単位数を加算しています
か。

１０５



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

＜留意事項通知　第二の2⑼㉔＞
〇　本加算は、障害者支援施設等における平時からの感染対策の実施や、感染症発生時に感染者の対策を行う医療機関との連携体
制
　を評価するものであること。
〇　施設において感染対策を担当する者が、医療機関等が行う院内感染対策に関する研修又は訓練に少なくとも１年に
　１回以上参加し、指導及び助言を受けること。院内感染対策に関する研修又は訓練については、診療報酬の感染対策向
　上加算又は医科診療報酬点数表の区分番号Ａ０００に掲げる初診料の注１１及び再診料の注１５に規定する外来感染対
　策向上加算に係る届出を行った医療機関が実施する院内感染対策に関するカンファレンスや職員向けに実施する院内感
　染対策に関する研修及び訓練、地域の医師会が定期的に主催する院内感染対策に関するカンファレンスを対象とする。
〇　施設は、施設入所者が新興感染症に感染した際に、感染者の診療等を行う第二種協定医療機関と連携し、新興感染症
　発生時に等における対応を取り決めるよう努めることとしており、加算の算定にあたっては、第二種協定指定医療機関
　との間で、新興感染症の発生時等の対応を行う体制を確保していること。新興感染症発生時等の対応としては、感染発
　生時等における相談、感染者の診療、入院の可否の判断等が求められることから、本加算における連携の対象となる第
　二種協定指定医療機関は診療所、病院に限る。また、第二種協定指定医療機関である薬局や訪問看護ステーションとの
　連携を行うことを妨げるものではない。なお、令和６年９月３０日までの間は、現に感染対策向上加算又は外来感染対
　策向上加算の届出を行っている医療機関と連携することでも差し支えないものとする。
〇　季節性インフルエンザやノロウイルス感染症、新型コロナウイルス感染症など特に施設において流行を起こしやすい
　感染症について、協力医療機関等と連携し、感染した入所者に対して適切に医療が提供される体制が構築されること。

１０６

　障害者支援施設等感染対策向
上加算　＊

【施設入所支援】

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第9の13の5（１）障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅰ）
　以下の（１）から（３）までのいずれにも適合す
るものとして市長に届け出た施設入所支援の単位に
おいて、１月につき所定単位数を加算しています
か。

　１　感染症の予防及び感染症の患者に対する
　　医療に関する法律第６条第１７項に規定す
　  る第二種協定医療機関（以下「第二種協定
　　医療機関」という。）との間で新興感染症
　　（同条第７項に規定する新型インフルエン
　　ザ等感染症、同条第８項に規定する指定感
　　染症又は同条第９項に規定する新感染症を
　　いう。）の発生時等の対応を行う体制を確
　　保していること。
　２　指定障害者支援施設基準第４６条第１項
　　に規定する協力医療機関その他医療機関
　　（「協力医療機関等」という。）との間
　　で、感染症（新興感染症を除く。）の発生
　　時等の対応を取り決めるとともに、感染症
　　の発生時等に、協力医療機関等と連携し適
　　切に対応していること。
　３　医療診療報酬点数表の区分番号
　　Ａ２３４－２に規定する感染対策向上加算
　（障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅱ）
　　において「感染対策向上加算」という。）
　　又は医科診療報酬点数表の区分番号
　　Ａ０００に掲げる初診料の注１１及び区分
　　番号Ａ００１に掲げる再診料の注１５に規
　　定する外来感染対策向上加算に係る届出を
　　行った医療機関等が行う院内感染対策に関
　　する研修又は訓練に１年に１回以上参加し
　　ていること。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

【施設入所支援】

いる・いな
い・該当なし

　入所者が別に厚生労働大臣が定める感染症に感染
した場合に、相談対応、診療、入院調整等を行う医
療機関を確保し、かつ、当該感染症に感染した利用
者に対し、適切な感染対策を行った上で、支援を
行った場合に、１月に１回、連続する５日を限度と
して１日につき所定単位数を加算していますか。

＜留意事項通知　第二の2⑼㉖＞
〇　本加算は、新興感染症のパンデミック発生時等において、施設内で感染した障害者に対して必要な医療やケアを提供する
　観点や、感染拡大に伴う病床ひっ迫を避ける観点から、必要な感染対策や医療機関との連携体制を確保した上で感染した障
　害者の療養を施設内で行うことを評価するものである。
〇　対象の感染症については、今後のパンデミック発生時等に必要に応じて厚生労働大臣が指定する。
〇　適切な感染対策とは、手洗いや個人防護服の着用等の標準予防策（スタンダード・プリコーション）の徹底、ゾーニン
　グ、感染者以外の入所者も含めた健康観察等を指し、具体的な感染対策の方法については、「障害福祉サービス施設・
　事業所職員のための感染対策マニュアル（入所系マニュアル）」を参考とすること。

告示別表

第9の13の6

１０７

　新興感染症等施設療養加算
＊

１０６

　障害者支援施設等感染対策向
上加算　＊

【続き】

いる・いな
い・該当なし

＜留意事項通知　第二の2⑼㉕＞
〇　本加算は、感染症対策控除加算に係る届出を行った医療機関から、少なくとも３年に１回以上、施設内で感染者が発生
　した場合の感染制御等に係る実地指導を受けている場合に、月１回算定するもの。
〇　実地指導については、感染対策向上加算に係る届出を行った医療機関において設置された感染制御チームの専任の医師
　又は看護師等が行うことが想定される。

（２）障害者支援施設等感染対策向上加算（Ⅱ）
　感染症対策向上加算に係る届出を行った医療機関
から、３年に１回以上、施設内で感染者が発生した
場合の対応に係る実地指導を受けているものとして
市長に届け出た施設入所支援の単位において、１月
につき所定単位数を加算していますか。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

いる・いな
い・該当なし

告示別表（旧規定）

第6の14

令和６年５月末まで。６月１日以降分は、
「１１１　福祉・介護職員等処遇改善加算」へ

１０８

　福祉・介護職員等処遇改善
加算　＊

【各サービス共通】

【厚生労働大臣等が定める基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第543号・2）
イ　福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）
　　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　(1) 福祉・介護職員の賃金の改善に要する費用の見込額が、福祉・介護職員処遇改善加算の算定見込額を
　　上回る賃金改善に関する計画を策定し、適切な措置を講じていること。
　(2) 処遇改善計画を作成し、全ての福祉・介護職員に周知し、市長に届け出ていること。
　(3) 処遇改善加算の算定額の相当する賃金改善を実施すること。
　(4) 事業年度ごとに福祉・介護職員の処遇改善に関する実績を市長に報告すること。
　(5) 前12月間において労働関係法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。
　(6) 労働保険料の納付が適正に行われていること。
　(7) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　　(一) 福祉・介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件を定めていること。
　　(二) (一)の要件について書面をもって作成し、全ての福祉・介護職員に周知していること。
　　(三) 福祉・介護職員の資質の向上に関する計画を策定し、計画に係る研修を実施していること。
　　(四) (三)について、全ての福祉・介護職員に周知していること。
　　(五) 福祉・介護職員の経験や資格等に応じて昇給する仕組み又は定期昇給の仕組みを設けていること。
　　(六) (五)の要件について書面をもって作成し、全ての福祉・介護職員に周知していること。
　(8) (2)の届出に係る計画の期間中に実施する福祉・介護職員の処遇改善の内容及び処遇改善に要する費用の
　　見込額を全ての福祉・介護職員に周知していること。
ロ　福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
　　イの(1)から(6)まで、(7)の(一)から(四)まで及び(8)に掲げる基準のいずれにも適合すること。
ハ　福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅲ）
　　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　(1) イの(1)から(6)及び(8)に掲げる基準に適合すること。
　(2) 次に掲げる基準のいずれかに適合すること。
　　(一) 次に掲げる要件の全てに適合すること。
　　　　ａ 福祉・介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件を定めていること。
　　　　ｂ ａの要件について書面をもって作成し、全ての福祉・介護職員に周知していること。
　　(二) 次に掲げる要件の全てに適合すること。
　　　　ａ 福祉・介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修を実施又は研修の
　　　　　機会を確保していること。
　　　　ｂ ａについて、全ての福祉・介護職員に周知していること。

□ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

　キャリアパス要件Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ の全て ＋ 職場
環境等要件を満たす。

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

□ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅱ）

　キャリアパス要件Ⅰ、Ⅱの全て ＋ 職場環境
等要件を満たす。

□ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

　キャリアパス要件Ⅰ又はⅡ ＋ 職場環境等要
件を満たす。

第7の14

第9の14

　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している福
祉・介護職員の賃金の改善等を実施しているものと
して市長に届け出た施設が、利用者に対し、サービ
スを行った場合に、当該基準に掲げる区分に応じた
単位数を所定単位数に加算していますか。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

≪参照≫
「福祉・介護職員処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例
の提示について」（令和5年3月10日障障発0310第2号、厚生労働省社会・援護局障害保
健福祉部障害福祉課長）
　４．計画書の作成
　　(1) 処遇改善加算
　　　①賃金改善計画書の記載
　　　　処遇改善加算を取得しようとする障害福祉サービス事業者等は、
　　　福祉・介護職員処遇改善計画書を次の一から四までに掲げる記載事項
　　　等について、別紙様式２－１及び別紙様式２－２により作成すること。
　　　　一　処遇改善加算の見込額（別紙様式２－１の２（２）①）
　　　　二　賃金改善の見込額（別紙様式２－１の２（２）②）
　　　　三　加算以外の部分で賃金水準を引き下げないことの誓約
　　　　四　賃金改善を行う賃金項目及び方法（別紙様式２－１の３（１））
　　　②キャリアパス要件等に係る記載（別紙様式２－１の３（２））
　　　　キャリアパス要件等については、取得する処遇改善加算の区分に
　　　応じた事項を福祉・介護職員処遇改善計画書に記載すること。
　　　　一　キャリアパス要件Ⅰ
　　　　　次のイ、ロ及びハの全てに適合すること。
　　　　　　イ　福祉・介護職員の任用の際における職位・職責又は職務内容
　　　　　　　等に応じた任用等の要件を定めていること。
　　　　　　ロ　イに掲げる職位、職責又は職務内容に応じた賃金体系につい
　　　　　　　て定めていること。
　　　　　　ハ　イ及びロの内容について、就業規則等の明確な根拠規定を
　　　　　　　書面で整備し、全ての福祉・介護職員に周知していること。
　　　　二　キャリアパス要件Ⅱ
　　　　　次のイ、ロの全てに適合すること。
　　　　　　イ　福祉・介護職員の職務内容等を踏まえ、福祉・介護職員と
　　　　　　　意見を交換しながら、資質向上の目標及びａ又はｂに掲げる
　　　　　　　具体的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修
　　　　　　　の機会を確保していること。
　　　　　　　ａ 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術
　　　　　　　　指導等を実施するとともに、福祉介護職員の能力評価を行う
　　　　　　　　こと。
　　　　　　　ｂ 資格取得のための支援を実施すること。
　　　　　　ロ　イについて、全ての福祉・介護職員に周知していること。
　　　　三　キャリアパス要件Ⅲ
　　　　　次のイ、ロの全てに適合すること。
　　　　　　イ　福祉・介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給
　　　　　　　する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組
　　　　　　　みを設けていること。具体的には、次のａからｃまでのいずれ
　　　　　　　かに該当する仕組みであること。
　　　　　　　ａ 経験に応じて昇給する仕組み
　　　　　　　ｂ 資格等に応じて昇給する仕組み
　　　　　　　ｃ 一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み
　　　　　　ロ　イの内容について、就業規則等の明確な根拠規定を書面で
　　　　　　　整備し、全ての福祉・介護職員に周知していること。
　　　　四　職場環境等要件
　　　　　届出に係る計画の期間中に別紙１表５に掲げる処遇改善（賃金改善
　　　　を除く）の取り組みを実施し、その内容を、全ての福祉・介護職員に
　　　　周知していること。
　　　　　○別紙１表５に掲げる取組
　　　　　・ 入職促進に向けた取組
　　　　　・ 資質の向上やキャリアアップに向けた支援
　　　　　・ 両立支援・多様な働き方の推進
　　　　　・ 腰痛を含む心身の健康管理
　　　　　・ 生産性向上のための業務改善の取組
　　　　　・やりがい・働きがいの構成
　５．実績報告書等の作成
　　(2) 処遇改善加算
　　　処遇改善加算を取得した障害福祉サービス事業者等は、各事業年度に
　　おける最終の加算の支　払いがあった月の翌々月の末日までに、市長に
　　対して別紙様式３－１及び３－２の福祉・介護職員処遇改善実績報告書
　　を提出し、２年間保存することとする。

１０８

　福祉・介護職員等処遇改善
加算　＊

【続き】



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

□ 福祉・介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）

　福祉専門職員配置等加算を算定していない事
業所

≪参照≫「福祉・介護職員処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」
　４．計画書の作成
　　(2) 特定加算
　　　②賃金改善計画の記載
　　　　　特定加算を取得しようとする障害福祉サービス事業者等は、福祉・介護職員等処遇改善計画書を次の一から六
　　　　までに掲げる記載事項等について、別紙様式２－１及び別紙様式２－３により作成すること。
　　　　　一　特定加算の見込額　（別紙様式２－１の２（２）①）
　　　　　二　賃金改善の見込額　（別紙様式２－１の２（２）②）
　　　　　三　グループごとの平均賃金改善額　（別紙様式２－１の４（１）②）
　　　　　四　「経験・技能のある障害福祉人材」のうち、月額８万円の改善又は改善後の賃金が年額４４０万円以上と
　　　　　　なる者の見込数
　　　　　五　特定加算における職員分類の変更特例に係る報告　（別紙様式２－５）
　　　　　六　賃金改善を行う賃金項目及び方法　（別紙様式２－１の４（２））
　　　③賃金改善以外の要件に係る記載
　　　　次の一から五までに掲げる要件について、取得する特定加算の区分に応じて、福祉・介護職員処遇改善計画書に
　　　記載すること。
　　　　　一　職場環境等要件　　（別紙様式２－１の６）
　　　　　二　配置等要件　　　　（特定加算（Ⅰ）の場合のみ）（別紙様式２－３）
　　　　　三　処遇改善加算要件　（別紙様式２－２）
　　　　　四　見える化要件　　　（別紙様式２－１の４（３））
　　　　　五　特定加算要件
　５．実績報告書等の作成
　　(3) 特定加算
　　　特定加算を取得した障害福祉サービス事業者等は、各事業年度における最終の特定加算の支払いがあった月の翌々月
　　の末日までに、市長に対して、別紙様式３－１及び３－２並びに該当者がいる場合は３－４の福祉・介護職員等特定処
　　遇改善実績報告書を提出し、２年間保存することとする。

【厚生労働大臣が定める基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第543号・17）
　イ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）
　　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　　　(1) 障害福祉人材等の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する費用の
　　　　見込額が、福祉・介護職員等特定処遇改善加算の算定見込額を上回る賃金改善に関する計画を策定し、適切な
　　　　措置を講じていること。
　　　　㈠　経験・技能のある障害福祉人材のうち１人は、賃金改善に要する費用の見込額が月額８万円以上又は改善後
　　　　　の賃金の見込額が年額４４０万円以上となること。
　　　　㈡　事業所の経験・技能のある障害福祉人材の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、その他の職員のうち専門
　　　　　的な技能を有すると認められるものの賃金改善に要する費用の見込額の平均を上回っていること。
　　　　㈢　専門的な技能を有すると認められるものの賃金改善に要する費用の見込額の平均が、その他の職員の賃金改善
　　　　　に要する費用の見込額の平均の2倍以上となること。
　　　　㈣　その他の職員の改善後の賃金の見込額が年額４４０万円を上回らないこと。
　　　(2) 特定処遇改善計画書を作成し、全ての障害福祉人材等に周知し、市長に届け出ていること。
　　　(3) 特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。
　　　(4) 事業年度ごとに障害福祉人材等の処遇改善に関する実績を市長に報告すること。
　　　(5) 当該サービス費における福祉専門職員配置等加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを届け出ていること。
　　　(6) 当該サービス費における福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定していること。
　　　(7) (2)の届出に係る計画の期間中に実施する処遇改善の内容及び要する費用の見込額を全ての障害福祉人材等に
　　　　周知していること。
　　　(8) (7)の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表していること。
　ロ　福祉・介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ）
　　イの(1)から(4)まで、(6)から(8)までに掲げる基準のいずれにも適合すること。

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

□ 福祉・介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ）

　福祉専門職員配置等加算を算定している事業
所

１０９

　福祉・介護職員等特定処遇改
善加算　＊

【各サービス共通】

告示別表（旧規定）

第6の15

第7の15

第9の15

いる・いな
い・該当なし

　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している福
祉・介護職員を中心とした従業者の賃金の改善等を
実施しているものとして市長に届け出た施設が、利
用者に対し、サービスを行った場合に、当該基準に
掲げる区分に応じた単位数を所定単位数に加算して
いますか。

令和６年５月末まで。６月１日以降分は、
「１１１　福祉・介護職員等処遇改善加算」へ



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

令和６年５月末まで。６月１日以降分は、
「１１１　福祉・介護職員等処遇改善加算」へ

【厚生労働大臣が定める基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第543号・3の2）
次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　イ　障害福祉人材等の賃金改善について、賃金改善に要する費用の見込額が福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算の
　　算定見込額を上回り、かつ、障害福祉人材等のそれぞれについて賃金改善に要する費用の見込額の３分の２以上を基本
　　給又は決まって毎月支払われる手当の額の引上げに充てる賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措
　　置を講じていること。
　ロ　各事業所において、イの賃金改善に関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の障害福祉人材等の処
　　遇改善の計画等を記載した福祉・介護職員等ベースアップ等支援計画書を作成し、全ての障害福祉人材等に周知し、市
　　長に届け出ていること。
　ハ　福祉・介護職員等ベースアップ等支援加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただし、経営の悪化等によ
　　り事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るために障害福祉人材等の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）
　　を見直すことはやむを得ないが、その内容について市長に届け出ること。
　ニ　各事業所において、事業年度ごとに障害福祉人材等の処遇改善に関する実績を市長に報告すること。
　ホ　当該サービス費における福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定していること。
　ヘ　ロの届出に係る計画の期間中に実施する障害福祉人材等の処遇改善の内容（賃金改善に関するものを除く。）及び当
　　該障害福祉人材等の処遇改善に要する費用の見込額を全ての障害福祉人材等に周知していること。

≪参照≫
「福祉・介護職員処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」
　４．計画書の作成
　　(3) ベースアップ等加算
　　　①賃金改善計画の記載
　　　　ベースアップ等加算を取得しようとする障害福祉サービス事業者等は、福祉・介護職員等ベースアップ等支援計画
　　　書を次の一から四までに掲げる事項について、別紙様式２－１及び別紙様式２－４により作成すること。
　　　　一　ベースアップ等加算の見込額　（別紙様式２－１の２（２）①）
　　　　二　賃金改善の見込額　（別紙様式２－１の５（１）②）
　　　　三　ベースアップ等による賃金改善の見込額等　（別紙様式２－１の５（１）②）
　　　　四　賃金改善を行う賃金項目及び方法　（別紙様式２－１の５（２））
　　　②その他の要件に係る記載
　　　　ベースアップ等要件及び処遇改善加算要件について、福祉・介護職員等ベースアップ等支援計画書に記載すること。
　　　　一　ベースアップ等要件　　（別紙様式２－１の５（１）②）
　　　　　賃金改善の合計額の３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われる手当の引上げに充てること。
　　　　二　処遇改善加算要件　　　（別紙様式２－２）
　　　　　処遇改善加算（Ⅰ）から（Ⅲ）までのいずれかを算定していること。
　５．実績報告書等の作成
　　(4) ベースアップ等加算
　　　ベースアップ等加算を取得した障害福祉サービス事業者等は、各事業年度における最終の加算の支払いがあった月の
　　翌々月の末日までに、市長に対して、別紙様式３－１及び３－３の福祉・介護職員等ベースアップ等支援実績報告書を
　　提出し、２年間保存することとする。

１１０

　福祉・介護職員等ベースアッ
プ等支援加算　＊

【各サービス共通】

いる・いな
い・該当なし

　別に厚生労働大臣が定める基準に適合している福
祉・介護職員を中心とした従業者の賃金の改善等を
実施しているものとして市長に届け出た施設が、利
用者に対し、サービスを行った場合は、基本サービ
ス費及び各種加算減算を算定した１月あたりの総単
位数にサービス区分ごとに定められた加算率を乗じ
た単位数を所定単位数に加算していますか。

告示別表（旧規定）

第6の16

第7の16

第9の16



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

【厚生労働大臣等が定める基準】
　≪参照≫（平成18年厚生労働省告示第543号・第20号）
イ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅰ)
　次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　(1) 福祉・介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適合し、かつ、賃金改善に要する
　　費用の見込額が、福祉・介護職員等処遇改善加算の算定見込額以上となる賃金改善に関する計画を策定し、当該計画
　　に基づき適切な措置を講じていること。
　　(一)　施設が仮に福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅳ)を算定した場合に算定することが見込まれる額の２分の１以
　　　　上を基本給又は決まって毎月支払われる手当に充てるものであること。
　　(二)　施設において、介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士又は保育士のいずれかの資格を保有する者、心理
　　　　指導担当職員（公認心理士を含む。）、サービス管理責任者、児童発達支援管理責任者、サービス提供責任者そ
　　　　の他研修等により専門的な技能を有すると認められる職員のいずれかに該当する者であって、経験及び技能を有
　　　　する障害福祉人材と認められるもののうち１人は、賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万円以上であること。
　(2) 福祉・介護職員等処遇改善計画を作成し、全ての職員に周知し、市長に届け出ていること。
　(3) 福祉・介護職員等処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。
　(4) 事業年度ごとに当該施設の職員の処遇改善に関する実績を市長に報告すること。
　(5) 前１２月間において、労働関係法令に違反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。
　(6) 労働保険料の納付が適正に行われていること。
　(7) 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。
　　(一)　福祉・介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件を定めていること。
　　(二)　(一)の要件について書面をもって作成し、全ての福祉・介護職員に周知していること。
　　(三)　福祉・介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保し
　　　　ていること。
　　(四)　(三)について、全ての福祉・介護職員に周知していること。
　　(五)　福祉・介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定する
　　　　仕組みを設けていること。
　　(六)　(五)の要件について書面をもって作成し、全ての福祉・介護職員に周知していること。
　(8) (2)の届出に係る計画の期間中に実施する施設の職員の処遇改善の内容及び当該事業所の職員の処遇改善に要する
　　費用の見込額を全ての職員に周知していること。
　(9) (8)の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な方法により公表していること。
ロ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅲ)
　イの(1)の(一)及び(2)から(8)までに掲げる基準のいずれにも適合すること。
ハ　福祉・介護職員処遇改善加算(Ⅳ)
　イの(1)の(一)、(2)から(6)まで、(7)の(一)から(四)まで及び(8)に掲げる基準のいずれにも適合すること。
※　ホ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(1)　～　ソ　福祉・介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(14)　は省略します。

１１１

　福祉・介護職員等処遇改善
加算　＊

【各サービス共通】

いる・いな
い・該当なし

告示別表

第6の14

第7の14

第9の16

　別に厚生労働大臣が定める基準に適合する福祉・
介護職員等の賃金の改善等を実施しているものとし
て市長に届け出た施設が、利用者に対し、サービス
を行った場合に、当該基準に掲げる区分に応じた単
位数を所定単位数に加算していますか。



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

□

□

□

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ）

　① 月額賃金要件Ⅱを満たしている
　② キャリアパス要件Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、
　　Ⅴを満たしている
　③ 職場環境等要件のうち３つの区分を
　　選択し、それぞれで１以上の取組を
　　実施している
　④ ③の取組についてホームページ等に
　　より公表している

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅲ）

　① 月額賃金要件Ⅱを満たしている
　② キャリアパス要件Ⅰ、Ⅱ、Ⅲを満た
　　している
　③ 職場環境等要件全体のうち１以上の
　　取組を実施している

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅳ）

　① 月額賃金要件Ⅱを満たしている
　② キャリアパス要件Ⅰ及びⅡを満たし
　　ている
　③ 職場環境等要件全体のうち１以上の
　　取組を実施している

１１１

　福祉・介護職員等処遇改善
加算　＊

【続き】

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅱ）
※算定不可



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

□

□

□

□

Ⅲ Ⅱ

－ ○ －

●次のうち該当するものに☑を入れてください。

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１）

　① キャリアパス要件Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ、Ⅳ、
　　Ⅴを満たしている
　② 職場環境等要件のうち３つの区分
　　を選択し、それぞれで　１以上の取
　　組を実施している
　③ ②の取組についてホームページ等に
　　より公表している
　④ 旧加算の算定状況（上記表で確認）

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（２）

　① キャリアパス要件Ⅰ、Ⅱ、Ⅳ、Ⅴを
　　満たしている
　② 職場環境等要件のうち３つの区分を
　　選択し、それぞれで１以上の取組を
　　実施している
　③ ②の取組についてホームページ等に
　　より公表している
　④ 旧加算の算定状況（上記表で確認）

○ － ○

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（７）

　① キャリアパス要件Ⅰ又はⅡに加えて
　　Ⅳ、Ⅴを満たしている
　② 職場環境等要件のうち３つの区分を
　　選択し、それぞれで　１以上の取組を
　　実施している
　③ ②の取組についてホームページ等に
　　より公表している
　④ 旧加算の算定状況（上記表で確認）

－ －

Ⅴ
(9)

Ⅴ
(10)

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（３）
※算定不可

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（６）
※算定不可

Ⅰ

Ⅴ
(13)

Ⅴ
(14)

１１１

　福祉・介護職員等処遇改善
加算　＊

【続き】

※令和６年５月３１日時点で以下の各加算を算定し
ていた施設は、令和６年度中に限り、各要件を満た
すことで経過措置区分として加算（Ⅴ）（１）～
（１４）を算定することができます。

算定することができる
区分

Ⅲ Ⅲ

Ⅰ

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（４）
※算定不可

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（５）

　① キャリアパス要件Ⅰ、Ⅱ、Ⅳ、Ⅴを
　　満たしている
　② 職場環境等要件のうち３つの区分を
　　選択し、それぞれで１以上の取組を
　　実施している
　③ ②の取組についてホームページ等に
　　より公表している
　④ 旧加算の算定状況（上記表で確認）

Ⅰ Ⅰ － Ⅰ － － －

Ⅱ Ⅲ
福祉・介護職員等処遇
改善加算

福祉・介護職員等特定
処遇改善加算

福祉・介護職員等ベー
スアップ等支援加算

Ⅰ

Ⅰ

－

Ⅱ

Ⅴ
(1)

Ⅴ
(2)

Ⅴ
(3)

Ⅴ
(4)

Ⅴ
(5)

Ⅴ
(6)

Ⅴ
(7)

Ⅴ
(8)

Ⅴ
(11)

Ⅴ
(12)



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

□ 福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（８）

　① キャリアパス要件Ⅰ、Ⅱ、Ⅲを満た
　　している
　② 職場環境等要件全体のうち１以上の
　　取組を実施している
　③ 旧加算の算定状況（上記表で確認）

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（９）
※算定不可

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１０）

　① キャリアパス要件Ⅰ又はⅡに加えて
　　Ⅳ、Ⅴを満たしている
　② 職場環境等要件のうち３つの区分を
　　選択し、それぞれで　１以上の取組を
　　実施している
　③ ②の取組についてホームページ等に
　　より公表している
　④ 旧加算の算定状況（上記表で確認）

１１１

　福祉・介護職員等処遇改善
加算　＊

【続き】

□

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１４）

　① キャリアパス要件Ⅰ又はⅡを満たし
　　ている
　② 職場環境等要件全体のうち１以上の
　　取組を実施している
　③ 旧加算の算定状況（上記表で確認）

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１１）

　① キャリアパス要件Ⅰ及びⅡを満たし
　　ている
　② 職場環境等要件全体のうち１以上の
　　取組を実施している
　③ 旧加算の算定状況（上記表で確認）

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１２）
※算定不可

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ）（１３）

　① キャリアパス要件Ⅰ又はⅡを満たし
　　ている
　② 職場環境等要件全体のうち１以上の
　　取組を実施している
　③ 旧加算の算定状況（上記表で確認）

□

□

□



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

≪参照≫
「福祉・介護職員等処遇改善加算等に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」（令和6年3月26日障障
発0326第4号・こ支障第86号　厚生労働省社会・援護局障害保健部障害福祉課長・こども家庭庁支援局障害児支援課長）
① 月額賃金改善要件Ⅰ（月給による賃金改善）【令和6年度中は適用を猶予】
　　新加算Ⅳの加算額の2分の1以上を基本給又は決まって毎月支払われる手当の改善に充てること。なお、加算を未算定の
　事業所が新規に新加算ⅠからⅣまでのいずれかを算定し始める場合を除き、本要件を満たすために、賃金総額を新たに増
　加させる必要はない。したがって、基本給等以外の手当又は一時金により行っている賃金改善の一部を減額し、その分を
　基本給等に付け替えることで、本要件を満たすこととして差し支えない。また、既に本要件を満たしている事業所等にお
　いては、新規の取組を行う必要はない。ただし、この要件を満たすために、新規の基本給等の引上げを行う場合、当該基
　本給等の引上げはベースアップにより行うことを基本とする。
② 月額賃金改善要件Ⅱ（旧ベースアップ等加算相当の賃金改善）
　　令和6年5月31日時点で現に旧処遇改善加算を算定しており、かつ、旧ベースアップ等加算を算定していない事業所が、
　令和8年3月31日までの間において、新規に新加算ⅠからⅣまでのいずれかを算定する場合には、初めて新加算ⅠからⅣま
　でのいずれかを算定し、旧ベースアップ等加算相当の加算額が新たに増加する事業年度において、当該事業所が仮に旧
　ベースアップ等加算を算定する場合に見込まれる加算額の3分の2以上の基本給等の引上げを新規に実施しなければならな
　い。その際、当該基本給等の引上げは、ベースアップにより行うことを基本とする。
③ キャリアパス要件Ⅰ（任用要件・賃金体系の整備等）※
　次の一から三までを全て満たすこと。
　　一　福祉・介護職員の任用の際における職位、職責、職務内容等に応じた任用等の要件（福祉・介護職員の賃金に関す
　　　るものを含む。）を定めていること。
　　二　一に掲げる職位、職責、職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われるものを除く。）について定
　　　めていること。
　　三　一及び二の内容について就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備し、 全ての福祉・介護職員に周知していること。
④ キャリアパス要件Ⅱ（研修の実施等）※
　次の一及び二を満たすこと。
　　一　福祉・介護職員の職務内容等を踏まえ、福祉・介護職員と意見を交換しながら、資質向上の目標及びａ又はｂに
　　　掲げる事項に関する具体的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は研修の機会を確保していること。
　　　ａ　資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施（OJT、OFF-JT等）するとともに、
　　　　福祉・介護職員の能力評価を行うこと。
　　　ｂ　資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、費用の援助等）を実施すること。
　　二　一について、全ての福祉・介護職員に周知していること。
⑤ キャリアパス要件Ⅲ（昇給の仕組みの整備等）※
　次の一及び二を満たすこと。
　　一　福祉・介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判定
　　　する仕組みを設けていること。
　　二　一の内容について、就業規則等の明確な根拠規程を書面で整備し、全ての福祉・介護職員に周知していること。
⑥ キャリアパス要件Ⅳ（改善後の年額賃金要件）
　　経験・技能のある障害福祉人材のうち1人以上は、賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円以上であること（新加算等
　による賃金改善以前の賃金が年額440万円以上である者を除く。）。令和6年度中は、賃金改善後の賃金の見込額が
　年額440万円以上の職員の代わりに、新加算の加算額のうち旧特定加算に相当する部分による賃金改善額が月額平均8万円
　以上の職員を置くことにより、上記の要件を満たすこととしても差し支えない。
⑦ キャリアパス要件Ⅴ（配置等要件）
　福祉専門職員配置等加算の届出を行っていること。
⑧ 職場環境等要件
　　令和6年度中の職場環境等要件としては、別紙１表４－２に掲げる職場環境等の改善に係る取組を実施し、その内容を
　全ての福祉・介護職員に周知すること。その際、新加算Ⅰ又はⅡを算定する場合は、別紙１表４－２の「入職促進に向け
　た取組」、「資質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を含む心身の健
　康管理」、「生産性の向上のための業務改善の取組」及び「やりがい・働きがいの醸成」の6つの区分から3つの区分を選
　択し、それぞれで1以上の取組を実施し、新加算Ⅲ又はⅣを算定する場合は、別紙１表４－２の取組のうち1以上を実施す
　ること。また、新加算Ⅰ又はⅡを算定する場合は、職場環境等の改善に係る取組について、ホームページへの掲載等に
　より公表すること。
※　③、④、⑤については、令和6年度に限り、処遇改善計画書において令和7年3月末までに要件を満たすことを誓約すれば、
　それぞれの要件を満たすものとして取り扱って差し支えない。ただし、必ず令和7年3月末までに要件を満たし、実績報告書
　においてその旨を報告すること。
４．新加算等の算定に係る事務処理手順
　（１）体制等状況一覧表等の届出（体制届出）
　（２）処遇改善計画書等の作成・提出
　（３）実績報告書等の作成・提出

１１１

　福祉・介護職員等処遇改善
加算　＊

【続き】



自主点検項目 点検結果 記入欄及び点検のポイント
根拠法令等

【確認資料】

腰痛を含む
心身の

健康管理

・職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力向上の取組の実施

入職促進に
向けた取組

・働きながら介護福祉士等の取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性の高い支援技術を
取得しようとする者に対する喀痰吸引研修、強度行動障害支援者養成研修、サービス提供責任者研修、中堅
職員に対するマネジメント研修の受講支援等

・研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動

・エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等の導入

・上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ等に関する定期的な相談の機会の確保

資質の向上や
キャリアアップ
に向けた支援

・子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指すための休業制度等の充実、事業所内託児施設の整備

・職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員か
ら正規職員への転換の制度等の整備

・有給休暇が取得しやすい環境の整備

・業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制の充実

　福祉・介護職員等処遇改善
加算　＊

【続き】

・法人や事業所の経営理念や支援方針・人材育成方針、その実現のための施策・仕組みなどの明確化

・事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築

・他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者にこだわらない幅広い採用の仕組みの構
築

１１１

・支援の好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供

やりがい・
働きがいの構成

　表４－２　職場環境要件（令和６年度中）

・タブレット端末やインカム等のＩＣＴ活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の導入による業務
量の縮減

・高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳、下膳などのほか、経理や労務、広報なども含めた介
護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明確化

・５Ｓ活動（業務管理の手法の１つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとったもの）等の実践による
職場環境の整備

・業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減

生産性向上の
ための業務改善

の取組

・ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の福祉・介護職員の気づきを踏まえ
た勤務環境や支援内容の改善

・地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交流の実施

・利用者本位の支援方針など障害福祉や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供

・障害を有する者でも働きやすい職場環境の構築や勤務シフトの配慮

両立支援・多様な
働き方の推進

・福祉・介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト等の介護機器等の
導入及び研修等による腰痛対策の実施

・短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業者のための休憩室の設置等健康管
理対策の実施

・雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施

・事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備



年
□ 非常勤

時間/週 月

月

10
専従・
兼務

□ 常勤

年
□ 非常勤

時間/週

9
専従・
兼務

□ 常勤

年
□ 非常勤

時間/週 月

月

8
専従・
兼務

□ 常勤

年
□ 非常勤

時間/週

7
専従・
兼務

□ 常勤

年
□ 非常勤

時間/週 月

月

6
専従・
兼務

□ 常勤

年
□ 非常勤

時間/週

5
専従・
兼務

□ 常勤

年
□ 非常勤

時間/週 月

月

4
専従・
兼務

□ 常勤

年
□ 非常勤

時間/週

3
専従・
兼務

□ 常勤

年
□ 非常勤

時間/週 月

2
専従・
兼務

□ 常勤

年

月

兼務
職種

1
専従・
兼務

□

□

常勤

非常勤

時間/週

資格名称
（社会福祉士、看護師等）

就職
年月

年齢氏名

1 日現在）

別紙１

・①管理者→②サービス管理責任者→③常勤従業者→④非常勤従業者の順に記載してください。
・雇用形態が、非常勤の職員については、１週当たりの勤務時間数を記載してください。

No 職種
専従
兼務

雇用形態

　従業者名簿
（令和 年 月



人

区分３ 区分２ 区分１

人 人 人 人 人

その他

生活介護（現員）の
障害支援区分

人

短期入所

区分６ 区分５ 区分４

室 室

人 人 人 人

室 室

人

室 室 室

人 人

居室 １人部屋 ２人部屋 ３人部屋 ４人部屋

施設入所
室

人

２　短期入所

３　施設入所支援

サービス種別 定員
現員

（契約者数）
前年度平均
利用者数

前年度
利用者延数

前年度
開所日数

１　生活介護

日現在）

　利用者の状況
別紙２

（令和 年 月 1



※原則毎日

※注１・・・残留塩素濃度は、通常１リットルの浴槽水につき、０．４mg/l 程度に保ち、かつ、最大で１．０mg/l を超えないよう、適時測定すること。

―

―

―

―

―

―

―

―

―

― あり・なし― □
※年１回以

上

あり・なし

非循環式浴槽
（利用者毎に完全換水

型）
基 □

※年１回以
上

□
※年１回以

上
※注１ ―

非循環式浴槽
（毎日完全換水型） 基 □

※年１回以
上 □

あり・なし□
※年１回以

上

あり・なし

非循環式浴槽
（連日使用型） 基 □

※年１回以
上 □ ※注１ □

□
※年１回以

上 □
※週１回以

上

浴槽のタイプ

□

集毛器の
点検・洗浄

□ ※毎日

循環配管の
洗浄・消毒

□
※年１回以

上

□ ※毎日※注１

循環式浴槽
（連日使用型）

□
※年１回以

上―

※原則週１回以
上

貯湯槽の
点検・洗浄

□
※年１回以

上

ろ過器の
洗浄・消毒

□
※週１回以

上

循環式浴槽
（毎日完全換水型） 基 □

※年１回以
上

別紙３
　入浴設備の衛生管理

・該当項目に数字やチェックを入れてください。

基

浴槽数
レジオネラ属菌

等の検査

□
※年２回以

上

残留塩素濃度
測定・記録

□ ※注１ □

換水 記録の管理

あり・なし



８　検食は、原材料及び調理済み食品を食品ごとに約５０gを清潔な容器に入れ、
　マイナス２０度以下で２週間以上保存していますか

【９　調理従事者等は、毎日作業開始前に自らの健康状態を衛生管理者に報告し、
　衛生管理者はその結果を記録していますか】

※【　】の実施は１回３００食又は１日７５０食を提供する大規模調理施設が対象

いる・いない

いる・いない

２　調理従事者等が着用する帽子、外衣は、毎日交換していますか
　　【その点検結果を記録をしていますか】

３　便所、休憩室及び更衣室と、食品を取り扱う場所を区分していますか

４　下処理は汚染作業区域で行い、非汚染作業区域を汚染しないようにしていますか
　　【その点検結果を記録をしていますか】

５　ネズミ、昆虫等の発生対策として

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

いる・いない

６　原材料は戸棚、冷凍又は冷蔵設備に適切な温度で保存し、原材料の搬入時刻、
　室温及び冷凍又は冷蔵設備内温度を記録していますか

７　加熱調理食品は中心部が７５度で１分間以上又はこれと同等以上まで加熱されて
　いることを確認した温度と時間を記録していますか（二枚貝等ノロウイルス汚染の
　おそれのある食品の場合は８５～９０度で９０秒以上）

いる・いない

いる・いない

①　ネズミ、昆虫の駆除を半年１回以上実施し、記録していますか　

②　１月に１回以上巡回点検を実施していますか　

③　発生を確認した時に発生の都度実施していますか

いる・いない

【①のほか、②と③の点検結果を記録をしていますか】

別紙４
　調理業務の管理

実施状況

いる・いない

点検項目

１　調理室は毎日清掃を行い、清潔が保たれていますか
　　【その点検結果を記録をしていますか】


